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勢働協約の法學的構成

中　村　萬　吉

序 論

　螢働協約（註一）が法律學の上で興味を惹き得る黙は、見る人

によつて多少の相蓮もあらうが、就中、i蕃者の興昧を惹ぐの1よ

下の諸黙である。

　第一　勢働協約は所謂規範契約　（Normenvert壌g）　の一種に

属1、而かもその典型的なものである。規範契約とは概して將來

の個別的各契約の内容だけを豫め協定するもので、例へば借家

人團騰が家主との契約に依うて將來の家屋賃貸借契約の爲め其

内容要件を協定する如く、又電力需用者の團腱が電力供給者と

將廉の電力供給契約グ）爲め其條件を豫定し置くが如きものであ

る（註二）。梢や精細は後に述1べる帆勢働協約も勢働着の團騰が

傭主との協定に依り、驚來成立することあるべき各個の勢働契

約の内容を豫め決定し置くもので、一の規範契約である。

　從奈、私法上の通説に依れば、契約は當事者間に債構債務を

生ぜしむるところの所謂債権契約と、當事者間に財産権の設定

移轄の敷果を生するところの所謂物穫（又準物権）契約の二種
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に分類して居る。然るに只今問題となれる規範契約に在ては、

上に一言した如く、當事者は之に依り直ちに賃貸借叉は雇傭な

る債礎關係に立入るでもなければ、更にヌ、財産権の得喪を來

沈さしめんとするのごもない、要は唯、將來の各個の契約に封

して、其内容だけを豫定し置くに過ぎない。而かも契約の内容

を規範として協定し置くことは、法的生活の實際に照せば、實

際その各個の契約そのものをなすと同等以上の重要牲がある、

依て規範契約の當事者は、この種の契約に付ては十分の法的意

思を表示して居ると見ざるを得ぬ。果して然らぱ吾人は債権契

約、物権契約なるもの、外に、更に規範契約なる一範躊を設け

ねぱならぬか如何。或は之れと異なり所謂規範契約なるもの

は、その實契約にあらすして、寧ろ一種の合同行爲（規範設定

を目的とする）と解する方が姜當とされぬであらうか。これ等

の黙は相當に學的興味のある疑問だと思ふ。それから叉、姑ら

く之を契約なりと解しても、之より果して如何なる法律上の敷

果を生肇べきか。規範契約に付てば現行法上特別な補充規定も

乃至解鐸規定もないので、一般契約の総則規定に照して其敷力

を模索するの外に途はγぶい。されぱ諸家の此黙に封する見解頗

る相岐れ、法學上では可成う有名な問題となつて居る。：若しこ

れ等の諸1薪に付いて、何等かの解決を着け得れぱ、雷に勢働協

約のみならす、延いて一般の規範契約にも解決の炬火を呈し得

ることになるo
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　第二　勢働協約は人も知る如く、所謂経濟上の弱者たる勢働

者が、近世の個人主義的、資本家的纒濟に適懸する爲め、自然

に計叢し實施して來たものである。その特色は多敷人の團結と

其系として供給濁占の方法とを併用し．、從來の個別的取引（ln－

dividual　Bargaining）に代へて合同的取引　（Collec七ive　B躍8滋n－

ing）なる成約方法に依り、以て個別的取引の上に於て、實質的自

由封等の實を暴げんとする鮎に在る（註三）。されぱ問題は所謂大

量現象、大量行爲（』sseners・heinung，M乱ssengesc蹴七）を本

髄として居る（註四）。從凍の私法的契約法を以てして此大量行爲

を如何なる程度まで料理し得るや、是れ少くとも學的に興昧あ

る疑問である。或は現今の契約法は此新らしい試練に堪へ得な

いかも知れぬ、若し然りとせぱ之れが解決の任を受くるものは

公法か、抑も叉魁曾法であらうか。從來法の分類は公法私法二

分法を探用して居るが、別に魁會法とも名づくべき第三の範疇

を必要とせぬのであらうか。これ亦學的に新味ある問題だと信

する。

　以上は吾人が勢働協約に附する學的興昧の概要であるが、更

に之に附すべき實際的興昧に至つても蓋し少なくないと思ふ。

　第一　螢働協約は現行の契約自由の原財、及ぴ之を基礎とす

る賃勢制度を前提として居る。契約自由の原則は言ふまでもな

く適法なる手段方法に依る経濟的自由競雫を法律的に換言した

のに外ならぬ、然るに無産者階級は既に経濟的實力に於て有産
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の資本家階級と封抗し得ない事情がある敵に、多激團結して供

給濁占の實的手段（但し結局は財力、資力o）問題）に訴へて、

名實相かなふ契約の自由を所期せんとした。されば契約自由の

原則を認めざる法制の下に於ては少なぐとも今日の如き意義に

ての勢働協約は蕾に無意義となるのみならす、更にその存在の

産艮蕎をも失ふことに7ぶる。

　然るに既に十九世紀σ）後牢より以來、各國が企てた勢働立法、

就中勢働着保護に關する立法は、要するに勢働者の利盆の爲め

に契約自由の原則を或は欄限し或は局部的に撤屡するものに外

ならぬ。斯くて立法の趨勢は、私法的雇傭關係を盆々愛じて公

法的勤務關係たらしめんとして居る（註五）。依て一見、少ぐとも

雇傭契約に付ては早晩契約の自由は全屡に至るべき形勢に在る

やうである。i若し此の見込にして適中するものとせぱ、今に於

て勢働協約を論するは、少くとも實盆の鮎に於て、一考を要す

ることになる。

　併し吾人は契約の自由なる原貝麺は、その形式の如何に拘はら

す、將來永く保存さるべき為のと信する。蓋し

　（イ）　現行多敷の勢働者保護規定を見るに、概して唯勢働者

の爲め保護の最小限度を定むるに逼ぎ諏、これ近世の勢働立法

の新昧ナεり叉強昧であつて、中世の勢働立法が同時に傭主の爲

め負澹の最大限度をも定めてゐと大に趣を異にする黙である

（註六）。されぱ近澄の螢働立法に在ては、原期として法定の劒限
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以上の利盆保護を合意に因りて勢働者側に給することを適法

とする。この一暦有利なる條件を藏ち得る唯一の手段は契約自

由の原則、勢働協約とせねぱならぬ。

　（・）多数の勢働立法は’制定に伜ふ種々なる理由に由り、必

らすしも勢働者階級の満足を得て居るものでない、加之、成法

の通弊として規定が概括的となり實際に施して膠柱弾懸、千縫

一律の憾みなきを得鍛。この概括的規定を十分に具艦化し個別

化するには、勢働協約に依るのが最も目的に適し且有敷なるぺ

きを疑はぬ（註七）。

　固よ参理想論としては幾多のi案もあらう。而かも螢働者縷級

の要求としては、凡ての産業組織に於て、少くとも経灘決定に

關するの屡輿構を彼等に認めることである、この墾與樺が從家

の如き螢働協約の形式を探るか、それとも工場委員翻度の如き

形式を採るカ》、それは時と場合とに依りて必らすしも・一・標に解

決し得ない。併し何れにしても勢働者階級に適當なる登言穫、

決定権を付與すべきことは少くとも懸來に向て望ましいことで

あらう。勢働協約の目的は幾分攣遷はあるが、その常素的要求、

核心的動機は、當に免邊にあつナεと考へられる。故に契約自爵

の原則そのものが原形のま、保存さる＞や否やは疑問に薦する

としても、それが螢働協約を通じて、勢働者側に有すaる、意義

は蓋し永へに保存さるべく叉されねばなるまいと思ふ（註八）。

　第二　大量行爲たる勢働協約フ）成立は、當然多数人の團結を
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前提とする、蕾に其成立のみならす、協約の維持及ぴ實施に就

ても亦然りと考へる。然るに當初多敷入の経濟的團結は個人主

義的近代財産法の精紳に反する蓮法の行爲と認められセ、爾來

勢働者側の穰利闘雫の結果、團結の違法性は立法に依りて阻却

されたるも、而かも勢働者は唯團結の自由　（：KcaIitio箪sfrei五eiも）

を輿へられπるのみ、未だ團結の権利函oalitionsreeht）は輿へ

られなかつた。叉、勢働協約そのものも概して契約の自由を不

當に鋼限するものとして裁判上叉は立法上その敷力を否定され

ねものである。併しこれも漸次有敷のものと認めらる、趨勢に

在り（少くともヨー・ツパに於て）。是等の黙は侮づれ後章稽や

細かく説明しやうが、要するに今日に於ては勢働者の團結も…容

認せられヌ勢働協約も大髄に於ては有敷硯せられることにな

つ沈、蓋し久しい間の構利闘雫の結果である。

　團結及び勢働協約に劃する我國法律の取振ひは果して如何で

あらう。團結の實力施用としてのストラィキ等に付ては既に關

係法律があるが、その他の黙に至ては未だ多ぐを聞かぬ。外國

の溜革は他山の石として興味を惹く所以である。

　第三　我國にも近時勢働組合法の欝蜜がある。勢働綴合の目

的固より二三にして止まらす且既定の目的も時と場合とに依り

て絶えす獲轄するやうであるが（註九）。斯謂纒濟上の螢働組合に

在ては合同取引（一名團騰交渉）及び螢働協約の締結を以て其

主たる員的として居る。故に此二大目的及び其法律上の構成を
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墾照せすしては到底完全なる螢働組合法は計書し得ないと考へ

る。例へぱ勢働組合の法人格、紐合員の茄入脱退，組合と経合

外螢働者との關係、組合の代表機關、代表機關の爲したる行爲

が組会員に及ぽす敷果、組合の實力救濟、組合の資産、その飽

の重要問題は合岡取引及び勢働協約を薗提としなければ意義あ

る解淡は着くまい。外國の如く嘗て勢働組合を自然の登育に委

ねざるを得す、合岡取引、勢働協約に封する法律上の設備も自

然の登達に委ねざるを得ざらし事情あらば期ち巳む、我國の如

く既に外國の實例を飽山の石として利用し得る地位と時代とに

在るものは、組合と協約とを十分に關聯せしめたる上、比較的

完全・な砲組合法を立案するのが至嘗と信する。

　大髄以上の興昧に惹かれて吾人は鼓に勢働協約の小研究を企

てた。從て問題は主として勢働協約に於ける法律問題に局限さ

れて居る。乃ち此研究で取擾はるべき範園は斯ぐ大騰定まつて

居るとは錐も、研究方法に付ては未だ一言をも費やして居ない。

元來、法學のソトドロギイほど不完垂なものはない、否これが

稽や學者の漣意を惹いて來たのは極めて新らしいものである。

法學の方法論全般が斯く不完発なる上、駈謂滋代的法律生濃な

る複雑な新問題に付ては爾ほ更方法論｝の大敏照がある。

　弦に近代的法律生活と假欝するのは、會鮭、有償謹券、カノγ

プノソ、信託、動産（財團〉抵嘗などに闘する法的取引を摺すので

あるが、勢働協約の如きは、その最も代表的なるものである。
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是等新法律問題の研究は、當初、いづれも在來の法的概念を假

用して一時を彌縫するの睾に出たやうである。この方法とても

實際生活に庭する上に於ては必すしも不當でない、併し學的に

評すれば多くは法的概念の退化を意昧する、のみならす實際生

活の自然の登育にまで累を及ぼす結果にもなる。その欺恰かも

法典の編纂が法學の進歩を阻害すると同じである。

　螢働協約の研究だけに付いて見るも、當初は從察の契約法、

代理法などを借用して居た。或は時に協約の眞趣に徹底して私

法の奮套を脱せんとする大謄な研究を試みたものもなくはない

（註一〇）。併し大勢は長く私法の原．則を以て協約を説朋するので

あつナa。固よう立法論として勢働協約に闘して如何なる程度の

規定に止むべきかは自から別問題である。蓋し立法の爲め協約

の登育を妨げざらんの用意が必要であるからである。故に或る

人の如く　（註一一）、立法的法學なる新らしいメトドワギィを以

て立法論的に協約を取扱ふのも大に實盆はあるが、而かも是れ

必らすしも協約の研究そのものとしては十分でない。學的取擾

としては勢働協約なる新事實を極めて自然的に法律化するのが

理想である。故に協約の研究には、先づその麗會學的研究よう

始め、更にその進化の跡をも辿らねぱならぬ。ポシチヴヰスト

の口吻を借れば、正に勢働協約の静學的及ぴ動學的研究を前提

としなければなら殿。而かも此識は幸に今や特種の專門的研究

が積まれて居り、吾人に十分な考察的基礎と資料とを呈供して
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臭れる。

　併し法學には自から濁特の研究法があらねぱならぬ。故に肚

會學的研究の結果は法學的研究の基礎、資料にはなるが、直ち

に採て以て其断案と爲し得ない。依て例へぱ勢働協約の概念の

如きも、魁會學上の概念そのものを以ては．法學上満足し得る

ものではない、詳細は後に述べやう。換言せぱ吾人の態度は

realis伽o－ide乱1is乞icのもので更に言は～“pos瓶vis⑳e「Dogn1＆伽幡

mumに外ならぬ。爾ほ此機會に於て從奈螢働協約法論が何故

に爾く紛雑多岐を極むるに至つたかに付き、二三卑見を掲げて

髭きナaい、，

　（イ）勢働協紛を專らposiもMsもisc五ヌ、はdogma塊曲にのみ

取扱はんとするより法律問題としての協約を片面的に観察する

弊に照つ惚（註一二）。

　（・）勢働協約を專ら私法上契約の観念に依て取叛はんとす

る結果、問題を曲解する弊に臨つた（註一三）。先入主の弊である。

　（ノ・〉問題の範園限定に關して諸家必らすしも一致しないの

で結論に相異を生する、但しこれは巳むを得ない。吾人1よ勢働

協約を軍に協約のみに止めす、その實施の上にも及んで見やう

と思ふ（註一四）。

　（二）費料の取捨選鐸に關する相異も研究上に大なる累を及

ぼして居る。ドイツの諸家は概ね既成の協約の正文を資料に供

し之を分析解剖するに依う其間に協約の法理を螢見せんとし
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ナZ。これも固より必要ではあるが、その資料に專ら供した協約

正丈の選繹が異なる爲め往々全騰に亙る見解を異にするに至つ

た。協約法論に於ける有名な論灘たる代表説、團騰読、結合説

の鼎立の動き多くは此邊に由凍するのである。

　（ホ）資料の取扱方も亦異論を生じた。勢働協約は元架勢働

者が通俗の観念や用語を以て締結し且蓮用して家たものであ

る。從て協約の正交は必らすしも的確に當事者の意思を簿へす

ヌ事の實相に適中しない。これを適正に解決するは蓋し至難の

業に属する。依て往々にして正文の丈言に盲從して邪跨に踏み

入る危瞼がめる。

（誰一）勢働協約の外國語は大燧次の如し一Trade　or　indus厭＆1

　　嬉reeme描（英）；convenむion　collecむive　o疑cOn古r編colle面£由

　　繊v我i1（佛）；Tariまヤer幅9，Arbei亡starif▽er幅9，Ges包m幅rbe童亡s－

　　vertrag，丁我ri亀emeiRsch諭，Arbeitsn・rmenve搬翫9，K・llek右ive讐

　　Arbeitsverもrag（濁）3Cont戯tocollectivodilavoro3（伊）lcol－

　　Iectieve　arbeidsovereenkomst（和）等であるo但Tari亀emein－

　　s磁a魚は賃奪縄合、又KollektiverArbe1tsverむ膿9は綜合的欝働

　　契約と鐸し協約とは必すしも同一でない（後出）。倫此黙に付て

　　は：Boos，S．18；Sinzheinmer（A），：L　S．99f馬Hueck，S．23研

　　其地滲照。

（註二）此羅iは甑に諸家の認むるところである、例へば　Runds緬η

　　（A），S．143H：ueck，S．24磁

（蹉置）11油vi伽乱1and　coIlecむive　b我rg窃ining　の意義や今や説明を
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　　要せざるまで顯著になつてゐる。Webb，Indus面我1Democracy，

　　P．1733C・m・B・・）s駄ndAndrews，Legislati・n，P・35，R913倫

　　ほCollective　bargainingの目的に關してはHoxie，丁凪de　Un－

　　ioぬism，F543：Brentano，Arbei右ergilden，1エS．22－2翫

（註圏）所謂現實壷買（Re乱ikauOなるものを一の大量行爲としてi新

　　ナこなる私法的構成を試みた研究がある（Wilutzky，Doppelse三むige

　　：Rea】ver重r嚢ge我lsM勘ssen8eschafte，（Arcぬ量v£B，R27メ繍00E）・

　W．氏は大量行爲の通有性として（1）其法律行爲には從属醍附

　　的約款を有せす無條件且無期限であること　（2）現實費買に在

　　ては物劉物の取引にして物覇約束の取引にあらざること（3）取

　　引に際して受取謹書を交付せざることの三鮎を・撃けて居る。大

　　量行爲は斯の如く飽くまでも審観的形式的なる黙に於て特色が

　　ある、而して之をW・氏の如くf苛ほ一の泓律行爲的敷果として

　　のみ構成し得るや否やは疑周であると思ふQそれは兎に角、爾

　　來批研究か後縫者を見出さすに居るのは遺憾であるo倫ほ

　　Baum，8L262．

（輝）批馳に關してはG童erke，Die　Wurzeln　des：Die賊ve■むmges

　　鼠62獄　が特に興味を惹く。氏は公法と倶に匪髄法（肚會法

　　Verbandsreeあt）をも私法の制限的又は補充的規定に加へて居

　　る。勢働協約の法的構成の爲め特に肚會的自治（So濯e　Se11stbe

　　stimmunginRecあt）を説くものもある（SinzlheimeちB・）o

（駐穴）Vg1．Kobaむsch，S．7は協約を以てeine　Rena三ssance　der飢一

　　ten　Zunf乞vorso麺島el1と見、時に或はTarif2｛1n掘1eiなど構し

　　て居るo　Bre並aゑoがTrade　UnionをArbeiむergildenなる名

　　構の下にドィツヘ紹介したのは有名な話であるが（L　Bren右蝕

　　血o，DieArbe董tergildenderGegenw鴫2Bd亀1871－72）Trade

　　∬nionそのものがBren勧oの見る如く中世Guildsの縫綾な
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　　り　（Arbeitergilden，：L，S．12：die　modemen　Gewerksch我銑en

　”nich重s　sind　als　die　vollkommene　Grg8nische　Weiterenもwick－

　1ung　des乱1ten　Gildenwesen・”）や否やの論畢（Weあb，Histo。

　ry，P・1f£3Bren七乱no，E皿もwicklung，S・91E）を姑らく度夕玉観

　するとして、協約が或る意昧にて経濟のMeαiev頭smを再現せ

　　んとする傾向に在るは何人も否定し得まいと思ふ。唯、Medie。

　valismと相異せなければならぬ馳は、中世紀のPa七em81is七ic

　　なヌl　Aristocr＆t三cなCo煎rolにあらすして、飽くまでもdem－

　　oc漁ticなものでなければなるまいQ此跳に關聯してKob＆ts由

　　はGuildsと勢働協約との間に根本的相異を認め協約は産業的

　　官憲が一方的に課する強行規定でなく、全く営事者の自由契約

　　に因りて生するものである、加之、GuiI由は親方が職入に野し

　　て爲すぺき給付の最大限度印ち賃金高限（L曲nm我xim翫）を定

　　めナこるに反し、協約は勢働者の爲め1こ賃金低限（1’ohnmininla）

　　を定むるに過ぎぬ、蓋しG“ildsは親方保護（Meisterschuもz）を

　　主眼としナこるに反し協約は勢働者保護（Arlelもersohuむz）を直接

　　の目的とし唯間接に傭主保護を達するに外ならぬからであると

　　設いて居る。此種の見解は協約法論に於て所ルに散見して居る。

　　：Lotm躍（B），1，S．759AnIn1；Schal1，S．783Rundsむein（A），鼠

　　1581d＆gegen　Wδ1bling，S。378；Schmelzer　S10且∫．Ashley，

　　Aゆstmenむ，P4a

（駐七）VgLSchmo11er，ILS．313－314．

（謹八）　ドィツ職業條例一〇五條に猫立の傭主及び勢働者聞に於け

　　る勢働關係の決定は法律に別段の規定あるもの・外凡ぺて自由

　　協定の問題とする旨を規定せるは大に意義がある、勢働問題に

　封する立法萬能王義の不可なるは多言を要しないので、現にド

　　4ツ新憲法にも契約自由の原則は保存して3）る（一五二條）Q倫
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　　ほLo伽ar，Tarifver甑ge，S・6鼠滲照。

（註九）勢働者組合が如何に雷面の経漕的又は政治的壌境に支配せら

　　れ之に願慮せんとしナこかは史上幾多の事例がある、或は組合

　　の規模に於て中央集礎　（Cen乏ra工is翻on）　を蟄1し或は地方分穫

　　（：Decentr乱lis顧on　Secもion畠1ism）　を劃し、瞬じく中央集椹にて

　　も合同（Ama19乱ma七ion）の形を毒び，或は聯合（：Federaもion）

　　の形をi選ぶ、更に政策に至ては準釈的手段、畢闘的手段の間に

　　彷径し、同じくzド和的手段に訴ふるにしても或は協約を主とし

　　或は立法を主とする。組合の目的とても境遇の爲め往々大愛化

　　を來たす。實例はWebb，H至s搬yなどに漂出あるQ爾ほH・一

　　xie，U・・1・nism，n31璃Bud1曲＆n薦oule，N加Unonism，

　　P．8E．

（霰一〇）H豊glin，R・sen伽1，We1ge1む，殊にSi丑z五eimer（B）．

（駐画国）　Sinzheimer（B）；　d乱gegen　Gierke，Zuku11銑des　Tari釦e藤』

　　tragsrecLt賎Archiv£s．G．B（L42。

（註一二）此瓢はRunds憾n（A），Kaン甑L王鼠1－39に詳論してあ

　　るQ

（註劇三）私法上契，約の観念に囚はれ喪學説はRu撮s七ein，1）ie　T艶

　　rifヤertr蕊ge　三m　盤aBzδs圭sGhen　Priv我むrec血毒　（1905）3　Vissche湾

　　p．68et　suiv，其催滲照。

（駐一匹）LQtm継，Ru捻dste魚の如く專ら契約論に限るものと、亘蔵一

　　91in，Sinzあe量merの如く畢闘手段の許否までも及ぶとのとあ

　　り・．叉S並zLeimer・Sch轟11の如く協約機關を説くものもあるo
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第一笛 概　　念

　勢働協約の形態は可成りのi攣遷を経て居るやうである。その

溜革を概観することは、軍に歴史的興昧があるのみならす、協

約の静學的研：究の爲めにも大なる意i義がある。蓋し往々にして

協約の外形の相異に囚はれて其實質を謬まり、叉外形の類似に

囚れて實：質の蔑別を看i過する、虞れあるからである（註一）。

　今、協約の愛遷を尋ねんとするに當てや、先決問題として協

約の概念、精言せぱ泌會學的、事實上の概念を定めて置かねぱ

ならぬ。さもなければ鱗而非なる、侮の事象に駐惑して邪路に

踏入る震れがある。協約の概念は之を二方面から論定せねぱな

らぬ。邸ち莫一は積極的に之を論定するに在る魁逡械ながら

此黙は求テご簡萌なる謎1あるを聞力｝漁。蓋し事態が頗る困難なる

爲めであらう。其二は之を潰極的に、他の類蝦の事象ど踵別す

るに存する、既難は：Lo漉躍以察、櫓んど何人も之を試みて同

工異曲に蔑づるところである。依て先づ既清極酌方面から協約

の概念を限定し、然る後、更に積極鈎論定へ進んで見ることに

する。

　第一　螢憾脇約の限定

　（一）勢働協約は合岡取引（Coile磁ve：B乱rg乱屈ng）と癌麗

せねばならぬ。合同取引は個胴取引（IBdivid翻B．）と共に一
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の成約手段に過ぎぬ。勢働協約は通例、合同取引を芋段として

成立に至るものなれども、合同取引の目的は鶏約以外にも街ほ

存し得るのである。例へば勢働者組合又は其交渉委員の承認、

綜合的勢働契約の締結、其侮各般の所謂團膿交渉の爲めに施用

される（註二二）。

　（二）　勢働脇約は1叉團結（：K㎝聞on）とも異なる。團結はそ

の一時的のものたると、叉永綾的のものたるとを問はす、合周

取引の静的方面に相嘗するものであるから、事物の盤質上．嗣

一叉は同種階級の間に限りて存立し得るに止まる。從てか∂勢

働者階級の團結、資本家階級の團結はあり得るも、利害の相反

する此二階級を1包容する愛難き團結は彦）り孝尋7ぶい筈である。

　且、團結の目的は主として就勢條件の改善の上に存すること

は賂ぼ諸家の一致する観念なるに、協約は今よも就勢條枠の改

善を得んとするにあらで、寧ろ團結のカ、合同取引に依うて既

に藏ち得たる有翁なる條件を保全するものに外ならぬ。この鐵

は今や見解の一致するところである（註三）Q

　（三）勢働臨約は固より和解でない。和解は當事者間に雫め

る法律關係の既存することを前提として居るに反し・協約は新

沈に嘗事者間に規範的法律關係を創設せんとするものである。

尤も既存の協約に付いて和解の成立することはあb得る、併し

ながら之れが爲めに和解と協約とを同一親することは不嘗で

ある。この黙も今・日異論を唱へるものがない（註四）。
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　（四）　螢働協約は多数の勢働契約を合同的に成立せしむるも

の（綜合的螢働契約）でもなく、又その豫約乃至停止條件附契

約でもない。協約當事者は唯將來に向て嘗事者閲の關係を規定

するのみ、現に勢働關係に入るべき何等の債務を負ふものでな

いo

　綜合的勢働契約（Kollective　Arbei七svertr藏ge）とは要するに

多数の勢働者が合同して勢働契約を爲すものにして・主として、

成約手綾の籠捷統一．時間の節約の目的に出て居る（註五）。此場

合に於ける合同の程度が如何なるぺきやは一概に噺じられ’鳳、

但し萢常、各勢働契約は濁立の存立を有するものと見られる、

　個1ほ綜合的勢働契約は形式上勢働協約の一部に編入さる、場

合もある（註六）。但しこれ多くは便宜の問題たるに過ぎ鍛が、時

に或は、各個の契約の合一的取援を豫定する爲めなることもあ

るであらう。

　（五）協約はヌ共同講負契約（Gruppenakkord）とも異なる5共

同講負契約とは淫文着と多敷勢働者との間に成立するものなれ

ども、前述綜合的螢働契約と異なり、各勢働着が各別に給付を約

するにあらすして、総員一括の上、不可分の仕事を完成し、之

に封して』叉不可分の報酬を受け、然る後勢働者は各自の間に之

を：分配するものである。その形態固より一ならすと錐も、要す

るに各勢働者は、假令綜合的にもせよ、直ちに仕事完成の債務

を負婚するものなるが故に、協約と聡し碍ない（註七）。
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（駐一♪外形の相異に囚れて實質を謬まる例は、：Lie伽annがイギリ

　スのlndus七ri滋AIlianceに模して1『ツの或る協約（邸ちTar－

　ifヤer捷ag量11Mauer－Z呈mme1℃rgewerbe　von　Magdeburg）を読明

　せんとし喪るが如し（Lief㎞鋤n，Allianzen，S．8，7und30）揖

　駐は翫に且Gglin，S．36理が徹底的に批制し仁ところでH触11r

　はAllianzenそのものを以て結局一の』ri倉ert餓gに外ならす

　　と断じて居る（H慧glin，S．45）。叉、外形の類似に依りて實貿

　の匠別を忘れた例は、偏面的協約を見て眞の協約（墜面的）と

　爲し、契約たるTarifと合同行爲たるTar塘emeinsch謡とを

　同一混するの類である。偏面的協約を以て協約と見るか否やは、

　協約の歴史を辿る上にも重大な關係を生する、例へばRay澱ud

　（A），P21などは偏面的協約を以て直ちにun　v6ri搬be　co簸t麟

　colIe罐fとして十八世紀末に於ける職人の團結を説朋して居る㌔

　S轟uzeむ，Ess劉i　hisもori（lue　sur　l跳王6gisl泓L　industr．，P・912　　亦

　同じ　　（詳糸田は　　L乱ronze，　P・102　eむs。　を看よ）Q　－Lo右marア

　丁我ri釦er甑ge”S．5が西暦301年の昔K漉erDiokletianの布令を

　以てT＆r運の古き一例として學けナこのは、公定賃翠としては：正

　醤ならんも協約の起源としては固より欝たらす、又S毎hl（in

　‘‘d薦deutsc飴H鋤dwerk，”S。249）に協約の古例として1351年

　及び1362年に於けるhr1£der　Weberin鞠eyerを學けたの

　　も、要するに外形に囚れた見解である（Loewe撹ha1，鼠6f鴛）。

（註二）イギリス及びアメリカではColleGtive　B⑳rgainingなる名構

　の下に協約を取級ふ例になつて居るQ梢や古くは、4ギリスの

　GoIlc重iveBargainingがアメリカのJoin右Agreeme耽に嘗り、自

　然jQin幅greeme且tSyS七em，」・intC・漉renCeSyS七emなどの語を

　生じたガ、collectlveb乱rg翫iningといふよりはJoiぬ楓gree・ne賊

　　といふ方が一暦通俗的であると紹介した人もある（Ashley，A一
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　司ustmenむ，P．95－96）．爾ほイギリスの：Fina至R銀ort　of　the

　：Royal　Commission　on　Labour，54，116，W’bbb，Democrac，p21

　8．534には協約そのものをcoIlectiveagree皿e磁sと名づけ．叉

　オ・一ストラリヤ、ニユージーランド』などの法律にはindUS捷呈al－

　agreeme批なる語もある、Hox量e｝玉264猛などはTrade乱greemenむ

　　と穂して居るoさればイギリス、アメリカでもcollecむ三veb凝g証n。

　沁gとagreeme虻そのものとを匪別することが判かる。

（註ゑ）ドィツ帝國裁判所は嘗て勢働協約をK・馳11伽nなりと判決し

　ナこること力零ある（Eぬtsc｝｝eidungdesR．G。三m8右r乱食achenvo腿

　30Apri王，1904），其；不可なるは　Sc｝1ulz（Arc五iv£Sozia，1wiss－

　e蝕sch諭u．Sozia1P・liむik，）20，S。362undG．G・11SP・8躍）が

　徹底的に論噺して居る。8cha！玉，S・7G鑑にKoalitionにあらざ’

　　る理由を・墾けて曰く（1）若しKoa1源Oh　とせば特に協約の如

　　きKollekti臓bkommenなどを爲す理由なきに至るぺく（2）又

　各種のEinigullgs蕊mtlicLeT蕊tig：keitをも不要ならしむぺく（3〉

　更に協約はKlo我li七ionの如くに良好なる勢働條件り）獲得（Erla，。

　anguBg）　を目的とせす・して、　寧ろ　　Collective　｝｝a・rgainingに

　依りて甑に獲得せる條件の確保（：Fes鳶legung）を目的とす（4）

　Koalit…onは同一の職業群1こ所属する者のみの聞に合理的に成

　立し得ぺく、若し異なる職業群闇にも之れあるものとせば、雇傭

　契約も亦一のKoalitiOI1となるべしと。フランスに於ける見解

　　も同穣である、c£：Pic，L6g1slaむ1on，巫186－187．爾ほKoa11tio迎

　の本質に關してはLo七m留（里），S48猛；S曲all，鼠28猛滲照。

　其他、L・も舩r，ArbeiむsverLr撹9，1エS771E」珊gl砥S・27E・

　insbes，S36－37タSinzぬeimer（A，）S・102£

（註麟）　協約を，和解と命名しナニる膏碁なきにあらす（1）er　Vergleich癒

　　die瀬e訟11giesserei　M｛iller玉n蟹L156Gewerbegeric駈t193，vg1
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　　且ag11n，巳27noむe柴）叉・協約の成立には富事者賜の和解

　　（uneconcessio：nnonpuτementunil就6r謬e）に依るべしとする

　　見解もある、例へば＝：Laronze，p．10萄Weigelt，S・648鼠本文

　　と1司説がi題誘である、Lotm湿，Arbeitsverもrag，∬・S・770建3

　　H登glin，S．26f巳其飽o

（駐五）Lo右mar，％rifヤerむ蟻ge，SS・29タ93f£の夙に論明せるところ

　　フランスにても協約と綜合的勢働契約とを混同する見解ありし

　　も、Jay，臨prot6ctionl69我ledestrav乱・11eurs（1904，）P・41翫

　　に二者を匠別して居る。綜合的勢働契約が協約の期待する如き

　　目的を蓬し得ざる事情はE蔵glin，s．19E極めて明晰に説明し

　　あり・其要は綜合的勢働契約に依れば各偲人が勢働契約の嘗事

　　者となるが故に、後日各雷事者が任意に契約を攣更し叉は傭主

　　は勢働者を傭止め更に安優の雰働者を雇入れ得（ミきが故に賃金

　　統一、競雫防止等の目的は到底實現され得ぬ。　爾ほB批um，

　　S。263多Koeppe，S．4眠

（鮭六）是れLotmar（肥），S21建の甑に認めたるもの、但隔氏は此

　　黙に關寮る協約上の規定を暫且規定（transitorische　Best1mmu－

　　ngen）の中に入れて居る。爾ほm91in鼠243Wδ玉bli丑9，S・3溢

　　一設には協約を以て現在の雇傭關係をも規律するものと爲すけ

　　れども、之れは協約の規範的敷果に外ならすして、爲めに協約

　　が現在の雇傭關係そのものを取扱ふものと解することは出來

　　ぬo

（駐七）Gruppen誌kordには其純なるものと、共同下講員に依る

　　　ものとを匪別し得やう、其純なるものにても、勢働者團の棟梁

　　（Zwischenmeis右er）が介在する揚合には法的構成の上に種々な

　　　る形態を認め得やう。フランスにては十九世紀後孚に純なる形

　　　にて此勢働形態あり、欝してSoci6も6s　ouvr三らres　de　Lra鴨ilと
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いふ・後、，此形は慶れたるも下講員の形（M乱rch釦dage　co11e－

c毒if）に於けるSystもme　commaditaireなるもの流行して居る。

こ・れには自から　臨commaditeもgalitaire，ou8u　prorataの二

種かあるさうな（蟹oisseneむ，P・66e臨）。この共同講員が合同取

引の威力を假りて榮働條件の改善を謀りたる例も少なくない、

そして其契約の外観は協約に似て居る（胚oissneむ，P・69）、併し

Zw量scぬenmeist6rが自から講員人となる揚合には注文者たる傭

主は勢者働の給與、就勢條件などを知悉し得す、又勢働者も直

接に傭主（注文者）に謝して訴穫を有せす、濁り宰領が漁利を

專にする弊あるに因り・努働者の下講員契約は法律上禁止さる

・に至つた（一八四八年三月二日命令、一九一〇年現行勢働法

典三〇條b－〇三條）。共同講員契約は傭主との闘係に於ては

要するに綜合的勢働契約たり、勢働者間の内部關係に於ては組

合契約たるも0）と解すぺきである（Wδ1bling，SS，195，2005：Lot

mar，噛Arbeiもsver£rag，ILS．490）Q街ほWδ1bling，S．191鶏Lo

tm乱r，a．我。0。亀519f£；Moissne右，p．66eむsui肌；Commons　al｝d

AndreWs，Legis1我tionコp．166．

　第＝　螢働脇約融概念

　勢働協約の目的は、傭主側及び勢働者側の墾方の爲めに勢働

に關する稽や織綾的なる李和的秩序を成立せしむることに存す

るが故に（註一）・少くとも万の要素を具備せねぱならぬ。

　（一）協約は賞事者聞に勢働に關する規範を設定することを

要する。勢働規範の設定が其核心を爲すものにして、當事者間

に生する権利義務は、唯この規範の實施に役立つ所以に外な



第　一　章　　協約に關すろ事實 2■

ら鍛。協約は當事者間に、就勢に劃する給付の債穫債務を直接

に生ぜしむるものでない。

　（二）協約は勢働規範を設定するものなるが故に、協約の適

用を受くべき者は、多数且不特定たることを理想とする。これ

が大量現象の一特徴であつて、從來の私法上の契約と大に趣を

異にする所以である。蓋し規範（法規）は其性質上、普遍且描

象的のものにして、協約的規範に在ては、勢働の李和的秩序を

普逼的、抽象的に設定して、一定の職業に從事する者は一定の

癌域内に於て、甲乙の差別なく、當然に其規定の支配を受くべ

きものとせらる、爲めである（註二）。

　（三）協約が規範設定なることよりして街ほ下の如き系が田

て來る。（イ）協約は所定の規範に封する蓮反を排斥する。具鰹

的に謂は、・傭主側に付ても亦勢働者側に付ても、協約違反の行

動を禁する　（不正競業の禁止）。（・）既定の規範は豫定せる期

間内、濫りにi攣更磨止することを禁する　（現献維持の要求）。

（ハ）協約的規範は當事者の協定に因りて生するものなるが故

に、當事者双方ともに之を運守すべきである。換言せぱ、協約

に因りて生する當事者の権利義務は相互的（墜務的〉であらね

ばならの（協約の隻面性）。以上の諸要素は、協約が以て螢働の

李和的秩序たるに適する所以を明らかならしめる。而して協約

の利盆は濁り勢働者側のみならす、亦傭主側に付ても可成りに

享受さる＞所以を知り得ることと思ふ（註三）・
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　（四）協約は當事者の協定に因りて成立せねぱならぬ。蛙に

協定といふのは、その形式の如何を問はす、要するに當事者の

意思が任意に協合することである（註四）。師ち任意の協定を要件

とするが故に　當事者の一方ヌ，は第三者（國家又は公共團盟）

の一方的に設定する勢働規定は勢働協約と見ることを得ない

（註五）。概して勢働規範といふときは、公定のものと非公定のも

のとがある。公定の勢働規範には、國定のもの、公共團騰の設

定するもの、慣習に因りて成立するものがゐる、倶に協約的規範

ではない。ヌ、非公定の螢働規範にも、傭主側又は螢働者側の

薪れかが一方的に設定するものと、双方の協定に成るものとの

二種があり得る、協約的規範は實に非公定的協定的のものを意

昧する（註六）。

　螢働協約は國家の強制的仲裁判断に因りて成立することもあ

る、併し斯の如きは協約の外形あるに止まり、内實は以て協約

と欝するに足らぬ。叉、協約の敷力は國法に依りて既定の匪域

より鑛張さる＞揚合もある（註七）。併し艶数力籏張は協約自鰹の

敷果にあらすして、國家の宣言に因る敷果と見るのが正當であ

る。斯くて

　螢働協約とは傭主側及び螢働者側が協定に因り當事者双方の

利盆の爲め螢働に關する李和的規範を設定するものである。そ

の要素は、（一）傭主側と勢働者側とが猫立封等の地位に立ち且少

くとも勢働者側に於て團結が成立して其團結が當事者となれる
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こと（註八）（二）協定事項は當事者双方の任意的承認を経たるも

のなる二と（三）協約は勢働に關する李和的規範を設定すること

　（綜合的勢働契約に止まらざること）（四）協約は當事者双方を

拘束することを要する。是等の要件を具備ぜるを狭義の勢働協

約と総しセい、而して之に綜合的勢働契約、其飽或る意味に於

て螢働關係を規定する合同的行爲を併せたものを、廣義の螢働

協約と欝する。廣義の勢働協約なる観念は、協約の洛革を説く

爲め便宜上假設した0）に過ぎ鳳。

（註一）稿や縫綾的なる要件は・協約の目的より営然論定されなけれ

　　ばならぬ。H廿glin，S・13は1此鮎を極めて明白に説破して居る、

　　曰く一旦獲得せる勢働條件を、當事者の實力關係の如何に關せ

　　す、比較的長き一定の糊間内、之を保障することが協約の目的

　　であると。蓋し勢働關係の恒常St翫digkei倉を期するが故に如

　　上の論結を生するものである。されば協約は勢働關係に就いて、

　　横にthePr玉nGiple・funiβ・rmtvを縦にtheprinciple・fstanda卜

　　dizationを樹立するに外ならすとも謂へやう（Hoxie，Unionレ

　　sn〕，P・257）。

（駐二）協約の雷事者の特定、不特定に關しては議論がある。或は協

　　約嘗事者ば不特定ならざるべからすとし（Rundsもein）或は不特

　　定人の欝事者たる協約は法的敷力なしと爲し（B瓢m），或は少

　　なくとも特定し得べきものたること・を要すと爲す　（Wδ1bling，

　　S342－3）Q併し協約の嘗事者と、協約の支配を受くる者とを匠

　　別して考へねばならぬ、Wδlbl圭ng，S，541は協約の雷事者と協

　　約の利害關係人（lntere騰nt）とを匪別して居るカ㍉新しき立法
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　例でも此態度に出ブこものがある（ドィツ協約法一條二項）。倫ほ

　Sinzheimer（B），S．19，1003Burchar砒礁SchuIz，S．142・本：文1よ

　協約當事者に關するにあらす、其支配を受くるもの・不定特多

　隻妖ブこるをいふに外ならぬQ倫ほ　Hl｛iglin，S・16f£セよ協糸勺が如

　上の目的を蓬するには、須からく協約の存立及び敷力を、各個

　の雇傭當事者及び契約より切り離さなければならぬと論じて居

　　るのは、同感である。

《註三）不正競雫の禁止はHox1e（前註～）の所謂Principle　of　U－

　nifbrmityの系であつて當面の問題に屡する、現歌維持の要求

　　は、i其Principle　ofSもand劉rdiz窃tionの系であつて將來の問題に

　　属する。又、協約の讐面的なることは諸家の一致するところで

　　多くは協約を以て一の婁務契約（Gegenseiもiger　Vertrag）と解

　　する所以である。外形上協約の形式を具備して而かも偏面的な

　　るもの、例は、Raymud（A）・P・211H廿91in　S。17－18に掲毘

　　されて居るQ倫ほ此黙に關しLaronze，P．103－104等が、一

　　方に於て偏面的合意を眞の協約と認めざるは正嘗なりとする

　　も、同時に他方に於て協約には嘗事者墜方の互譲を必要とする

　　釦く論ずるは不営と考へる、協約は互譲に依らすとも、因て生

　　する嘗事者間の關係だに讐面的になつて居れば十分である、之

　　に反して假令、互譲あるも、嘗事者の關係にして依然偏面的なら

　　ば・未だ以て眞正の協約と構するに足らぬ。最後に協約が傭主

　　側に謝しても有利なることはSchmelzerが「経濟上、鮭會政策

　　上及び法律上jより特にr傭主側の立揚より」研究を嚢表して

　　居る、有激の文字である。爾ほ此馳に付ては、H輩91in，S・18f馬

　　KδPPe，S，232f恥Hox蔦Unionism，P．258鼠（傭主の利盆を

　　八項目に分けて説明して居る）其他滲照。

（駐圏）協約が當事者の直接協定に依る揚合は勿論、任意的調停・仲
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　　裁判漸に依りて成立すろ揚合、又は特設の協約機關に依りて成

　　立するとは問ふところでない。蓋し是等はいづれも協約営事者

　　及び關係人の自由意思に其基礎を置くからである。唯、私法上

　　問題となるらしいのは、雫闘手段を経て、成立せる協約は、彊

　　迫なる表意上の毅疵を俘はぬであらうかといふ貼である。

　　併し此貼は協約の實情に照して殆んど問題とせられて居らぬや

　　うである、倫ほ後章に二述べるQ

（註置）從てNew　Ze乱臨nd，Aus七ra1臨などの強制的仲裁判噺に因り

　　て賃率等の決定さる・場合は、協約といふことを得ぬ。

（註六）此に關して少くともドイツに於て問題となれるは、協約と從

　　業規定（Arbe1亡sordnU・1g）との關係である。ドイツ法には從業

　　規定に強制的のもの（同國職業條例一三四條乱及び一三九條k）

　　と任意的のものとあり、任意的從業規定の本質に付て逼設は不

　　特定多敷の職工に封する就業條件の申込又は勢働契約の草案な

　　りとし、各職工が雇入の際、明示又は獣示にて之に同意するに

　　因りて・拘束力を生すと解する。假令、契約の申込にあらすとし

　　ても、少くとも工揚主が一方的に設定する就雰條件の規定なる

　　が故に（Kohler）、　協約とは異なるQ彊舗的從業規定に付ては

　　更に法律に依り（職業條例一三四條c）當然一定の拘束力を有

　　するが故に、その本質に關して實質的法規説（Rehm，Je111Eek）

　　工揚内の自治法規読（Oertmam）乃至其折衷説（：Koehne）い

　　づれを探用するにしても、その協約と異なることが判かる。

　　LandmannフK：ommentar　zur　G，0，§134a，夕Anm，13Runds七ein

　　（A）・S・38f£フランス其他にても任意的從業規定を契約の申込

　　と解するやうであるRunds七ein（A），S．39no亡e55．爾ほWδ1－

　　blh9，S・38賦参照。

（謝r）：New　Ze翫1翫11d及びWes毒Aus幅1i＆にては彊制的仲裁制断
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　は営然係雫事件の嚢生せる工業地域の全工業に劉して拘束力を

　有するのみならす、裁判所は必要に依り、其施行匪域を更に纏

　張し叉は逆に縮小し得る穫限がある1（N　Z・法九〇條；W・A・

　法八四條一前者は一九〇八年法、同改正法に嫁り、後者は一

　九〇二年改正法に稼る）。登記濟の協約も一定の要件の下に、雷

　事者婁外に、敷力を鑛張し得る（New　Souむh　W＆1es法三七條、

　Comlnonwealth　of　Aus惚lia法三八條以下、West　Aus七ralia法

　五五條、New　Zea1乱nd改正法六七條）。スヰス改正債務法三二

　四條・　ドイツ協約法ご條・ジユネーブ協約法一四條も亦略ば同

　様である。

駐八）團結が法人として協約富事者となるときは、當事者は一入で

　ある。非法人江る團艦として代表者に依り協約をなすときは、

　私法上、協約嘗事者は多敷となるであらうQ：從てLotmar叉は

　Rundsむe沁の如く聲働者測の協約當事者は常に複数であるとい

　　ふσは、法的齪念としては1不適當である。同説、H：｛ick，S鼠17

　58f鴛Q

第二節 協約の浴革

　勢働協約の起原を尋鍛るものに、或は遠き昔にまで遡るのが

ある（註一）。併し今日の意義にての協約は比較的新しい時代の産

物である。自由勢働者階級なるもの、出現は、或る意味に於て、

十四五世紀にまでも遡ることが出來るし、その蓮動の爲めにす

る團結も、その嘗時にまで遡ることが出凍るが（註二）。協約の成

立に至ては、其前提として當事者團結の封等、及び意思の疏通
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なるものを必要とするから、團結が實力的階級箏闘の手段たる

時代を経過して、その李和的手段に供せらる、時代に入らなけ

れぱ、眞の協約の可能性は存しないのである。固より協約の原

始的なるものは極めて小規模の工揚協約に過ぎざりしが故に、

必すしもTrade　Unionといふが如き大規模の團結を必要とせ

す、又TradeUnionとても當初は階級雫闘を事として居ナζの

で、假令、李和手段に訴へるとしても時に立法手績に依ること

あり必すしも最初から協約手段に訴へないからである（註三）。

　勢働者の螢働條件は、十六世紀の上孚に至るまでも，ギノソヅ

の公定に係れるが（註四）。その當時よりして漸く近世國家の中央

集権が確立し勢働條件は國定のものとせられ（法律1叉は裁判所

の決定に係る）爲めに勢働者の團結は法律の嚴禁するところで

あつた（註五）。國定制度は十九世紀の初頃までも其蝕影を留めて

居たやうであるが、實際は十八世紀頃より漸次磨止に傾き、同

時に纏濟の自由、不干渉主義が事實上に行はれ又學説上に唱へ

らる、に至り、鑑に勢働者階級は法鋼上極めて不遇な地位に隔

つた（註六）。何となれば、彼等は從來團結の禁に遭うて居たけれ

ども、公定又は國定の賃金制度に依りて生活の保障を得たのみ

ならす、時には頗る有利な地位にさへも進んだのであったが、

今や此生活の保障たる公定叉は國定賃金鋼度を奪はれたるのみ

ならす、同時に纒濟上の自由主義の適用を受セテて、依然として

團結の禁だけは免かれることが出1來なかつ沈からである（註七）。
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i斯くて十九世紀に入るまでは勢働者の團結は法の禁止を受け、

それが法禁を解かれたは僅かに十九世紀の後竿のことに厨す

る。鼓に職業團結は違法性を阻却されたが、協約そのもの》法

律的地位は依然として不確實の欺態に在り、それが法律上承認

を得たのは、廿世紀に入りてのことである。

　されば吾人は、極めて大禮の見地よりして、協約の法的浩革

を三段に麗分し得ると思ふ。帥ち、第一段は當事者の實力手段

のみに依る賃金浜定の時代にして、假りに勢働者側より見れぱ、

1以前の公定』叉は國定の賃金制度に代へて、或は雫闘手段に依り、

或は立法手績に依りて、自己に有利なる條件を一方的に傭主側

に課せんεするに在つナε（註八）。それが一輻して第二段に入り、

漸く協約に依る賃金協定の域に進みたる後も、協約は暫く軍に

事實上の敷力を有するに過ぎなかつね。この事實上の協約の時

代は、大髄、十九世の後孚から廿世紀の初まで及んで居る（註九）。

而して第三段が郎ち法律的協約の時代にして、是れが現在に相

當するのである（註一〇）。以上は協約の登達せる適を概観しねる

に過ぎ漁。以下、少しぐ具禮的な観察をして見たい。

　（一〉協約（廣義〉の由來は、實際に於て、二様に涯別され得

るやうである。其一は各勢働者の個別取弓1に代へて其團結に依

る合同蔑蔚の利盆iに就かんとするもの、是が協約の自然的由家

である。其二は奮時代の手工業が新興の大産業の爲め歴倒され

るので、昔のギノγヅやツンフトの欄度を借用して、當該の業務
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そのものを保護する目的に鵠たもの、此種の協約は盤質上、傭

主と勢働者との關係親密にして且小規模の工場を軍位とするも

の多きが故に、既に十八世紀末より成立して居たのである。併

し此後の種類に属する協約は固より天折を免かれない蓮命に在

つた（註一一）。

　（二）協約が健全なる登達を途げ得る爲めには、（イ）職業的

團結の自由及び（ロ）其團結の権利能力及び訴訟當事者能力が

認められねばなら臆。固より是れは協約を私法上より取扱はん

とする場合の要件であるが、他の種類の法を基礎として考へて

も、協約の法律關係を整理する爲めには、大要、亦斯の如き前

提要件を具備せねぱなるまい。是等の鮎は、後章に於て稽や詳

しく説明する。依て以下、唯要黙のみを記するに止める。職業

的團結自由の承認は各國多少その時期を異にして居る。イギリ

スは既に一八二四年に之を認めたれども、フランスは遙かに後

れて一八六四年、ドイツは更に稽や後れて一八六九年に至り漸

く之を認めた。アメリカは其國情の上よりして本來職業的團結

の禁が存しなかつナZが、後に至り職業的猫占を禁する爲めと欝

して、意外にも、勢働者團結、少ぐとも團結的實力施用が、禁

ぜられるやうになつた。これ一入九〇年のAn七i鵡usHawであ

る。

　次に職業的團結の橿利能力に付ては、其團結の自由より幾分

か後れて法律上の承認を得た。即ちイギリスは一八七一年、フ



30 勢働協約の法學的構成

ランスは一八八四年、いづれも登記を要件として限定的能力を

村與するに至つたが、ドろツは一九〇六年、此貼に關する法律

案を議會に提出しナこが議了するに至らなかつた。

　ヨー・ツバ戦箏は、協約の法律化の上にも影響を及ぼし、ド

イツは一九一八年一二月二三日、アランスは…九一九年三月二

五日、いづれも協約に關する特別法を制定しπ。戦箏前に在て、

ジユーヴ國は一九〇〇年三月二一日の法律を以て、又オースト

リヤは一九〇七年二月五日職業條例の一部改正に依りて、既に

協約の法律化を試みて居る。されぱ、法律的協約は廿世紀に入

りて其緒に就いたものと謂ひ得るのである。

　（三）　イギリースに於けるS：hopolubを・軍位とせる　S：hopb乱r－

g翫in』叉はWorki血g瓢esの如き、小規模の協約に在ても、Joinも

commi七七eesなる成約機關に依れるものもないではないが（註一

二）。地方協約以上の大規模のものとなれば、協約の成立、實施、

改正などの爲め各種の機關を具備することが、盆す必要になつて

來る。協約機關よ時に或は堂事者以外の者を以て構成する場合

もあるが（伸裁）、多くは當事者各團騰より同数の人員を選出し

て之を構成せしめる。イギリスのJointBo＆rdorCOlnmiもteeSy

七elnアメソカのJoin七Confere強ceorAgreementSysもe皿ドイツの

：Einigmg繊mtフランスのCoH｝mission　M：ix七eなど稽するもの

は、或は成約機關たるに止まるあり、或は協約の實施及び改正

機關πるものもあり、其用例必すしも一定しないが、大規模の
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協約には概して之を利用するのである。

　併し此瓢に關して浬意すべきは、協約の前程たる成約機關と、

協約の一要素としての協約機關と、協約を基礎叉は前提とする

も之れと濁立せる協約機闘たるものとを癌別すべき黙である。

例へばドイッの印刷業協約の如きは斯の如ぎ各種の協約機關を

具備せる濁立の實髄及び機能を有し、之を設立せる當事者と離

軸て勢働條件の設定養更を爲すの橿能を付與せられ’て居る（註一

三）。欝して賃牽組合（T＆rifgemeinsck乱fも〉と秘・ふもの即ち是れ

である。イギリスのJointBo躍dofConciliationorArbi七戯ion

ヌ，アメリカのJoin七ConferenGeor　Agreeme批なども、實膿に

於て此賃牽組合と同様なもσ）があるやうに思ふ（註一四）。之に反

してフランスのCommission　Mxteは通例一時的の成約機關に

過ぎざるやうである。協約の理想は傭主側及ぴ勢働者側の利盆

代表に依る産業の自治に在るのであるから、協約の極致は如上

の意義に於ける賃率組合でなければならぬ、從て此黙に於ても

イギジスには、他の國に封して一日の長ありと謂はねぱなら鳳。

　（四）協約の當事者も初めは各勢働者が一人の傭主に封する

ものであつナε、蓋し勢働者は概して合同取引の爲め一時的に結

束するに止まり、成約後は結束を解くからである。勢働者組合

が相當な登達を途ぐるときは、傭主側にも亦その蜀抗上、職業

的組合が成立つのを通常とする。観に至て協約は綜合的勢働契

約の程度を超えて團鰹協約の域に達する。両ほ當事者の形態は
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：後に稽や詳しく述べやう。

　協約の目的より謂へば全國的協約に越したことはないが、職

業の如何に依ては斯かる統一を許さすして、地方的叉は工場的

協約を以て甘んすべきものもある（註一五）。同種の職業に付て斯

の如き事情ある場合には、各協約に同一の絡期を定め以ζ時に

關する敷力の統一を謀る例もある（註一六）。

　勢働者組合の管轄が振大するに從ひ、勢ひ地方的の除外例、

特例を認めざるを得ざる場合も3）る。叉、協約の存績期間が稽

や長期に亙るものは、其後の實情に順雁する爲めに、或はSli－

dingSC乱leを用ゆるか、但しは梢よ短期の回蹄的改正期限を設

くる必要を生する、其他、業務が極めて細別され叉は分勢、共

勢が極端に行はるべきものに在ては、協約の規定は頗る煩雑に

流れざるを得鳳。是等の事情に照すときは、前述、賃寧組合な

る制度は、殆んど必須のもσ）となるであらう。

　（五）　協約の目的となれる職業は固より千種萬別である。余

輩は、從來、廣義の螢働を以て其劉象としたが、其具髄的内容

に至ては、民法上、或は雇傭契約たり、或は講負契約たり、乃

至或は二者の混合契約たも、必すしも限定すべきものがない。

有償委任契約と見るべきものも亦協約の目的となり得やう。併

し勢働協約とは名詮自穣或る形態に於ける螢力の有償的供與を

取引の一要素とせざるを得ないから、一般の規範契約とは自か

ら癌別を生じて來る（註一七）。但、此瓢に關して注意すべきは。
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経濟的弱者保護の趣旨に立てる勢働立法に於ける勢働の観念は

唯、大多敷の場合に於て亦協約の題材となるといふに止まり、

協約の題材は常に之に限るといふのではない（註一八）・

　洛革上、印刷職工は最も早く勢働意識が登達して居たやうで

各國とも同職工の勢働蓮動、合同取引が他のもの、先騙を爲し

て居るやうである。ヌ、炭磯業、建築業、紡織業、裁縫業、帽

子業、金物業などは、概ね大規模の協約運動を試みて成功して

居るやうである。その他各國の國情に因りて特種の職業に付い

て可成り大きな協約も行はれて居る。例へば紡織業、造般業、

海陸蓮輸業などである。ギノソヅやツンフトの延長とも見るべき

奮式の手工業的協約は、近來殆んど償値を失つて居る。

　精紳的勢働者の階級意識が盆す明らかになつたに從ひ、磨騨、

店員、職業婦人などの團結を生じ、之を軍位とする協約も亦可

能になつて來た。國螢’公螢の螢造物從業員の團結は、從家、

特に公盆の爲め、之を嚴禁したものであるが、最近には漸ぐ解

禁の傾向となむ、此等從業者の協約も重要規せられて來た（註二

二）。僕碑、農夫も久しぐ團結自由の恩典に浴しなかつたが（註一

九）。近來、その解放も著々歩武を進め、フランスなどには農牧

業に關する協約がある（註二〇）。官公吏の團結及ぴ協約に付ては

寡聞にして未だ之れを知らぬが、其蓮動は最近に行はれて居る

（註二一）。此瓢は行政法の上に新生面を開くぺきものであらう。

　（六）各國に於ける協約の現況は、鼓で詳細を紹介するの便
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宜を有せ季又その必要も戚じない。唯、墾考の爲めに一二例を

示さぱ（註二三）、イギリスにては一九一〇年に於て協約総敷一千

六百九十七件、その關係人員二百三十萬人　ドィツは一九一二

年の統計に依れば、協約総敷一萬二千四蒔二十七件、その關係

人員一百九十九萬人、フランスは割合に登蓬ぜ肇、…多一・ッパ

戦雫に因りて激増し泥る一九r九年の最多敷を以てするも僅か

に五百五十七件に過ぎ蹟。その他、オーストゾヤ、スヰス、ス

ヱーデン、アメリヵなど、いづれも協約は盆す重要説せらる》

に至つたやうである。

（註一）1窺m我r，丁我r漁er憾ge，S5（前註参照）。KδPre，鼠170

　Anm。10
（駐二）中世末紀のギルヅが常に親方と徒弟との間に調和約關係を

　保ちたりしや否やは、史家の見解、必すしも一でない（As藁ley，

　His七〇ry　IL　p．102）、併し十四世紀の前後五十年間に既に新しき

　意義に於ける勢働蕎の群を牛じ始めたのは、殆んど疑ひないや

　　うである。是等の勢働者は雷時servants，serving－men，v我le七s，ye。

　omenなど構せられ、其祉會的地位はappre就icesと異なつてギ

　ルヅ制度の構成分子にあらす、徒弟の如く親方に昇進する見込

　なく（本期として）ヤ生涯勢働に服する外なき、地位になった。是

　等の勢働者が都市の門外に集り住み、P魚Hb銭rgerとして特殊の

　待遇を受けたることは史上謹左に乏しくないやうである（A曲

　Iey，a踏鼠O㌧；Brenむa，no，Entwicklung，Sソ89；Slesser，p．2－3）

　ギルヅに属せざる勢働者が之に鋤抗して一種の結束をなしa

　c1出ss　ofpermane励joumeymanとして肚會上、宗儀ヒ、経濟上、
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　　自から特溺の仲間（：Fraterniむy，Confr6rie，Brudersck砒，Ge9－

　　ellellverband）を組識し、以て近代的の蓮動を爲したのは、十

　　四世紀以來の大勢である。フランスに於ては競に十二三世紀の
　　頃より勢働者階級のCon£r6rieあり、國王又は教會は當時屡々

　　其禁令を出して居る、それより引綾き十四世紀以來、此穗の團

　　結蓮動の禁令が縄えす登布されてゐる（Martin・Saint－L60恥1£噛

　　CompagnoDage，p。15et鼠；Germain－Martin，：Les　AssGciaも一

　　ions，：p。45e七s。）Qドィツにても十三四世紀頃より以上の如き團

　　結あり　　（Schoenla・nk　in　Oonr我ds　Handw6rむerbαch，IV，　S。18－

　　3）十四世紀に嫉此團結に依る一種の勢働蓮動があつたやうであ

　　る（Schoenlank，泓。急O£189E）Qイギリスに付ては議論があ

　　る。一説は十七世紀後孚より以’前には、現今の顛き意義に於け

　　る努働者團結なく、從て亦協約もあり得ないと解する（We励，

　　History，P。1Hl）、併し問題の焦貼は寧ろtradeUIlionなるもの

　　がcr謡9U呈ldsの延長なりや、少くとも中世紀後孚に現はれた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ
　　るJourneyme鳳associationの糧綾なりや否やの黙に存するも

　　のにして、之を肯定する側にも（：Bren七ano，Ashley，風乱．α）、

　　叉之を否定する側にも（Webb）互角の論鐵があるやうであるo

　　此鮎は史家の瞬究に任ぬるとして、イギリスに於ても甑に、十

　　四五世紀の頃・微力且つ少歎ながらも、各所にJaurneymen’S

　　］Fraterlli鞭あり、縄えすギルヅに謝して鍔働雫議を醸して居た

　　一事は・恐らく否定し得ないと思ふ（As五1ey・Eistory，IL　p．

　　10－6登1夕123－124；WebbフHis亡・r箔息3亀Sle3seろ塾2－3タ

　　Brentano，Entwicklung，S。9玉鑑）o

（謹三）合同取引が必すしもTrade　Unionαrgain漁tionと同時に存

　　せす又之れに限られざるは注目に値することである。二三奮式

　　の富有なる閉鑛的組合に在ては、却て相互保瞼の方法に依りて
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　　組合員の向上を謀れるものあり、同時に弛の組合に在ては立法

　　手綾に訴へて所期の目的を達せんとして居たQ而して組合に屡

　　せざる賃勢階級とても、從來合同取引の方法に訴へて賃奉其他

　　の勢働條件を決定したものである云々（Webb．Democr翫cy，p．

　　177－178）G

（駐四）ギルヅの支配穰は其内部の特構階級に掌握せられ賃率貫他

　　の制定に關してはCourむof　Assist翫nts　l　Arむi　Maggiori（in

　　：Florence）3SixcorpsdeM61iers・inParls）多Herrenz蔵n丘e（tn

　　Base1）なる機關に依つたやうである（AsNey，Hisむory　p．134）。

　　かくて少くともイギリスでは十六世紀上孚までもギルヴは可成

　　りの、地位を占め、其組合員ナこる熟練職工の團結は適法のもの

　　とせられ且部内の産業規定を制定するに付き廣汎なる自治権を

　　認められて居喪やうである（Slesser，p．7）

（註置）　イギリスにては十四世紀後孚の黒死病の善後策としてEd

　　w躍d　II：Lが一三四九年Ordo皿ace　of　L蜘ourersを嚢布し、中に

　　賃銀法定、就勢強制、團結禁止の三錨を定めたが、以後、十七

　　盤紀に至る鍔働法規の備を作つたものに外ならぬ。Elizabethが

　　一五六二年に制定せる溺鱈Sta毒ute　ofApprent三cesの中にも、

　　努働時間を規定し、且裁判所は次期開廷の際、　イースター後

　　1六週間以内に、賃銀を定むべき罐限を附與されてある　（Sless－

　　erフ：P．8）。フランスにては十七八世紀の頃：LOllis　XIV・の下

　　に有名なるColbertismeが行はれ各種産業の就勢條件なども

　　E細に法律に依りて定められ鶉（Rayn批ud，（A），P．13；Ger－

　　m島三n－Martin，P．32e七鼠）

（註穴）イギリスに於てS繍uteof　Apprenむices中の法定賃銀に關す

　　る塊定だけが腹止されたのは一八一三年である（53Georg・IIL

　　．c40）、されど實際、裁剃所が賃銀を決定せる最後の記録は一
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　　七三八年Warwickshire　Justicesの裁定となつて居るQそれで

　　も勢働者は活々として襲來する資本工業の墜迫に抗し蒙ねて幾

　　度となく議會に射して法定賃銀制度の働行を講願したものであ

　　る、而して十八世紀上孚には敷度、賃銀に關する法律の獲布を

　　見たけれども・大勢は産業の自由といふことに定まり・現に一

　　八一一年のRv．The　Ken右Just呈ces（14：East，395）事件にて

　　は、裁制所の爲す賃銀決定は裁判所の自由裁量に一任されナこる

　　問題にして、元と是れ裁魑所の職責でない、且Ac右of　Appren一

　　もioesは其制定の嘗時即ち一五六三年現在の職業に限り適用ある

　　ものなるが故に、今に於て法定賃銀の申立を受理する限りでな

　　いとの判示があるほどである。但、此法律の規定が一八一三年

　　に慶止さる・に付ては、議會に於ても頗る議論があつたらしい

　　（Slesser，鱒11－1の。その慶止の理由0）一節はWebbフHisむoΨ7

　　P，60に掲けてある、契約自由の原則に湖源するに付き興味が長

　　いo

（駐セ）此不條理なる結果に勤しては、就に諸家の均しく遣憾として

　　居るところであるQ　Webb，Hまs伽∬PP．21，65；Bren伽傷

　　lEntwicklung，Sl101Ht∫Slesser，B14・其他滲照。

（駐八）十七八世紀の職人等は法定又は公定の賃奪制度を飽くまで

　　も貫徹せんとしナひ蓋し彼等に蟹して有利であると考へたから

　　である。然るに一朝是等の制度が行はれざるに至るや、彼等は

　　團結して先づ其働行を求めんとした、然かも此事すらも燧に行

　　なはれすなつたるが故に、彼等は事件を自家の手に引取りも嘗

　　て法律に依りて規定せられたるものを、此度は勢働組合の規定

　　に依りて維持せんと努めたのであるQ此貼に於て又此黙のみに

　　就て、吾人は鍔働組合の中にギルヅの痕跡を見毘すのである

　　（We臨Hisむo甥21）、されば十八世紀より十九世紀初期にかけ
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■陶b－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－r＿　｝憎響魎

　　　　　ては雰働者側の賃金表が屡々登表せられ之を傭主に強課したの

　　　　　である。例へばLo認on《輪ineも一makers〆Union　Bσok　ofPri一

　　　　　㏄s（publishedin1811蹴d1824）の如き（Webb，H：is毒ory，

　　　　　777），Potters，恥ionが強課しオこるな　G・reen　Book　of　Prices

　　　　　（1835）など（Webb，珊stQry，P・168）の如し。而して勢働組

　　　　　合ガギルヅの昔を偲ばしめて勢働戦の爲め攻防爾面の陣立を整

　　　　　へ鬼るの例は、：BuilderぎUnionがGr乱nd　Rules　oft塾eBu1ldersヂ

　　　　　Unio臓（1832）　に基き・鯨年召築する　Gra，nd　Lodge　Delegae趣

　　　　　（Builde㎡Par臨meηむ）であって其意氣や正に建築業の肚會化

　　　　　に：在ったやうである（Webb，Hisおory，か124£）Q是等の情勢は

　　　　　十八世紀後孚に羊毛仕馴職人の團結に野して、傭主の歎聲を洩

　　　　　らしたる如く、職入等は團結して資金を集め、其羽翼成るや則

　　　　　ち傭主及び仲・闇に封して法を課蛍るに外ならぬ（Wobわ，H撤o一

　　　　　τ：y，p36）③倫ほ　Webb，Democracy，巫38f£　（Represen訟tive

　　　　　InsむiotuむiOI15）参照9

　　（駐九）本文の年代は藁に．大饅を示すに止まる。若し夫れ眞に勢働協

　　　　　約と認め得る事例が始めて嚢生した年代に至ては各國とも明確

　　　　　に論逡し得るは頗る困難となるところであらう。例へばイギリ

　　　　　スに付て謂ふも、通常協約の始期は一八七〇年代とする（Her－

　　　　　kneτ，：L　S．460）そうして其事實を一八六〇年に於けるA．」・

　　　　　：Mundel1ガs　Hosi硫y　Bo鍵d錨Noも七inghalnに求める　（Adams

　　　　　我nd　SumneL　P・303）併し團盟的交渉及び協約は舞に十八世紀

　　　　　末に存したるもの、如く、例へば工0認σnの印刷業は一七八

　　　　　五年に於て職人のcL卿e1・を承認して團膿交渉を始めナこるのみ

　　　　　ならす、一八〇四年以後は傭主側、職人側より同敷の代表者を

　　　　　出してJoinもcommiもteeを作り、一八Q五年より協約を爲して

　　　　　居る。LondQnCO・欝も其頃、協約（1B右・£麺ces）を協定
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　　して居る（Webb，H1story｝P・74猛）。されば問題儘協約そのも

　　の・始期を考鐙するに非すして、それが大罷普及したる年代を

　　概算するに在る○フランスにても眠に一七九一年P＆risの蹄鐵

　　工職の間に賃金表の定めがあつた、一設は之を以て協約の起原

　　となし（Rayn翫ud（A），p・21）弛の説は之を以て輩に職人側の

　　一方的賃金表に過ぎぬと解する（Laronze，p．102ets．）。同様に

　　　ドィツても手工業（刃物、刀剣類）の協約は十八世紀末から成

　　立して居つたやうであるが（lmle，Metali量11dustrie』S．1f£3

　　Kδppe，S．170H：）協約蓮動の大勢は十九世後孚、就中一九八○

　　年代以後としてある（KδPPe，ebenda3Lotmar，丁乱ri釦ert蝦ge，

　　鼠1ウ。

（註一〇）イギリスでは未だ協約そのものに關する特別立法がない、

　　協約に關しては依然として一八七一年のTr＆deUnionAct第

　　四條四號が適用されるのであるから、協約上の講求椹を少くと

　　も「直接に強制し叉は蓮約に封する求償を目的とする限りはJ

　　訴穫がないと蜥ぜざるを得ぬ（Reporむof施e　Roy翫1Commis－

　　siononLabour，1894；Ashley，A（野usmenも，P。169）oアメリ，カ

　　でも協約は今以て概して一の紳士協約となし法的奴力を認めな

　　いやうであるCαmmons3nd　Andre、・），Leg量s玉瀬on，P．118）。

　　されば本文の論明は主としてヨーロツバ大陸に著眼しての話で

　　ある、，

（註一一）此姑はImle，Metallindnstrie，S。1猛がドィツの協約に付

　　て論定して居るところであるが、地の國に付ても亦恐らく岡様i

　　に判噺し得ると、思、ふ。

（謎一二）前註（一〇）参照。

（駐一三）　ドィツの誇りは其印刷業に關する賃傘組合（Bロchdrucker

　　騒「if弩emeinsc五諭）を有する馳である。岡國の印刷職工は饒に一
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八四八年ドィツの革命的氣蓮に乗じて全國的賃率同盟を作る爲

め全國的職工組合の設立を計叢したが、不幸、反動蒔代の氣勢

に妨けらビC挫折しナこのであるQ後・一八六五年ILeipzigに於

ける聯合會議にて途に結束してDeutscher：BuchdruGkerver－

b翫ndを組織し工揚主側も之に野抗する爲め一八六九年Ber1並

に會してDeu観her：BucLdruckervereinなる全國的組合を設

立し、一八七〇年、始めて雨組合の間にLeipziger　Norm翫1謝if

及びBerlin其他の：Lokaltarifを協定するに至つた、これ其

賃傘組合の疇矢である。後、一八七三年之を籏大して途に全國

的協約となし、爾來、幾愛遷を経たる上、一九〇一年及び一九

〇六年に大改正を煽へ、弦に協約は純然たる團罷協約の構成を

探り、協約機關として爾営事者より同敷を選出する委員を以て

構成すべき協約立法機關（hrifaUss⑳uss）、執行機關（Tari出磁）

地方機關（Kreis我mter）・仲裁委員（Schiedsgerichte）を設けナこ。

就中、一九〇六年の協定に係る謄保契約（Garantieve血ag）は

（一）當事者たる爾組合の間に翫usschHess11cher　Verb踊sverke－

h！（Closed　alld　Unioll　shoPと岡趣旨）の制を設け且（二）各

組合員は其組合員の協約違反行爲に封して損害賠償の責に任す

べき旨を定めてある。立法機關は賃傘の設定、憂更・協約執行

に必要なる事項を定むるの穫限あり、仲裁委員は、協約の解繹

に付き始審の管轄を有し旦協約に依る勢働契約の締結に立會ふ

のである。地方機關は執行機關に直屡し十二の協約鰯に配置し

てある。此印刷業の賃傘組合に關して組合嚢行の註繹書がある。

滲考書は可成り澤山ある、Herkner，1・S・461Anm，1．の紹介

を看られたい。爾ほ澹革、組織の大要を見るにはV．Claes，

rOrgani曲onPro驚ssionelleetlecontratco1王ctifdeむra

vai王des　I斑peri皿eurs　AUem厳ds，P我r1s1908を便利とするQ
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（註一四）イギリスでは一八三三一三四年（Revolu亡ionary：Period）間

　の勢働組合蓮動者は資本家的傭主を屈服する以外に何物もなか

　つナこ、そして傭主側も亦榮働蓮動に謝して毛頭假借する～ころ

　なく、組合の承認すらも縄蜀に拒縄したのである。それが一韓し

　て一八七三一七四年頃となると勢働者も寛大になり好景氣の

　：亘利に付て一部の割前を要求する程度に止まり、他方、傭主側も

　大部分、弊働組合の承認担否の態度を棄て、幾たびかの反謝の後

　は途に譲歩してJoi謡Boards　of　Coniillation叉は門外の公亭

　なる仲裁人に依りて業務の規律をなす主義を認むるに至つた。

　かくて一八六七一七五年の間には、勢資爾方より代表者を出

　　し封等の地位に立ちて交渉すべきBoard　of　Concili泓tion我nd

　Aγbi七r瀬onが無敷に設定されたのである。A．」1Munde11a’s

　H：osieryBoardaもNottingham（1860）3SirRuper七K：ettle’s

　Joint　Commit右er　il1むhe　WolverLamp右on　bu圭lding右rade（1864）

　などは有名な例である（Webb，Hまs右ory，P．337－338）Q但、是

　等のBoads　ofConcilia七ionが果して如何なる性質を有せしか、

　著者は之を徴すぺき資料を持ち合せないのを遺憾とする。比較

　的新し歯協約機關の例はイギリスにては靴製造業協約のloi加

　boards（一八九二年）、Nor出umberland（一八九四年成立、一

　八九六年終了、一九〇〇年再成）及ぴDurham炭鑛業協約（一

　八九五年成立、一八九六年終了、一八九九再成）の減鴻eom－

　mi伽esなどは組織の上に不臓な紬はあるも一種のTar塘eme－

　illsc五afもと見られると思ふ。組織の不備は主として新に勢働條

　件を協定すること・、現存の協約を解繹適用すると・を、同一の

　機關に一任し九る爲め、事務の圓滑及び敏活を妨げる錨のやう

　である、是黙に劃してはLancash支reの紡績業協約の機關の方が

　優れて居る。併しイギリスの大家にして批種の協約機關の到底
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　　倶に爲すに足らざること、を論じthe“or右hodox’y　pan㏄e我of

　　indu甑＆1philanhropis七sなど・冷評する者もある（Webb，

　　：Democr乱cy，P，185）。アメリカにてはlntersむateJ伽tconfere－

　　nceを協定したる111inois，Ohio，Indi鍛a及Pennsyl臓niaの炭薩

　　業協約（一八九八年成立、爾來、侮年二同國際會議を開き一九

　　〇六年には失敗したるも、一丸O八年再成、一九一二年には組

　　織を簡便にしたのであるが、是れ又或る意味に於て賃率組合と

　　見るのが妥當である（Suf距rn，P．142f鷺）、叉Pe取nsylva・・1a無

　　煙炭膿の合同取引も一九〇二年のstrike　commissionの仲裁判

　　断以來、激圃の協約を重ね漸く賃牽組合の形態を具へつ・ある

　　殊に一丸一六年坑夫側の協約改正申入の如きは此傾向を物語つ

　　て居るやうである（Sydenstricker’s　Repor右屡照）。但、以上ア

　　メリカのJointcOI16erenceそのものは唯豫約又は豫期されたる

　　成約方法と見るべきもので、其會議に因りて成立せる協約に於

　　て執行機翻、仲裁機關等が協約の存綾期間中、常設されるので

　　あるQ從て賃率1組合の完成せる形とは見られぬが、少くとも完

　　成の途中に在りとは謂ひ得ると、思ふ。

（註一五）　ドィツのビール醸造業に從事する勢働者は、蕾に各其勢務

　　の種類が多様なるのみならす、地方的にも技術上、経濟上の状

　　況を異にするが故に、1到底地方的協約として且Si綴ng　sc81eを

　　用ゆるの外なく、努務の主なる種類も二十種以上に及ぶといふ

　　（Kδppe。S．176）o

（註一六）例へばドイツの材木業協約の如し、此協約にては多敷の都

　　市に付て等級を定め以て勢働時間を規定しあるが、各都市の協

　　約は岡一の存績期間及び終期を有する（Kδppe，S。180参照）Q

（註一セ）協約の目的たる勢働は可及的廣く定むるを要するLotmar

　　は雇傭、請員。委任の外、懸賞廣告の癒募行爲、事務管理行篇
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　　後見入叉は親灌者の監護、財産管理行爲の如きも、若し有償な

　　るときは、努働と構して不可なしと解する　（L磁marフArbeits－

　　ve搬昭，工S．75f巳）、余輩も亦少くとも協約の目的たり得る限り

　　に於ては氏の見解に從ふのである。依て例へば署葡と施療財團

　　との聞、署師と汽舶會祉との聞、商店の店員、技蔀、技手、辮

　　護士事務所の雇員、農夫、僕脾も亦協約を爲し得るのみならす、

　　實際上、此種の協約が少くない。恥eck，S。21－22，S．22Anm．

　　21，BeispieL。

（駐一八）工揚勢働者の如く乃至Swe翻11g　Sysむelnに於ける勢働者

　　の如く、傭主より不欝の搾取を受くる地位に在る者に謝しては、

　　別の意義に於て保護規定を必要とする。此目的に出でたる聾働

　　立法に在ては、或は勢働者が傭主の業務罷制の中に織込まれて

　　其指揮監督・を受け、依て當事者間に命令服從なる人的關係を生

　　することを必要とすとなし（イギリスTr認e　Dispuむe　Act，19－

　　06，蝕5（3）31ndustrial　Court　Act，1919．s．83ドィッGewer＿

　　beordnung，§§114a－119a等滲照。倫ほArbeiterなる用語

　　例に廣狡の匿別あることに付ては：Lo伽ar，Arbe三svertrag，工

　　鼠65参照。）或は特種の業務に從事し又は年齢、健康、財産等

　　に付き特種の事情存することを要とする。併し協約の關する限

　　りに於ては、工揚勢働者たることは必要でない。Eueck，S．22

（註一兎）　ドィツ各州法に於て残に然り（S1nzhe三mer，Mδ91ichkei古e圭か

　　heitliches　Arbei右srec11七es，融6fr；Kaske】，S．270丘）

（註二〇）：臨ynaud（B），P・83et＆滲照、就中、興味を惹くのは小

　　作人が一九〇六年以來F6d6ratiOn　des　Tr躍a量Ileurs　de臨

　　Terre其弛の團結をなし以て牧穫折孚の小作條件を蓬成せんと

　　して居ることてある、、

（註嵩剛）フランスの官吏聯合會（：Le　Congrもs　des∬011ctiOm澱雛〉
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　　は一九二〇年五月二十六日Parisに開かれ、官吏は政府の勢務

　　者にあらす、國民全盟の爲めに服務する者なることを前提とし

　　て、其身分に俘ふ特別不利盆なる待遇の撤慶を叫び、一般勢働

　　者と同じく勢働協約をなし得る地位を與ふべき旨を決議して居

　　る（Ray餓ud，B，P・90et　s．）

（註二二）　ドィツにては此種の協約が返來頓に多くなつたQ其幾百の

　　正文はD1eTarifver誠geingemeinn姫genBe重rieben翫bgescぬ一

　　Ios3en　vom　Verb乱nd　der　Gemeind－und　Sむaaもsarbeiter少Beト

　　1in．1飢g・なるものに牧録されてあるQ

（註ニミ）Herkner，：L　S．460，465多RayIlaud，P．24et鼠参照。

節三第 協約の形態

　勢働協約は少くとも勢働者側に於ける團結を前提として居る

が、其團結にも永績的のもの（association）と協約を目的とする一

時的のものkco＆1ition）とがある磁一）げ永績的團結にても其趣旨

目的の如何に依りて種々なる態檬を生するが（註二）・極めて概括

的に謂へば、同職者組合（cr勘ftuuion〉同業者組合（ihdust搬1union）

及ぴ螢働者組合侮bor　union）の三種となし得る。

　同職者組合は恐らく勢働者團結の原始的形式なるべくギノレヅ

やツンフトの摸倣に成るものも少なくなかつπのであらうと思

はれる。此種び）組合は工揚（叉は其一部〉を輩位とする小規模の

ものより、一一市町（ヌ1は其一部）を輩位とする地方的組合（10ca毫
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6r我f七union）に至り、更に國家的叉は國際的（州際的）の大規模

のものともなり得る。協約上の要黙としては、其條項が比較的

簡短なるに在る。

　同業者組合は一起業叉は一地方に行はる、一事業に從事する

各種職工』叉は勢働者の團結なるが故に、若し此組合が協約を締

結するものとせば、賃峯其包の勢働條件は頗る多岐に亙るべき

である。而して此組合にも地方的、國家的乃至國際的（州際的〉

の三様あり得るは多言を要しない（註三）。

　螢働者組合とは、或る意味に於て以上二種の職業的組合に蜀

抗して，專ら階級的組合πるの本領を有し、從て熟練職工、不熟

練職工、其飽あらゆる勢働者階級を羅致せんとするに在る。協

約論上の興昧としては其國家的又は州際的組合と、地方的組合

との關係に於て、前者は專ら各後者の共通の事項のみを管轄せ

んとする黙である（註四）Q

　以上各種の形態の・中、地方的組合は最も其管理及び活動の上

に中庸を得たるが如くなるも、或る目的の爲めには、是等のもの

が更に結束し℃一段高き組合を爲すことがある　此結束には自

から二標ある、一を聯合（£ederation）といひ、他を合同（翫m乱1g蹴

痴・n〉といふ。聯合に在ては其構成分子たる各組合は本期とし

て其統轄灌（sovereign七y）從て叉自治穰（autonomy）を留保し、中

央組合は唯共同事業（例へぱ勢働立法運動、ストライキ、ボーイ

コットの援助等ノを管掌するに止まる。從て協約論としては各地
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方組合が地方的協約の主髄となることにならう。之れに反して

合同に在ては、構成分子たる各地方組合は其濁自のが統轄穫を

有すろことなく、唯中央組合の支部たるの地位を有するに過ぎ

ぬ、依て協約は中央組合が中央協約の主禮となる、固より各支部

とても協約機闘（例へぱKre繍m搬，口t－committe鴫sublocals）と

して重要なる行動をすることもある（註五）。

　以上は努働者團結及び其構成の抽象的大別であるが、實際は

爾ぐ簡短でなく、術ほ幾多の騎形や複合がある、のみならす同一

の名欝（例へぱfeder瀬OH，amalgam＆tion）を使用しつ、本質を異

にするのもあり、必すしも場上の分類を以て蚕くるのではない

（註六）。

　勢働者團結の機能に至ても亦必らすしも同一でなく、叉同一

の團結にても時と場合とに依りて其機能を二三にする（註七）。さ

れば是等が勢働協約に封する態度とても、賛否必らすしも一定

しない（註八）。併し此黙は法律的に謂はや、協約の成立に到する

動機の問題セるに過ぎすして、深く追究する｛こも及ばぬ。要は

協約の償値批判といふことになる。唯、協約論の上よう一二興

昧ある黙†ごけを墨ぐれぱ、蓋し協約の開閉、取引の闘閉の問題で

あらう。

　協約には自から開放的なものと閉鎖的なものとがある、少く

とも沿革上、此二種を認め得る。原始的な、ギノレドやツンフトか

ら型を得來リノこる手工業者の協約は、主として熟練職人の地位
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擁護を目的として居たので、其本領は排他的であ）從て闇鎖的

でゐつな。これは筒職組合Z）（少くとも過去に於ける）一特色で

あつて．組合員おるもの、資格要件、加入金、徒弟の制限など可

成り窮屈な規約を包含して居テa（註九）。街ほ澹革上は、此種の組

合は必すしも開放的なるものより奮いといふのではない、唯、主

義から見て原始的といふのに過ぎぬ（註一〇）。死種の協約を聡し

て便宜上、職業的協約と名づけナZい。

　之に封する協約は前上同業組合の締結するもので、一切包容

的であり從つて開放的である。故に此種の協約には、主義とし

て以上職業的協約に於て見る如き制限的規約を存置しない。因

みに從凍の勢働者組合（1馳bor　union）は協絢以外の手段に訴へん

としたので協約論の上より度外親せられて居るやうである。

　取引の開閉は、從來dosed　or　ope皿shop　l　aussc撮e3sli馳er

V：erb細dSverkehr；c脇UsedlempIOieXCIUSifde　Syaαi儀U6Sなどの語

を以て言表はされたる問題である。勢働者團結の側よゆ見れば

取引の閉鎖は寧ろ當然であつて、凡ての種類の團結を通じて是

認さるべき主義である（註一一一一。加之、協約の敷果を確かならし

むる黙より謂は），傭主側に付ても此主義は却て敷迎せらるべ

きもので、此場合には協約加入の傭主以外に劉しては螢働を

供給せざること〉なる。されば取引閉鎖は傭主側と勢働者側

とが墜務的なるに至つて始めて完全な敷果を塞ぐるわけである

ぐ註一二）。而して此墜務的取引閉鎖の實を墓げる爲めには、傭主
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側及び勢働者側の讐方に於て團緒の獲張に努めなけれぱならぬ

依て當舞閉鎖的なりし同職組合も、勢ひ不熟練職工に封しても

團結を開放せざるを得なくなる、此事情よりして同業者組合叉

は同職者組合聯合などが必要になつて來る。

　勢働協約は傭主團結と勢働者團結との間に於ける協定でめる

カら、此利害相反する爾團結の封立を前提として居る。されぱ

傭主と勢働者とが同一の團髄を構成し、其團禮の決議として勢

働條件を定むる場合は、結果に於て協約と異ならすとするも、

協約とは癌別せざるを得ぬ（註一三）。のみならす此種の勢働條件

は、從架の私法的観念に依るも十分に解繹し得らる、筈である。

然るに之れ，と關聯して問題となるは勢資同盟（industriala11iance）

の實禮如何の黙である。勢資同盟とは要するに、傭主側と勢働

者側とが清費者及び同盟外勢働者に封して相同盟し、鍵務的取

引閉鎖の手段に訴へて生産濁占の實を・撃げ、以て傭主側に付て

は利盆の濁占、勢働者側に付ては賃金の濁占なる敷果をもたら

んさんとする仕組にして、傭主の利盆に準じて賃金を割壇する

に外なら鳳。この同盟に於ける傭主と勢働者との契約關係が、

果して一種の協約と見らるべきか否やに付ては議論がある。併

し姑らく同盟の内部關係に就て見るに、筍し（も備ほ傭主と勢

働者との間に團結的封立の認むべきものあり且つ其契約關係が

現在の勢働契約のみに止まらざる限りは、之を協約と見て差支

なからうと思ふ、固より極めて鍵種に属すぺきは多言を要せぬ
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（註一四）。

　以上は協約の實質に付て其形態を叙述しπのであるが、協約

を法律上より取扱ふ場合には、自から別個の方’面から其形態を

概観して置ぐ必要がある。是を協約の形式観とする。蓋し法律

上の取扱は協約の當事者及び其利害關係人の聞に生すぺき幾多

の法律關係を主題とするが故に、劃象は勢ひ關係化せられ、從

てヌ形式化せられざるを得ないからである。以下、此立場よう

して協約の形態を分説して見る（註一五）。

（一）當事者を標準として協約を分類すれぱ、團騰協約（Veレ

b舩ds励均と非團灘協約との二種となる。團禮には法人格を有

するものと、然らざるものとがある。傭主側、勢働者側とも其職

業的團騰（翫ssociation　indus七rie11e）が現行私法上、果して法人たり

得るや否やは疑問である。此貼は後に述べやう。

　非團騰協約とても通常は團結を以て其背景として居る、殊に

勢働者側に在ては殆んど凡べての場合1二於て然うとせねぱなら

鳳。唯、團結はあるも未だ團鰹的髄制を具備するに至らす、定款

に依りて各員の行動が統一せられざる差あるに止まる。非鳳騰

協約には、特定協約（begrenzter％rifveTtra9）と不特定協約（un－

begrenzter　T・Vウとの二種がある（註一六）。特定協約とは多数の

當事者が特定名義にて協約を爲す場合にして、不特定協約とは

多敷不特定八が利盆代表者を通じて協約を爲す揚合である。此

二者とも今日の如き登達せる協約生活に於ては殆んど不用に麗
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するもので、輩に澹革的意義を有するに過ぎまいと思ふ。且、

勢働者側に於ける雷事者の特定せる場合の如きは工場又は其一

部の協約の如ぐ小規模のものに付てのみ存し得ぺく、それとf

も多くは綜合的勢働契約沈るに止まるであらうと思ふ。

　場合に依ては團禮と倶に其團髄員が協約當事者たる二ともあ

り、叉稀には團鰹と倶に團禮外σ）不特定多数人の團結（團鰹的構

戒を有ぜざる〉食∫嘗事着となることもある。

　特定多敷人ナεる傭主と欝働轡匿灘との協約に在ては、傭主側

に付て特定的なる團髄協約となる、固より不純正なる團騰協約

に相違なけれども、街ほ一個の協約たるを失はぬ。之に反しで

岡一の勢働者團髄が多敷σ）傭圭と各別に、同時』叉ば順次に、同一

内容の協約を爲す場合がある、此場合は外観に於て上蓮の不純

正團騰協約に似て居るけれども、實は傭主の敷に相當するだけ

の複数の協約が存するのである（註一七九

（二〉協約の土地に關する管轄よりいへぱ、工場協約、地方協

約、中央協約の三種となし得る。工場の一部を管轄する小協約

も認め得べく、州際的の大協約も現に行はれて居る。叉、概して

地方協約といふと錐も、廣狡必らすしも一ならず、具髄的には協

約の正文又は勝謂競雫囁域（compe七iti▽e鵬乱）に依りて之を決定

しなけれぱならぬ（註一八）。　多敷の協約は上下の階級を爲す場

合と然らざる場合とがある。上下の階級を爲す場合とは、例へ

ぱ中央協約を基本として、地’方協約が存し、叉後者を基本として



第 章　　 協約に關する事實 砿

工場協約が存する如し。此場合に於て下級協約と上級協約との

關係如何は可成り重大な問題となるであらう（註一九）。

　次に事物に關する管轄よりいへぱ、輩一の職業を支配するも

の、或る職業及ぴ之れと類似又は牽聯ある職業を支配するもの、

二種以上の職業を支配するもの三種を囁別し得ること紘、前に

實質上より見たる協約の種類に照して蓋し多言を要すまい。

　以上、土地の管轄と事物の管轄とは、協約に於ける管轄の雫な

る難悶題を生することがある。稽や詳しくは章を更めて論じた

いo

（三）協約には協約機關を伜ふものと然らざるものとがある。

協約機關を伜はざるものは通常永績盤がなく、所謂輩なる休戦

條約たるに過ぎすして、やがて第二の勢働戦を準備するに外な

らぬ。協約機關を俘ふものにも1、輩に現行協約の解麗を爲す機

關のみを有するもの、二の外、更に立法的及び執行的機關をも有

するものもある。團禮協約にして永績盤を有し且立法、行政、司

法三機關を具備したるものを以て理想的賃牽組合とする。

　　（註一）協約の成立に甜假令一時的墜饅にても足ることは夙に是認さ

　　　　れるところである6Webb，Democracy，P．173驚Lotm我r，Ar－

　　　　bei鵬r幅g，L鼠76ス爾ほPiβンL69まsla右i・n，P・186e施滲照。

　　（註二）勢働者團結の形懇分類は學者に依り必すしも岡一でない。例

へ．ばH：Oxie，P・38鑑はアメ・リカ・に，於けるタ“イブとしてcra蕊union，、むmd（潟

　　　　UIliOI1，indUStri飢UniOn，1我bOr　UniOnなる四種の基本的タイブ
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　　を認め、之に鋤して更に1㏄a1，n＆tion田，intemationalのものを

　　認め、Ad＆msandSumne1～P・214Eは1乱borIm1ons，伽de臓一

　　ion，indUS亡ri段l　miOI1の三種を認め且其定義も幾分Hoxieと異

　　なるo是等の基本的タイプは更に，聯含叉は合同に依りて一一1資複

　　雑なる形態となる。是等諸種のタィプに鋤する實例に付て絃

　　Ad乳ms蹴d　Su鵬ner，1、233所載の表を参照されたい。

（駐匡）　イギリスに於ける國際的協約の例としてはThe　Am乱1gam－

　　ated　Society　of　Englneersの如き一八九六年に國外に八十ごの

　　支部を有して居湘、其弛の例もWebb，Dem㏄r乱cy，P・81Not

　　を看よ。ヌ、國際協約の例としてはInterst駄te　Agreement　betw－

　　een　the　United　M：hle　Workcrs　ofAmeric餓ndtheCoalO跨

　　m亡orsofPennsylvania，〇五io，lnd圭ana，乱ndl11三nois（Si丑ce1898）

　　が有名である。此程度の大協約となれば便宜上、中央協約とし

　　て縮則的取定めをなし、同時に幾多の地方的取定めを網羅せざ

　　　るを得ぬQ例へばPemlsylv乱ni我なるPittsburgに野しては一

　　地方協約あり、oぬioに封しては六乃至七の地方協約あり、h－

　　di我n我に封してもごの地方協約があり、更に皿inoisに謝して

　　は極めて精密なる州協約及び地方協約がある、而して前上

　　Intersもate　Agreementは是等に樹するGeneral　agreeme蟷たる

　　に夕玉ならぬoAshley，A（導usもment，P，98，23：f鴛参照Dフランス

　　　の印刷職工協約にては、先づ各種職入（植字係、用紙係、版下係、

　　　校正係・石版刷係・ステロ係・活字鋳造係、リノタイプ係）に

　　付て各別の賃牽を定め、更に全國を中部、南部、北西部、東及

　　南東部、巴里部の各地方に別ち、各部の町に付て夫々最低賃傘

　　　を定めて居る。Raynaud（B），P．52eむs．滲照。

（聾囚）：肱bor　unionの本領は職業的組合が專ら合同取引に依るの奮

　　　套を脱して、寧ろ立法手綾、政治的行動、共螢（coδpe「a伽n）又
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　　は肚會主嚢に訴へ階級的向上なる高遠の理想を追うたので、組

　　合それ自身としては協約に興味を有しない、協約は寧ろ其分午

　　喪る各種組合に一任したやうである。併し今日の勢働者團膿は

　　一種の商業的團艦（commercぬ10rganis駄むion）ナニるべくして道義

　　的團艦（eth1cal　org我nis乱tion）ではない、然るに專ら後者の道程

　　を辿り・螢業よりも議論を爾ぶが如きは嘗を得ないことで、是

　　れアメリカに於ける1abor　unionの典型として一時の榮華をと

　　致せる丁五e　IK1119批s　of　L＆わor力雪忽ち失敗しナこ所以の一である。

　　Ad蹴s乱ndSumner，P214，226．

（絃5）聯合と合同との得失は、Trade　ulliQnis通の一般政策に照らす

　　のみならす、各個の事業、職業及び民情などの具盟的歌況をも

　　滲看して論定すぺき至要至難の問題である。闇題の焦黙は全部

　　と部分（支部）との間に於て中央集穫と地方分穫との取捨按配と

　　いふことになる。此黙は各國とも必すしも同様ならす叉同國内

　　にても組合に依り叉時代に依りて大に相異あるを免れぬ、是れ

　　各國の歴史を讃むもの・夙に知るところである。イギリスに於

　　ては嘗て建築業、裁縫業、炭坑業、製鑛業などの勢働者組含は

　　合同を叢せしも何れも失敗に了つて居る。其歌恰かもアメリカ

　　のKig五tsofLaborと同じである。素より鍔働團結の黙より言

　　へば、管理σ）統一を必要とし、自然合同の傾向を爾び、各支部

　　の自治権の漸減を來たさしむべきなれど、合同には自から最高

　　最低o）限度あるやうである（Webb，Democ膿cy，P128）。以上

　　に反しCotton・Workers’Associa七ion及びCoalminers　in　Nor一

　　伽mberland　and　Durh麗嚢などは、t地の黙況、事業の性質

　　に基き、聯合を蓬して成功した例がある、各構成分子たる組合

　　は協約其他の事項に付ては各自治礎を有するも、利害共通の事

　　項に付ては互ひに協同的行動に出る仕組である（Webb・Dexno。
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　　eracy，PP・124，125fビ）。倫ほイギリリスに於て注意すぺきは、

　　：Eng1蝕dの組合とScoむ1＆ndの組合とが提携する揚合には聯合

　　の形式を探る例なるに、これ等がIrelandの組合と合併する揚

　　合には・後者は傍呑されて自治椹を失ふ例があるといふ黙であ

　　る（Webb，1、83，87E）、今日も果して然るか否やを知らぬo

　　　ドィツにてはf揃e　Gewerkscha丘en及びehristllc加Gewer一

　　：ksch諭e迎にては支部（Zahls七elle，Filiale）は、本部の行政機關た

　　るに止まり之れと濁立せる團罷でない、從て協約の営事者は本

　　部であるぺき筈である。之に反してHirse五一Duncker㏄飴Gew－

　　erkverelne玲に在ては地方團罷（Orカsvere1n）は本則的濁立の地

　　位を有し、唯組合資金に關しては本部に管理穫がある。敵に協

　　約の主盤も地方團艦といふことになる。詳細はSi脇Le油er（A）

　　工鼠91角：KδP診e，S。ユ29£滲照。

《駐穴）Hox孟e，P．37驚Adams我簸dSumner，Ch渇pterV∬．

（駐セ）或は團結の機能目的に照して團結を下の如くに分類する。即

　　ちbusinessunionism，丘iendlyorupli銑ullionism，revoluもion。

　　我ryunionism（＝soc輔s位c我nd畷u我s1＆narchis七icunionism），

　　pred飢・ryunio且ism（凝ぬ01d－upuni・ni灘鳥ndguer玉II飢m圭・nism！）

　　であつて、協約に關係あるは主とし’てbUsiness　union（職業的

　　組合）なりとする（：Hoxie，P・45E）。此見解に謝しては反封認

　　もある、蓋し雰働組合は壌壁に慮じて縄えす態度を憂するので

　　始めから欺檬な雇別があるわけのものでない・唯・若し強いて

　　涯馴を立つれば01d　unionism（嵩buslress　u。）と　new　unionism

　　との二となる、荊者は唯営面の問題に醒齪するのみ遠き將來を

　　解せざるに反し、後者は新しき祉會的秩序を望んで高く策を立

　　てると（Budi曲8ndSoule，P・8－10）、併しHoxie，1．34は螢

　　働組合の形態及ぴ機能は其實全くo沸o・tun1stic　phenomello蓋・で
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　　あると繭提して居るのだから上の非難は営たらぬ。以上に反し

　　て、Webb，1）emoc獄c』y，P．112などは勢働組合を以て輩に翻e－

　　ndlysocie右yと見、叉は輩にmi玉iむan右Or闘nis乱t1onと見るは誤

　　れりと警告して居る。

（駐八）例へばドィツにてはHirsch－DunckerscheGewerkvereille及

　　びChr1s亡1icbe　Gewerksch鹸（新奮教とも）協約に賛成して成る、

　　妹に前者は甑に一八六八年頃から此旨を宣言して居ナこ。之に反

　　し肚會主義の色彩あるGewerksch雌skar右eIIの如きは一八九六

　　年に印刷職工か協約を締結せんとしたるに大に反勤し、若し聴

　　かすんは代表者を除名すべしとまで畏嚇して居たが、一八九六

　　年の第三圓大會に至て漸く協約に封して態度を替へて來た。

　　Claes，：De31m画meursallema曲，塾36－37、、

（註九）P泓u1Ge蝋hling，S・us－c・n㎝騰nces・uvr1もres・は組合勢働と

　　女子、兇童、外國人。家内勢働と工揚勢働、其地の競業を精叙

　　して從來の組合の劉策（主として排弛的）を記述して居る。此

　　錨に封する滲考として・匿値があらうひ斯くて氏は勢働者0）政策

　　に付て三段の進度を優刷し、第一一は激の減少を目的とし、第二

　　は共通賃傘の設定（これが爲めには協約の締結、緯合の濃大を

　　期する）第三は組合弓墨創0）傾向とすと論じて居る（盈・365e総）。

　　倫ほAdユmsandSumRer，P・24眠，especi翫11yl、248－249；又、

　　Newuni・nlSmの開放的なる瓢はBudishandS・ule，塾15眠，

　　espeα塾i92Hl参照。

叢一〇）例へばイギリスに於ては一八二九一一八四二年のヱevo1雌か

　　nary　perioαには組合は寧ろ開放的で、かのBuilder3’P我rli距

　　mentの如き例があつナこが、一八四三一一八六〇年となると却て

　　醤型の組合氣質に逆戻りし、構してNew　Spir三5といふもの・中

　　には從來の翻隈や國外移住資金の案などが見えて居るのである
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　　（Webb，H1story，P．201）。斯様な例は恐らく他0）國にも存する

　　であらう。

（註幽幽）例へば聾eW　lmionismでも此主義は高調せられて居る。爾

　　：Budis1・aI｝dS・ule，P．112。又、一般σ）揚含に付Uよ、Ve髪）b・

　　：Democr翫cy，P．212f£滲照。

（註一二）　ドィツにては夫の印刷工業の賃奉組合をはじめ傭主側に於

　　ても雰働匡膿の可及的鑛張を要求するものが少なくない・而し

　　て傭主、勢働者箋方の側に付てClosed　shOPの義務を課して居

　　る例が多い。H荘91in，S，46－473Kδppe，S・23Qフランスでも

　　亦同檬てあるVissch購1）・481R町nalld（B）・P・222eもs・・襲務

　　的取引閉鎖の揚合には、便宜上、嘗事者專屡の職薬紹介機關を

　　も設備してある。

（駐一…二）　ドィツのlmungen、　フランスのsylldic我冶smixtes、スヰ

　　スのGemischteOrganisationen（Stickereiverballdz・B・などは

　　起業者と作業者との團盟にして其の総會に於て就勢條件を議決

　　するのてあるが、これは協約とは本質及ぴ形式を異にして居る。

　　Rundstein（A），S。26Anm．37。参照、随て傭主及び勢働者の團

　　龍は協約能力なしとせられる（Kaskel，S・17）。

（註一圏）此種の同盟は鉛管取附職、籠製業人など小規模の手工業に

　　於て得意筋との間に古くより行はれテニるものなれども（Webb・

　　1）elncc膿cy．診．579鼠新し・き意義のものはイギリスBirm沁gl温n1

　　なるベツド製造業者：E．」．Smithなる者の嚢明に係り・一八九

　　〇年同地方に於て一購小流行を爲したるものにして、ドイツの

　　R．獄e£皿鋤nの如き特に渡英して之を調査し、脇來、大に之れ

　　が宣傅に努め湘ので、却てドイツで：大に話題に上つ喪のである。

　　此同盟10〉内部關係は、．墜務的取引の閉頻と一種のSliding　scale

　　　とを定めた協約に外ならぬ、而して同盟の本領は傭主の事業経
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　　螢模を制限して、勢働者に其一部の参與を認むるに在りと解し

　　ても、是れ其取定めが一の協約たるを妨げるものであるまい、

　　現に協約に依り生産決定椹の一部を勢働者側に認めナこ例は乏し

　　くな々・（恥91iI1，S。30）。元來、勢資同盟なるものはWebbも指

　　摘したる如く、賃金は需給關係のみに依て定めらるべきものと

　　する傳統的見解に基くもので、イギリスのIron　workersが嘗

　　てδliding　scaleを墨守したると同様の誤解に坐して居る、且鋤

　　外關係に於て此利盆燭占なる政策が不健全なるはいふまでもな

　　い。S面wi七tauは丑efmamがドィツヘ此主義を紹介したのを

　　餓計なこと・謂はん許りに酷評して居る。アメリカでもA．

　　Youngが一九〇二年に炭坑主と蓮搬人組合との聞に此種の周

　　盟を策しナニことがある。其結果、蓮搬入の賃金は從前より二割

　　を曝加することになつたが炭慣は爲めに四割も暴縢を來しナこ。

　　のみならす炭贋の暴縢に因リガスの供給が不十分になり、家庭

　　では嬰兇に牛乳を十分煮沸せすに飲ましたので、嬰見の死亡傘

　　が驚くべく暦加したと傳へられて居るo勢資周盟に關しては、

　　E．」．Smiもh，The　New　Tr乱des　Combina毒ion　Movemenちits

　　principlesand胚eむh・ds；Webb・Dem・or乱oyシB577驚Roberむ

　　Lie伽ann，Die　Al1撤1zen，Jena1900；Raynaud（A），p．155；

　　Schwittau，巳354獄タAdams　and　Sumnerンμ250£（New　Trades

　　Combillation）3同盟と協約との關係に’付ては就中H置glin，S．

　　42丘．参照。

（註“五）協約の分類に付き、ドイツの學者は概ね、工揚協約、地方

　　協約、中央協約（Firment＆ri£Lok駄1tari£N甜onaitar三f）の三

　　となし、これを前提として更に綱分する。就中、多く引用され

　　る分類はSc強all，S・24丘に掲ぐるものであるo今、その梗概を

　　下に紹介して置く。
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1工場協約（傭主は一人）

　（窃）當該職業の雰働者のみと協約するもの

　　（イ）　勢働者が個人名義にて協約するもの

　　（ロ）　一時的團結を作りて協約するもの

　　（ノ、）　傭主と勢働者とが共同して勢；働條件協定の目的を

　　　　以て協約機關（工揚委員の類）を設け之に依りて協約

　　　　するもの

　　b）　一兇叉は多蹴の勢働組合と協約するもり）、但、抱の勢働

　　　者も之に参加し得る

∬　地方協約

　（1）　φ庸主｛則に於ける嘗事1者の形態下の如し

　　（a）　協糸勺を締結しナこる｛庸圭のみ力零當事者ナこ一るもの

　　　（イ）傭主が個入名義にて協約するもの

　　　（ロ）一時的團結を作りて協約するもの

　　　（ハ）　永績的地方的團龍を作るもの

　　（b）協約を締結せる傭主を包含する地方的傭主團艦叉

　　　は其支部が嘗㌻考となるもの

　（2）　勢働者鰯に於ける嘗事者の形態下の如し

　　（a）各鯛人名義にてするもの

　　（b）　一僻的團結を作るもの

　　（c）勢働者團禮を作るもの

　　（d）　（インヌンゲンに在ては）從業者委員會を作るもの

　　　ドィツ職業條例九五條参照。余輩は之を以て協約と解

　　　しない、（前註一三、滲照）。

nl　大匠域に於ける協約（從來二種あるに止まる）1

　（1）　永綾的球酸業團暑豊が嘗事者ナこるもの

　（2）傭主側と勢働者測とが勢働條件決定の爲め共同機關
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　　　を設立すろもの（例・印刷業賃率組合玉

　倫ほHoxie，：P・265の分i類も参考になる。SehaHのは專ら當

事者を標準として居るので不十分と思はれるが、Hoxieのは下

の如く管轄、内容及び篭事者0）三鮎から分類を試みて居る。

A）。Types・fagreementacc・rdingt・sc・pe；

1．Loca1：sh・P，αa銑＆ndindus毒ry・

2．lnterllediate・rdi・歴ct：α・afも，，a1王iedcr誼．

3．Systemandindustry．

4．N我tion乱1：crafも駄ndi狙dustry．

　　　B）．Partiestotheagreement；

　　　　1。L・Ca1：（a）Singleempl・yerandSh・P；（b）1・CaI

　　　　emp1・yers・remp1・yers’ass・c玉我ti・na撮1・calcra危union・

　　　　2．Intermediate：（翫）localemp王oyers’associa七ion翫nd王oeaI

　　　　councilof我11iedcra負s；（b）syste溢・伍cers，alliedcra丘s

　　　　O£SyStem；（C）S聯em・f登Cers＆・1der娩・rganiSatiOnOf

　　　　system；（d）（mp1・yers・fdlstricむandd1s七ricい1Di・n

　　　　org乱11圭saむ量o几

　　　　3．Nationa1：（乱）nationalemployers’associationandtぬe

　　　　nation我hmion，caftorindustr玉a1．

　　　著者は大膿必上ご氏の分類を参酌して、本論の目的に最も好

　　く副ふと信する分類を試みたのに過ぎぬ。

（銭一六）この匠別はPa膿】，鼠S。263，268．に見ゆるもの、爾來、多く

　　引用されて居る。特定協約は幾分稀であるとは氏も認めて居る。

　　不特定協約は寧ろ普涯なれども（蓋し實質上の團龍協約も法律

　　上團艦の法入化が許されぬとせば、結局不特定協約と同一にな

　　　るからである）其法律上の敷力に付ては大に雫ひがある。後を

　　看よ。
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（註一七）此錨は夙に認められて居る。Lotmar．Arbeiむsvert餓9，1鼠

　　7653Wδlblin昂S350（suk7essi▽er　Ver幅gsschluss）．

（註一八）　Hoxie，p。256（are乱of　compeむition〉

（註一九）前註五、滲照。

第四笛　協約の内容

　或は螢働協約の内容に關して先天酌の割當を爲すものあり

（註一）。或は協約の内容に關しても要素的のものと然らざるも

のとを論するものあれども（註二）。倶に旨繁に中たらぬ。蓋し

協約の内容は事實上大膿に於ては相通すれども、多くは之れ成

約當時の實力關係に因りて決定されるのであるから、特に内容

を豫定し乃至その要素非要素を論するの蝕地を存しない。從て

諸家の協約の内容を例示し又分類するや必すしも蹄一しないの

である。

　然れども今、本研究の目的よらせぱ、大要、次の如き見黙に立

ちて、協約の内容を分類するのが姜當と信する。帥ち、第一、協

約が勢働に關する李和的規範たるの實を明示し得べく、第二、協

約を法學上より取扱ふ揚合に最も便宜となる如くに分類するに

外ならぬ。而して法律上特に問題となるは、（イ）協約より生す

べき権利義務は當事者たる組合そのものに離属するや、將た各
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組合員に離属するやの鮎、（・）その義務は作爲を目的とするや、

將た不作爲を目的とするやの黙、（ノ・）協約の内容が公序良俗に

反するや否やの黙等である。

　以下に如、上の目的に比較的好く副ふと認めた分類を掲げて之

に略説を添えて見やう（主としてSinz：heimer，ArbeitsnormeB－

ve橘rag，Tei11，S．30f£　に擦る）。

　螢働協約の内容は先づ大別して三と爲し得る。其一は協約自

禮に關する規定にして、例へぱ協約の始期、終期、豫告期間又は

更新、加入に關する規定の如し。其二は綜合的勢働契約に關す

る事項を便宜上、協約中に牧めナこるもの、例へぱストライキ又は

・ツクァクトを壌止して就業叉は雇入を爲すべき期日に關する

規定、ストライキの爲め一旦解雇せる職工を再び雇入るべき旨

の規定の如し。これ等は直接に雇傭契約叉は其豫約を爲すに外

ならすして、或は各勢働者直接に、或は組合が代理人となり又は

第三者の爲めにする契約の形式にて成約するものである。從て

特に協約上の問題とするに足ら漁（註三）・其三は協約の核心を

爲す勢働規範にして、更に分れて第戦勢働に關する規定と、第

二、李和に關する規定との二となし得やう。

　第一、勢働に關する規定　　此規定にも（一）一一般就勢の繭提

となるも而かも個々の勢働契約の内容とならざるものと（二）個

々のi契約の内容に關係するものとの二となるo

　（一）一般的勢働規定　例へぱ各傭主は協約に定め沈る詮衡委
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員又は紹介機關の手を経て雇入を爲すべ：しといひ（紹介機關

に關する規定）、』叉は各傭主は協約當事者たる組合勢働者のみ

を雇入るべしといひ、外國勢働者の雇入に蜀して欄限を購す

べしといぷの類にして、（勢働者の資格要件に闘する規定）徒

弟、不熟練職工、女工、兜董の雇入れに關する欄限、又雇入に封

する優先灌、選揮権に關する規定の動き皆之に属する。

（二〉特殊的勢鯵規定　近琶大工業に於ける作業組織は就業に

基く利害關係が、軍猫に各努働者一身に止まらす、作業の方法

組織如何に依りては、同時に他の岡勢者にも連紫的に域受せ

らるる二とが多い。依て特殊規定は自から細別して下の二と

なる。

　（イ）個人的規定　協約の主たる目的の一は、各勢働者の爲

　め可茂的有利なる螢働條件を與ふること、縫業規定の改善

　を期すること、更に冠験防止、工場衛生の實行を謀ること等

　に外ならの。依て下の如き規定を要する。

　　（乱）賃金就勢に關する規定　　賃牽、作業、勢働時間、勢

　　働形式に關する規定、賃金と勢働との比章其飽の關係を

　　示す規定など枚畢に蓬もない。

　　（b）指揮監督に闘する規定　　例へぱ何人が現場監督権

　　を有すべきか、叉その指令は終局的なりや否や、勢働者の

　　行動の自由、監督者が勢働者に封する言語動作な．ど、往々

　　神経過敏に類する規定までを牧めたのがある。
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　　　（c）危瞼衛生に關する規定

　（蟹）共同的規定　　共同的作業に於て多敷勢働者は、或は

　　物的に、或は人的に連槽の利害を戚傘る。物的利害の共同

　　とは、例へば多数人が同一フ）機械、工具を取扱ひ巧至同一

　　の場所にて就努し』叉は同一の物を製作加工する場合σ）如し

　　（物的共同規定）。人的利害の共同とは、例へば主工が助工と

　　共に作業し又は多敷人が協力して重量物を押揚げ又は運搬

　　するが如ぐ、其一人の未熟、過怠、失策は他の多敷人の危険

　　を醸し叉は仕事の失敗を招かしむべき場合の如し（人的共

　　同規定〉。

　第二、李和に關する規定　　勢働に關する規定は奮式の職業

組合的協約に於て其核心となれるも、新らしき勢働組合的協約

に於ては季和に關する規定が寧ろ重要親せらるべきである。挙

和規定は實際上、千差萬別なれども、大禮下に例示する如きもの

である。

（一）組合（交渉團騰〉の承認に關する規定

（二）實力争闘手段の施用に關する規定　　例へぱ協約存績期

　間中は當事者及び緯合員はストライキヌ1は・ックァゥトを爲

　さざ、・ること、工場委員の裁淡あるまでストラィキを爲さ㌔・

　るべきこと、協約に違反してストラィキを爲す者に封し組合

　は援助を與へざるべきことを規定する如し。是等を狡義の李

　和規定と穗する。
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（三）傭主側、勢働者側の協同に關する規定．　或は努働組合

は傭主の爲め職工を調達し叉は訓練すべきこと、或は協約の

保全の爲め勢働者組合を一層獲大して之を輩固ならしむ鷲き

こと、組合は組合外の傭主又は勢働者に封しても可及的協定

賃率を普及實施すべきことを規定するが如し。就中、勢働者

側に産業の決定樫を與へ乃至將來に於て賃率の決定、箏議の

調停、異議の裁決、協約の解繹適用等に付き協同委員を設定す

る規定の如きは、最も重要なるものである。

く四）協約の搬保に關する規定　　當事者たる各組合は、組含

員（傭主叉は螢働者）をして協約違反の行動を爲さやらしむる

爲め最善の努力を爲すべき規定、協約違反の場合し封する罰

用（組合に付ては損害賠償、組合員に付ては除名庭分等♪。両ほ

約墾加に關する規定も少くない（註四）。

（註一）一説に事業決定穫の題目を三分し、第一は生産目的の決定、

　　第二は生産方法の決定（材料、技工・勢力）第三は生産に於ける

　　人的要素を利用する條件の決定（工揚の温度・通風、其他の衛生

　　設備、勢働の密度、時聞、賃金）となし、現行自由契約の下に於て、

　　勢働燦件を約定するに営ては、以上第一、第二は傭主の決定に

　　專属すべきものにして勢働者の容味を許さす、之に反して第三

　　は募働者も當然決定に参與すべき題目となす、故に協約の内容

　　も此第三を牧めなければならぬと（Bren亡ano，Reakむion　oder：R色

　　fbrm？S．47－48）。併し此三分詮は假令立法論としても爾ほ疑

　　問に属する、況んや現實の協約運動に於ては葛事實力の大小、
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　　ヨ蓑境の如何に依りて決定せらる・ものなるが故に、先天的に何

　　が協約の支配内に在り又支配外に在りと論定するを得ぬQ第三

　　の題目の多くは今日勢働立法に依り強行的に規定されたものが

　　多い、從て論者の如くでは協約の敷用は饒に大孚を殺がれナここ

　　とになるであらう。又第一、第二の題目とても現に協約に依り・

　　て勢働者に決定滲與穣を認めた例に乏しくない。其他の批評は

　　：Lotm翫r，Tarifvertr乞ge，S．11Eに譲る。

駐二）多くは協約の主素（Wesentliche：Bestimmunge11，：Kem，noyau〉

　　と從素（Nebenbestimmungen，Rahmen夕ellveloPP3protectrice）

　　とを覇別する。此瓢は通説なりとして、然らば何を以て主素と

　　なすべきかの錨に至ると議論が岐れる。i通説は賃金其他勢働契

　　約の内容を構成するに適する事項即ち個人的利盆に關する規定

　　を以て主素となし、衛生設備、雫闘制限に關する規定など專ら團

　　結的総醗的利盆…に關するものを以て從素と爲す（：Lotmar，Run

　　ds掘h，Kδppe其他）。少敷説は争闘制限、即ち卒和に關する規

　　定を以て主要素と爲し、弛の事項は必すしも協約に牧容するを

　　要せす叉現に之を含まざる協約もあると論する（H亘91in，S43

　　Wδ1bling，S。306登1∫S⑳melzer，S。102）。或は日く、軍和規定

　　は勢働規定を協定する結果生するξ、の、更に言はや勢働規定が

　　協約の内容にして李和的敷果は唯其目的に外ならす、されば協

　　約の内容としては勢働規定を珍て必要不可訣のものとせざるべ

　　からす、若し之を談くときは、假令軍和規定を備ふるものと錐

　　も、未翼之を以て協約と爲すに足らすと（Htleck，S・18理）、、按

　　するに少藪説は協約を一名軍和的契約（：Friednsvertr鞭）と呼ぶ

　　の習俗に堕するの嫌ひあり、之に反して通読も亦鰯約を一名賃

　　率契約（丁我rlfver飴9）と構するの慣例に淫するの嫌ひあり。余

　　輩は立法論として以．ヒニ者を倶に含蓄する、一屠汎き意義を探
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　　用し、協約は勢働に關する李和的秩序を協定すると解するので

　　ある。蓋し雫和規定のみありて勢働條件を定めざるは是れ敵な

　　きに矢を放つの愚といふべく、而かも雰働條簿のみを定めて實

　　力雫闘を制限せざる如きは、是れ脇約そのもの・自殺に外なら

　　ぬ、固より或は輩に仲裁又は調停機闘フ）設置のみを目的とする

　　取定めもあらう・傍しこれは寧ろ現存叉は將來の賃率契約を豫

　　料せる一の別約叉は協約の一部と解するを珍て安當と信する。

　　叉、李和規定の存せざる賃率契約とても、解繹上、李和規定を

　　包含せるものとせざるを得ぬ。之に反して特に李和規定を排斥

　　する旨の賃奪契約ありとせば、無意義のものと噺寅るの外ない

　　のである。

〈註三）Lotmar，Arbe1tsvertrag，1．S．760f£も協約の内容を三分し

　　て、←一）過渡的規定（もr翫nsitorisd虹e　Best1mmungen）（二）協約其

　　ものに關する規定（三）勢働契約に闘する規定とする。此露に掲

　　けナこる綜合的勢働契約に臨する規定の如きは、之を過渡的規定

　　に属せしめてゐる。因みに勢働契約の形式は逼常、（一）當事者

　　適用腿域、管轄事項、存綾期甥其地の総則的規定を表示する部

　　：分（前文pr銀mble）と（二）勢働條件に關す⇔もの、即ち賃金酵聞

　　に關する取定めよりして凡べて読業、支彿に關する技術上ノノ條

　　件叉は項目に亙り精緬なる規定を包含する部分（立法的規定）と

　　に分かれる。更に嚢達せる協約は・営上の外（三）協約♪解繹に

　　關する部分（司法的規定）（四）協約の實施に關する部分（執行的

　　規定）歩も包含して居る、、

〈註鰻）勢働者闘の立県よりすれば、勢働蓮動の題目は可及的多敷に

　　協約中へ牧容せられんことを欲するわけである、如何なる題目

　　力・大龍要求されつ・ある魍よ、E・xle，P。397重i二APpe紬∬1P

　　（三V涯）eln撒dsの記述が簡明である。禽ほ各種の協約に關する
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雛形は、巻末に掲ぐる滲考材料の外、下の手近かな著書中に就

いて一斑を窺ふことが出來るQ　Ashley，A礎lus伽el1も；Gilman，

Indus伽1pe島ce；：Boos，Ge鰍mtarbeitsver伽9；ドィツ肚會改良

組合炉作成せる協約書式は（Vor臨ge　fUr　Arbeitstar1飾ert城ge，

翫usgearbeite七v・nderGesellscha銑飯S・zi貞1e：Re伽m，7．M泓i

1908多Hueck，S．202（An1乱ge　IIL）に轄載してある、好参考材

料になるであらう。



　　　第二章　協約に關する學説

　　　　　第一笛　序　　説

前章に於て、勢働協約に關する事實問題の大要を提供して置

いた。依て今、この事實を法律上如何に構成すべきか。是れ勢

働協約に關する法律論である。從來、諸家の協約に關する法律

論は、殆んど例外なく一部の立法論を包含せざるはないが、而

かも大騰論としては之を二種に囁別し得るやうである。其一は

現行法を以て姑らく協約の構成に支障少なきものと爲し、その

幾分の不備鉄照に劃してのみ補充的立法論を試みるもの（解繹

論）其二は現行法を以て協約といふが如き新事實を取扱ふに堪

へざるものと爲し、寧ろ新法理の按出に志すもの（立法論）帥ち

是れである。而して以上二種の態度の外、初より立法論を試み

乃至立法の草案を提供せんとする態度のものも少なくない。街

ほ立法問題に付ては後章に於て特別の紹介を試みやうと思ふ

（註一）Q

　本章に於ては、螢働協約の法律的構成に闘する從來の論箏を

極めて簡輩に紹介し且論評せんとするものである。これは後章

協約の法律的構成に關する卑見を論述する前提となるべきもの

にして、形容して謂へぱ後の顯正門に封する破邪門となるに外

ならぬ、從つて本章に於ける紹介及び論評の範圃程度にも爵か

ら薙艮リカ書あるわけであるo
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　本章に於ては便宜上、上に違べたる解繹論を主として取扱ふ。

蓋し立法論は後章立法問題と併せて別に紹介批判するを以て便

宜とするからである。

　勢働協約に關する從來の解繹論は、奇髄にも、大騰に於て私

法、特に民法の根．擦に立つて居る。此旨を特に明言言るものも

少なくない。是れは恐らく勢働協約が嘗初契約の形を採リセる

上、更に経濟上の自由主義が影響したものであら5。

　この私法的解繹論は果して成功し泥であらうか。詳細は段々

と申違べるが、今、其結論を掲ぐれぱ、形式上では或る程度まで

成功したと謂へるやうであるが、實質．上からは結局失敗に維つ

て居ると断ぜざるを得ぬ。鼓に形式上の成功といふのは、要す

るに從來の私法的諸概念を以てしても一慮は解繹がつくといふ

に外ならの、併し協約本來の目的に照せぱ、斯の如き概念の遊戯

は、殆んど登く正鵠を得て居らぬと思はれる、是れ實質上の失敗

と評する所以である。

　前章に略叙し抱る如く、勢働脇約の目的は（勢働者側よう見た

る）第一に勢働者階級の共同的利盆を増進するに至り、これ階級

的組合の主眼とするところ、而してその利盆を代表して之が實

現の任に當るものは、各個の螢働者にあらすして、嘗に勢働者親

合そのものでなければならぬ。此黙からすれぱ、勢働蕎組合は凡

ての場合を通じて、協約の主醗とならざるを得鳳。然れども協

約の目的は第二に、各螢働者の個人的利盆の壇進に存する。就
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中、賃金、時間、仕事などに關する事項は縄合自からの當該し得

ざる問題にして、嘗に各個の勢働契約の内容となるに因りて始

めて其功を奏すべきものである。固より各勢働者の勢働條件の

良否は、麺いて維合全騰の共同利盆にも重大なる關係を有する

に相違ない、而かも直接に利害の衝に嘗るものは、何としても各

個の勢働者に外なら識。鼓に於て、各勢働者も亦協約の主髄と

して、少くとも其個罰的規定の適用を受けざるを得ない（註二）。

　次に協約は勢働に關する規範を協定するものである。されば

第一農に於ては、協約當事者たる組合及び組、合員に封して普遍

的に適用さるべく、之に反して若し経合員が任意に協約違反の

行動を爲し得るものとせぱ、轍ち組合内部に於て不正の競業を

生じ。爲めに協約は途に其實敷を失ふことになる。この瓢に於

ても協約は、輩に組合のみならす、各縄合員をも拘束しなければ

ならぬ。茄之、協約は第二段に於て協約外の第三者に封しても

可及的その敷力を及ぼす必要がある。殊に新式の開放的協約に

於て然りとする。此黙に於て考量に入るべきは、第一、協約嘗事

着に非ざる傭主及び勢働者に封しても亦協約の敷力を及ぼすべ

き根擦ありや如何。第二、一たび協約の拘束を受くべき地位に

在りたるも、後疑その地位を脱却したる者に封して、更に協約を

適用すべき根篠ありや如何、この二黙である。

　以上の諸黙臓、私法．上の観念を以てしては洵に解繹に苦しむ

ところにして、從て諸家の見解、頗る相綾れて居る。若し私法上
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の法律關係は詮するところ個人的關係に還元さるべきこと、及

び私法上の拘束は、法律の規定に依るものを除く外、一に法律行

爲、就中契約に因らざるを得ざる・制約なるにも拘はらす、協約の

事實は上來屡々述べたる如く、大量現象として合同的取扱を必

要とし、從來の如き個人主義的立場に在る契約法を以てして、到

底その面目を登揮し得ざる事情があるからである。

　加之、假りに協約を法律上構成して契約と爲すも、因で生する

當事者間の法律關係は、之を輩なる債権的關係なりと見て可な

るか、或は協約的契約に於ける第一段の敷果は、寧ろ規範設定

に在り、その或る債権關係を生するは輩に其從たる敷果に過ぎ

ざるなきか。或は之れと全く異なり、初より規範的敷力のみを

生じ、協約違反の勢働契約は當然無敷として、特に違反除去の爲

めの債権關係を生するの蝕地を存せざるに非ざるか。或は更に

今一歩を進めて、協約違反の勢働契約は當然に協約に適合する

契約に置き換へらるべきか。是等は次で起るべき難問題にして

是れ帥ち協約法論に於て有名なる『協約不可侵論（5盤b魂ngb一

鉦ke均の焦黙なりとする。

　之を要するに、從來の協約法論の中心鮎は、第一協約の敷力が

其正面σ）當事者以外の者にも及ぷべき必要あるに拘はらす、私

法上之を説明するに足る根擦を螢見するに窮したること。第二

協約は規範的敷力（絶封的敷力）を具有すべくして、而かも私法

上の契約を以てしては、此織を十分に徹底せしめ得ざりしこと。
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この二鮎に蹄着するやうである。以下、節を分ちて是等の諸鮎

に亘り、稽や具騰的論評を試みやう。

（註一）　イギリス、アメリカに協約法論の存しないのは別に怪しむに

　　足らぬ、蓋し爾國では協約其他これに類する契約は久しく生業

　　自由の制限（resεr乱1n血of伽de）なる理由の下に無敷とされたる

　　のみならす、一八七一年の法律では特に協約上の訴椹を認めざ

　　る旨の規定がある爲め、協約法論は無意義になるからである、

　　但、立法論は必すしも縄無でない。されば協約法論はヨーロツ

　　バ大陸の專有物たる観がある。フランス、季ザーランドでは十

　　九世紀末から協約法論が行はれたが、是等の議論は多く無批判

　　に民法論を借用するもので、中には協約無敷論を爲すものさへ

　　もある（Eysse11，Themis，1905NL］，7鑑3Planio1，Tr乱it6

　　616men面re　de　droi右civi1，II（1905）NL18381Richard，L，or－

　　ganisaもion　collective　du　trav乱i1，143）、唯、當時出色の研究は

　　R町n島ud，：Le　eontraむeollecむ1f　deむr乱mi1で、學詮としては第

　　三者の爲めにする契約読で特樗に値へしないが、研究そのもの

　　は大に償値あり、ドィツのLotmarに比すべきものであらう。

　　ドィツではBrentanoがイギリスの勢働組合を紹介してから漸

　　く法學者の注意を惹いたが、それが始めて纏つた研究として登

　　表されたのはLotm乱r，DieT頷f▽er甑gezWischenArbeitgぱ

　　bernunδArbeltnehmem（Arcぬiv£sozialeGesetzge乱ungu．

　　Stat玉stik15，S・1fr）であるV、氏は爾來、協約法論の開阻とし

　　てドイツ以外で｛）隼重されて居るが、氏が學罫に投じた問題は、

　　所謂協約の自働作用に外ならすして、恐らく是れはイギリスの

　　實際（Webb・DemOGra吼準214登1滲照）かう得て來1ヒ思想で
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あると思ふ。而してL、氏は自から引断つて居る如く、協約を

私法上から取扱つたので巳協約を一の契約と解し、其富事者は

各傭主及び各勢働音となすの結果、所謂代表読なるものを提出

し、その自働説と倶に學、界に波瀾を起こさしたので3）る。ドイ

ツの學説は多く批制的にして、假令、私法論を試みるものにて

も、一面に於ては協約は特種の法的現象たることを認め、新法

理、新立法の爲めに意見を述べて居る。例へばKoba七s曲，S・7援

（協約は往昔ツンフトのルネサンスにして、從來のローマ法的個

人主義の法的観念より脱却して合同的肚會法的公法的観念に進

まねばならぬと説き）Weige1む，S・687（解繹論としてはLot鵬r

の如く特殊契約説を探ると錐ども、協約の實膿は公私法を包含

せるものなりと説き）H萱glin，S．75E（法律が協約を承認する

といふこと㍉協約が法的憺保を有すといふこと・は同一でな

い、法的承認は協約を一制度として規定するに在れども、是れ

は必すしも望んで得ぺき二とでない（Runds七ein（A）．S。8も同

様な見解を持する入されば法的旛保が如何なる程度まで行き届

き得るかを研究するに止めると論じてゐる）。其他Baum，S．

285；Sha11，S．199．；Wδ1わ1三ng，S．272Eなど敦れも同檬iの態度

を持して居る。之に勤してLotmar，Rundsもein，Sinzhe圭mer（A）

などは寧ろ解鐸論を以て一貫し殊にSinzLeimerの如きは解繹

論としては形式上大に成功して居る、．又Loewenむ圃の如きは

特に協約の解繹に關しては現行法を以て足るぺく現獣を憂更す

る必要なしとまでも噺じて居る（S・116）。併し以上の諸家を通じ

て、敦れもドイツ職業條例一五二條二項の規定の撤慶は、協約

の法的澹保を曾進する上必要であると翻じて居る。但、團結椹

に關しては多少別個の意見を有するものもある（Scllmelzer，S．

134登1）。
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　　　以上に反して現行法を以て満足せす、初より新法理の建設に

　　努めたものもあるQ例へばSillzheimer（B）の如しQ氏は先には

　　解繹論に努めて大に成功したが・到底・協約の眞趣に副はざる

　　を嚢見し、新に杜會法の享場より研究を蟄表したのである。そ

　　の他、スヰス法の解繹論に囚みて新理論を試みるもの（BoOS）、

　　フランスの新法人論を借用して私法上、別天地を開かんとする

　　もの（V玉sscher）などもあるQ倫ほR1mdstein（A）・S。13f£参照。

　　　若し夫れ協約法草案に至ては固より前例に乏しくない・その

　　中、私案としてはRosenLhal，D1e　gesetzl1che　Regelullg　des

　　T我rif▽ertr翫gs（丁荘bingen1908，αusderFestgl・be魚rL乳band〉

　　RoberむSc亟midむ，Entwurf（Sozぬ1i誌15che　盛一〇11atshe銑e，1908，S．

　　4993Sulzer一：Lotm乱r，：Entwurf（ausgearbeitet　in　Au伽ag　des

　　Zentr飢komitむees　des　schweizerischell　Gr肢tliverelns，Soz。pr．S

　　349登1，Wδlbling，Entwurf（Archiv蔦S。，29，鼠892E）l

　　Sinzheimer，Entwurf（Arbeitstar量亀esetz，鳳2／3f£）などがあるQ

（註二）或は各勢働者の個別的利盆を以て寧ろ協約の主要目的と爲

　　し、而して組合の糖禮的利盆の如きは、輩に從たる償値を有す

　　るに過ぎざるものと論する（Rundsもeh1（C），S・230f£）、併かし

　　此説は氏が固待せんとする代表説を曲庇する爲めにするものに

　　して・固より僻見ナこるを発れぬ）尤も氏は以前の代表詮を棄て

　　て結合説を探るに至れる爲め、纏艦的利盆の瓢に付ても多少の

　　考量を蓮ぐらしてゐる。自家撞著である。協約は組合と組合員

　　と双方の利盆を保障すべきもので、少くとも進歩せる勢働組合

　　の協組二於ては斯く解せざるを碍ない。但、此事と魑別すべきは

　　協約嘗事者の何人なりやの黙である。協約は総盟的利盆のみな

　　らす個人的利盆をも保障すると錐も、爲めに各個の勢働者も亦

　　自から協約嘗事蕎となるべき結論（結合説0）主張する如く）は
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生じない。然るにRundste1n，a．風αが利盆の黙に差等を設け

んとするは、要するに、此間の塵別を忘却せる爲めかと、恩ふQ倫

ほ、フランスの判例は（協約に關する新立法以前の）、嘗て協約

上、個人的利盆の爲めにする訴櫃じ）みを認め、組合が各組合員

に代りて、之を行使することは、穫限外である（Nul　en負雛e

ne｝）laide　P躍procureur）と判示したことがある（Cass。フler驚br・

1893，S．，96，蓑，329）、傍し、之に反して組合の爲め固有の訴穫

を認めたる判例もあるので、此判例に依れば、少くとも組合は

無形の利盆を有し、將來に向て協約違反の行爲を慶止すぺき旨

の講求を爲し得るものとなし、從て訴訟費用は被告たる傭主の

員権とすることにして居る（D6cis三〇nαutri加nabivilaeChoieむ

du12fるvrier1899）Q無形の利盆を認めながら、有形の損害賠鴬

の請求を許さざる黙は、首肯し蒙ねるが、個人的利盆と倶に総

罷的：利盆1をも認めたる趣旨だけは是認しなければならぬo

第ニン節　　協約の敷因

　第一、法的数力否認論

　勢働協約は嘗初」以來、久しく法律上乃敷力を養怨められす、箪

に営』事者の實力闘係、理解協調、其飽、の事由に囲り丸旛保せらる

る事實上の拘束力を有するに逼ぎなかつた、而してヨー・．・｛大

陸にては二十世紀初葉より以來、特別立法手績に依ゆて、漸次、

協約の法律化を見ることになつたが（註一）。イギヲス及びアメ

リカにては、術ほ依然として薦態を改めすに居る（註二）。協約が
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初めイギリスにて法律の外に置かれたるに付ては種々なる理宙

がある。就中、其主要なるものは、奮來の法定賃金剃の復浩が絶

望となれること、法制が勢働者の團結を禁止したりしこと、及び

イギリスに於ける勢働組合が有力にして協約の實数を維持する

に付き遺憾少なかりしことである（註三）。十九世後傘に於てイ

ギリスも亦職業團騰の成立を適法のものとし且登記を要件とし

て是等團鰹の法人格を限定的に認めたが、協約は依然として法

律上の拘束を付與せられすに居る。蓋しイギリスの勢働政策は

協約其魑螢働に關する合同取引を以て、當事者たる職業團騰の

：私事なうと解し、寧ろ其自治に一任するの姜嘗なるに如かすと

爲す『もの＞如く、唯、遇々公盆上、特に國擢の干渉保護を必要と

するものに限う、其都度、特別の勢働立法を爲すことにして居る

ヵ》らである（註四）o

　之に反しヨー・ッパにては、イギヲスの如く、協約に封して訴

権を認めざる旨の規定なきが故に、協約に關する事件も通常裁

判所に提嵩され、兎に角、その裁判を維來た好aる事情あるのみ

ならす、元來、法典國たる氣盤に富むこδて、夙に協約の法劒

化に付て政府及び法律家の食指頻参に動くものあり、さてこそ

イギソスと異なる塁藩趨を見るに，至つたi欠第である（註五）。　併力｝

しヨー・ッパにても二十澄紀の初頭までは、裁判上に於て協約の

敷力が疑はれ、それが大髄に於て、有敷のものと淡定されセる

は、比較的績しきことである（註六）。されぱ當時、學説としても
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協約の法的敷力を否定せんとするものが少なくなかつた。

　協約の敷力否定論も、一般的のものと場合を別ける者との二

穣がある。一般的に否定する者の論擦も必すしも一榛でない。或

は協約蓮動の事實に偏して法的敷力を否認するもあれぱ（註七）。

協約當事者の意思表示に基いて之を輩なる紳士協約に過ぎすと

解するものもある（註八）。倶に観察の姜當を敏ぐやうに思、ζ・。

若：1、夫れ、協約は嘗事者間に直接榮働に封する権利義務、部ち

債構關係を生ぜざるが故に、契約としての敷力なしと断するに

至ては、これ明かに概念の錯誤である（註九）。又、フランスの裁

判所は、イギツスの普通法の如く、協約中の規約が、公序良俗に

反するの故を以て屡々之を無敷としたことがある（註一〇）・　そ

れは今日とても鴬然なことで特に論するに及ばぬ。

　協約α）敷力を一般には之を有敷とするも、かの不特定協約の

如きは，現行私法上、之を有敷とすべき根擦なしとの理由を以

て、その無敷を主張するものもある（註一一）。此見解は、必すし

も不當でない。

　按するに、協約の法律的取扱には自から二檬の態度を塵別し

なけれぱなら露。其一は現行法に照して協約に法律的構成を與

へ
、

之を以て満足ぜんとするもの。其二は協約の目的に可及的

適合すべき法的構成を登見するに努め、必すしも現行法の制約

に累せられざるもの、帥ち是れである（註一二）・以上、いづれの

態度も相當に意義が透）ると思ふ。唯、前者は説いて必すしも十
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全を期せす、又之を期し難きあり、之に反して後者は説いて十全

を期すべしと錐も必すしも現行法上首肯を得るに至らざる黙が

ある。而して協約の法的敷力否定論は、猫り前者の態度を持す

るに於て、一部の理由を見出し得るに止まる。而かも全然其敷

力を否定するに至ては、協約法論の自殺に外ならぬ。のみなら

す、近時の學説は皆な協約の有敷なるを説くに多少とも成功し

て居るのである。

（註・一）　ヨーロ．パに於ける協約の法制化は、、一九〇〇牢三月ニンー日

　　ジューヴ法が、蓋し嗜i矢であらう。爾後、一九〇七年にはオース

　　トア職業條倒の改正あり、一九一一年にはスヰス債務法の改正

　　あり、倶に協約に關する新立法を牧めて居る、一九一八年のド

　　イツ法、一九一九年のフランス法に付ては前に述ぺたQ爾ほ立

　　法闘題は後章を看られたい。

（註二）　イギリスー八七一年法の規定及びアメリカに於ける協約の法

　　的地位は蔑に前註に略述して置いた。イギリスにては其後一八

　　七一年法の協約に關する規定は毫も憂更されて居らぬ、のみな

　　らすRepor右of七heRoJa1ColumissiononLabour1894）は「現

　　在に於て協約は事實上のものとして勢働者及び傭主の團膿の闘

　　に締結さる・こと多きが、奈何せん是等屡膿落法人絡を有せす

　　して協約違反に勤する損害賠償を講求するに虫なし」と説き、十

　　九名の委員中、八名は少敷意見として、現行法を有利に改正し

　　て職業諮團艦がゴ律上有敷なる契約を爲し得るやうにゼざるぺ

　　からすと述べて居る・固より團膿1に完全なる人絡を認むるを要

　　せす、唯、少くとも協約を強制する目的に向てのみ之を法入とす
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　　ぺきのみと附言してある。而して此少嶽委員中にはSir艶de－

　　rick　PoIlockも居たのであるカ・ら、以て以上の見解の正確なこ

　　とが裏書されやう。要するに當時に於ては、如何なる訴も職業

　　團禮に封して提起し得すといふのが、委員全部の見解であつた

　　と見える。

（註…蒙、十八世紀頃に勢働組合は自家の爲めDOc価ne　of　Vesむed

　　Inもerestsなる見解に支醍せられ、政府及び議會は卒先して組合

　　の規約を働行すべきものと信じたるも、十九世紀に入りて鍔働

　　者の蓮命は：Doc面11e（f　SuppIy　and　Demaaldを以て支配さる

　　べきものと解ぜらる・に至り、彼等はCollecむiveB鍵g訊ining

　　に濱り亦國家の保護干渉を仰がすなりしのみならす、法律は勢

　　働者の團結を禁じ、E待つに刑罰を以てし、國家は寧ろ彼等の

　　敵となりしが故1二、鍔働問題に付ては國家が可成干渉せざらん

　　ことを欲したのであるQ後、勢働問題に於てHumanismが起

　　り、從て1）octぐine　of　Living　W鰭eが之を支配するに至り、勢

　　働組合は杜會全般の立瘍より公卒なるC（）mmoll　Rulesを各職

　　業に樹立さるべき二とを期し、始めて其程度範園に於て國家の

　　干渉を是認することになつナこ（Webb，DemQcracy，強・596E）、

（駐麟）一八七一年法第四條四號の立法理由を最も鮮明に言現はした

　　剃例がある、日く「蓋し立法者の意向は組合の内事（inむemal

　　a撒●rs）は職として組合員自から内に在て慮理すべく、敢て組合

　　員内部の規則を強制する爲、裁判所の手を煩すべきに非ざるも

　　のと爲したるや明かなりJ（M我tLew，LJ．，fnYorkshireMiner

　　s’Associ8もion鉱Howden，19031KB．3081c£Greenwood，

　　LF59鐵）。此態度は其後とても格別憂更されて居らぬ。現に

　　勢働孚議常設仲裁機關の設備を勧告したるWhi乞1ey　Commi伽e

　　も附仲裁及び仲裁‘岡噺に勤して彊制的分子を加へることに反勤
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　し、仲裁間断及び協約の履行は法の制裁に依るよりも寧ろ當事

　者の和協理解、從て道義的責任感の櫓進に依りて之を罎保に若

　くはないと論じて居る（R・Mleeker，：British　Joillt　Indusむrial

　Counci1，P。40）、されば此委員の働告に基いて翻定されたInd。

　usもri批1Court　Acも（1919）も其裁判所の決定に蜀して強制力は之

　を認めて居らぬ（同法三條三項）。併し賃金問題を全然嘗事者の

　自治に一任するに非ざるは勿論にして・坑夫に關する規定の如

　きは可成り古くより制　され目．敷回の改正を経て居る（Coal

　M圭nes　Acts，）、のみならす近く其最低賃金法も制定されて居る

　（C・a1Mi【｝es（皿ln量mumWγ我ge）・Acむ，1912）。殊に近來1講働

　　組含のない弱小饗働者階級の爲めに保護規定を設け・結果に於

　　て強制的協約法と同一な数果を敗めんとして居る（例へば・

　　Shops　Acts，1911，1912，1913；特1二The　Trade　Board　Acむ，

　　玉909）。乃ち勢働組合が濁力にて問題を決し得るものは公盆上

　　の制限を除く外、本則として組合の自治に一任し、組合制度に

　　依り難き揚合には協約法を充當して居る。此4ギリスの立法攻

　　策は頗る鴬を得て居ると思ふ。協約の法制化は・反面に於て勢

　　働者組合の未熟微力を語るものである。イギリスに一般的協約

　　法の存せざるは、必すしも野働立法の不備ではないといふ黙に

　　荘意せねばならぬQ

盤五）特にフランスにては協約は可成り古くから通常裁判所・殊に

　　最高裁判所（Cour　de　Cass甑on）の裁ど隙こ上つて居る。特に古き

　　例は十六世紀（フランソアー世の朝）Lyon　とP飢isとに印』刷職

　　業のストライキあり、一五三九年國王は最高裁判所（P翫rlemel1む）

　　に命するに、Lyonの印刷職工組合が地方裁判所の判決に野し

　　て組合の爲め提起した上訴を受理すべからざる旨を必てしたこ

　　とカ～ある、蓋し當時最高裁2岡所は印刷職工組合0）爲め訴を受理
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　　して居たからである（Laronze，P・66e亡鼠）。ヨーロッパ諸國では

　　政府の計護したる協約法の草案は殆んど各國ともにある。特に

　　　フランスでは数種の政府草案がある。後に述ぺやう。

（蝕霞）　フランスでは一八八四年の法律1二依り、職業團罷は・略ほイ

　　ギリスの一八七一年法と同じ要件の下に陶じ法的地位が認めら

　　れたが、同法の立法理由書其他の書類に照して、勢働組合が各

　　組合員の爲めに協約を爲し得ることは殆んど疑ひなく又協約に

　　因りて傭主、勢働者間に拘束力を生することも判例上之を認め

　　得るやうである（Moissene右，P。133多Pic，1禽is1瀬on，P．328）、そ

　　　して是れは既に十九世紀の末頃の事例である。但、協約に囚り

　　組合自身も濁立の訴灌ありや否やは・判例上、全く曖昧であつ・

　　ナこのである（Moisselleむ，P。137e鼠）稀に之を認めたる・判例あれど

　　　も（Moi総eIIe亡，P．145e施）大勢は之を認めなかつたやうである

　　（M・lssenet，P。151e七s3Rayn翫ud（B），P・185；Pi・，：L6gi81ati・n．

　　P．331）。フランスでは爾來、此大勢を以てヨー馬パ戦撃の時

　　代まで推移したのである。ドイツにては最高裁制所（Reic塾sger一

　　量cht）に協約が繋魁したことが少なく殆んど見るに足るべき判

　　例もないさうである（Hlueck，S・9）、…然かも二十世紀初頭の或

　　　る饗剛橘昭（Reichsarbeitsb1ε』tt，Hefb　l　des2ten　Jahrg乱ngs所掲、

　　　惜むらくは年月日を逸するも、事件は一九〇三年としてある）

　　　は、勢働契約の當事者が、契約の際、別段の意思表示を爲さΨ

　　　りしときは、協約の規定は慣例として、其契約の内容を決定し

　　　得ぺし、但、協約そのもの及び其主たる義務は嘗然敷力あるに罪

　　　す、唯、慣例として敷力ある旨を判示して居る（H茸9三in，S・248f£）

　　　其理由の大要に日く、協約は翫存の努働契約に定めたる條件を

　　　落來に向て無敷に露せしむる敷力なし㌃何となれば契約白由の

　　　原則は類の郊き個人間の合意を以て慶止すること能鱈ざればな．
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　　り、叉組合の機闘が定款に基き、各組合勢働者の代理入として

　　協約を爲したりと見るも、其協約は、内容の鶏何に拘はらす、

　　組合員の行爲能力を制限する如き大なる意義を有すぺきにあら

　　す、類の如く個入の協定を以て行爲能力を劉限するは法律に違

　　反するものにして、そが各個人間になさる・と將た組合聞にな

　　さる・とに依りて匠別あることなしと（H豊91in，S24・9）。ドィツ

　　帝國裁判所が本則として協約を有敷と認めたるは、蓋し一九r

　　O年のことに属する（EntscL　des　R．（｝．v．20．Jan．1910Z．巳

　　LXm　NL23。一GierkeフWuTzeln少S66Anm。2．）。

（註七》オランダ認ランスに此種の見解がある、或は協約は當事者

　　間に給付σ’擢利義務を生ぜしむるに非す、郭ちnec（ssitas　pr盆e

　　stationisを鋏くが故に、契約としての敷力がないと論じ（Ey・selI

　　T五emis，1905NL．1，79f巳）・或は協約は元と法律的意義を有

　　せす㍉專らストライキやロツクアウトの如き甲闘手段に依りて

　　強割さる・ものであると説く（Plallio1，Tr謡6616a1（）n重漉檜de

　　droiもcivi1，II（1905）NL838）。

（註八）例へばドィツ印刷業協約は當初嶽來、脇約ilo）事件は裁判外

　　に於て和衷協同以て之を解決すべき政策を立て・居ナこが、一九

　　〇六年の新協約中には、此事を明定し「雰働組合に劉する訴は

　　その勢働者よりすると、傭三1…よりするとを問はす裁判所に依り

　　て裁剃せしむることを縁す、その組合の不法行爲に蟹して組合

　　員叉は役員に謝し組合員より起すべき訴に付き亦疑じ」として

　　ある。これに類する規約はイギリス、アメリカなどにも散見し

　　て居る。（Kδppe，S・158）依て或は之を理由として協約の紳士協

　　約たるに過ぎざるを説くものもある（Schall，鼠173猛）。併しこ

　　れは所謂二不起訴糸勺款（pactumde塾011i）eten（モ0）とも解せらる、

　　ので、此一事のみを以て直ちに協約の法致を否定し去るわけに
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　　往かぬ。

（註九）或は日く協約は営事者間に輩に勢働條件を定むるのみ、唯、

　　將來勢働契約が成立するを待て始めて實敷を生す㌔故に其時ま

　　では當事者間に給付義務を生ぜす、從て契約といふべからすと

　　（EysseU，繊，0ウQ契約なる観含を偵儂契約の意に限定せる見

　　解に座す、素より正雷でないQ

（駐一〇）　フランスの古き判例は、協約に存綾期間の定めなき揚合、

　　 將來の事惰の愛動に適慮すべき屈伸性なき蝪合は、同國民法一

　　一三一條及び一一三三條の規定（職業の自由に關する事項は公

　　序となす）に反する故を以て撫敷として居る（Moisseneむ，P．132

　　e七s。）o’積3ほ詳細1よR我）ma・ud（B），P・2G9e七s。を看よo

（註一一）例へば：B躍m，忘・268；Oeぬnann，8・6£の如しG後者は團

　　艦協約のみを有敷と認める。

（註一罵）　此黙に付き滲考に値すぺきもの下の如し。Runδs面11（A），

　　S．1fi二3Kδppe，S．290H二，H最glil1，S．75£3εGh烈，S．68

　　f£11．s．£

　第二、封内的敷力の登生理由

　大量現象としての螢働協約は、少くとも勢働者側に於ては多

敷の關係人を有する。且、事業の健質に依りては、更に傭主側に

於ても多敷の蜜事者叉，は關係人を有することがある。今夫れ、

協約が其賞事者を拘束すべきことは多言を要せざるも、更に當

事者以外の闘係人をも拘束するは、抑も如何なる根擦に基くと

爲すか。協約は前にも述べだる如く、一種の規範を設定するも

のなるが故に、職とし、て多数不特定人を拘束せざるべからず。
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現行私法上、果して之を認め得る根擦ありや否や。試みに場合

を別ちて從來の學説を紹介し且論詐して見やう。

（一）特定協約　　に在ては、多数人が個人名義にて協約を締

結し、之れが當事者となるものなるが故に、協約の拘束力に付㌧～

は特に論奪るを要せ譲。そ“）假令或る代理人、仲裁機闘』叉は合

意機關に依りて成約する揚合にても、別に異なると二ろがない

（註一）。唯、特定協約なるものは今日に於ては恐らく机上の協絢

セるに過ぎざるの戚があるo

（二）不特定協約　　に在ては事物の性質上、各人の直接的虚

約を許さの、必すや或る代表者を以て協約を爲さやるを得ない。

此代表機關には種々あう、或は常設又は臨時の仲裁人又は合意

機關たることあるべく、或は關係人の選墨に係る代表機開たる

こともあるべく、叉時に或は螢働蓮動の指導者が之に當るこ

ともあらう。いづれにしても是等の代表機關が多敷の被代表者

の爲めに相手方と協約を爲し、そ飾が相手方及び被代表者を拘

束することになるのであるから、必すや其拘束力を生するに付

き何等か法的煮艮擦力葺なけ「れを翼ならぬ。之を求むそに敷説力葺ある。

　（イ）委任代理説　　は日く、上の揚合に於て代表機關は多数

不特定人の代理人として協約を爲し　其多敷人は本人として協

約上の椹利義務を有すると（註二）。

　此代理罐を委任（授罐行爲）に求むることは到底許し難いこと

である。代表者の設定を以て醤協約の結果と解するにしても、
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其代表者が當然新協約の締結に樹する代理椹を有するや否やは

全く不明に薦する。勢働蓮動の指導者に至ては多敷勢働者との

間に代理關係を認むること蓋し盆す難く、且往々指導者が濁断

にて協約を爲すこともある。稽や問題となるは、會議に於て代表

者を選撃した場合である。併し是れとても私法上まだ十分に代

理橿授與の根擦を説明することが出來ぬ（註三）・要するに代理

権委任を論定するに嘗て、委任者本人の不特定多数といふ鮎が

不都合になる。

　委任代理説が既に失敗に了うた◎とせば、次で考へらるべき

は法定代理の観念でゐる。而かも此黙は職業團騰の存在を前提

とするの外考へられざる筋合であるから、不特定協約の説朋に

は没交渉である。依て已むなぐんば

（・）無櫨代理説　　に從ふの外に途がない。無構代理に付て

は特に代理穫授輿の難問題を生じない。此黙は委任代理説よ今

も一歩を進めて居るわけである。今夫れ、或る代表者が多敷不

特定人の爲め無椹代理行爲として協約を成立せしむる場合に於

て、其敷力が直接に本人たる多敷人に付て生傘るには少ぐとも

二個の要件がある。其一は無権代理人が本人の爲めに協約を爲

すこと、其二は本人が之を追認すること、部ち是れである（註四）。

　今、代表者が不特定多敷の勢働者の爲めに協約を爲すことを

直ちに本人の爲めにすみものと解し得らるべきか否や。或は代

表者は同一の工場、隙業に從業する者の爲めに協約を爲す、換言



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
せば同一のカテゴリーの勢働者の爲めに協約を爲すものなるが

故に、其ヵテゴリ＿に屡する一切のものを包容的に本入として

協約するに外ならぬ、さすれぱ本人の多敷不特定は寧ろ從ナzる

煮義を有するに過ぎ駅重きは協約目的の同一型といふ物的特

定に存するのであるから、代理行爲の内容　確定に付き何等訣

くるところはな想・と論する（註五）。併し此見解は是認すること

を得の。蓋し代理行爲の敷果を受くべき者は、必すや人格者で

なければならの、されぱ不特定多敷入なるものは、結集して法人

となるか、然らすんぱ個人としてにあらざれぱ、本人となること

が出來濾、箪にカテゴリーなる無形の存在のみを以ては、未だ無

権代理行爲の本人と爲すに足らぬ。

　次に追認は無構代理行爲たる協約を了知して意思を表示しな

けれぱなら鳳、多敷人に付て逐一既事實を立謹するは蓋し困難

であらう。固よ今黙示の追認も可能であるが、或る説の動く、勢

働着が協約の管轄内に在りて、別段の定めを爲すことなく、協約

當事者泥る傭主と勢働契約を爲したる事のみにて、直ちに黙示

の邉認ありと解し得るや否やは疑問である（註六）・

　樹ほ此屍解は法理上及び實際上、根本的敏黙があると思ふ。

無罐代理も有樫代理と同じく個入主義的法飼の立場に在る、そ

の事は例へば我民法の各條（一一〇條以下）の規定に照せば一目

瞭然であらう、繭して多数不特定人の合同的行爲に付ては私法

は別に民法、商法上の法人鋼度を設けてある。赦に協約行爲に

　　　　　　　　勢働協約の法畢蛎構成86
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代理の観念を借用するのは根本的敏黙と謂はざるを得ない。叉、

實際上の鉄黙とは、假勢こ無権代理を是認するとしても、本人沈

る多数勢働者（叉傭主）は唯之を追認するの自由はあるも義務は

7ぶい、さすれば協約の拘束力は債務者の任慧に係ること》な）

全く無意義に了るからである（註七）◎

（ノ・）事務管理説　　代表者は多歎不特定人の爲め事務管理行

；爲として協約を爲すεの奮き見解もある。事務管理には委任も

追認も必要でないから、既黙だけは以上代理説ようも協約の構

成に便宜である。併し事務管理のものナaる、元と本人の爲すべ

き事務を飽人が干渉するにタトなら濾趣旨でめる　（日民七〇〇條

滲照）、然るに協約締結といふが如きは、由靡個人的取引の弱瓢

を讐する爲めに工夫されたる合同取引の結果なるが故に、之を

各本人の事務となすが如きは、至べ本末顛倒の沙汰であらねば

ならぬ。且、立法の沿革に照すも事務管理説は協約の本質と全

く相容れぬと思ふ（註八）。

　（二〉第三者の爲めにする契約説　　第三者の爲めにする契約

は、i要約者と諾約者との間の契約に因参て、第三者が直接に講求

権だけを取得するに至る黙に特色がある。帥ち協約富事者と協

約關係人とを匠罰し得る黙に於て、以上諸説に優れて居る。茄之、

鼓に第三者といふのは、多歎未確定入πるを妨げぬことに大騰

見解が一致して居るので．盆iす協約の構成には適合して居るや

うである（註九）。併し少、追窮すると幾多の難黙が見鶉される。
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一
　先づ第三者郎ち多敷勢働者の各人が取得する請求構の内容が

疑問となる。協約は元と勢働契約でも叉其豫約でもないのであ

るから、此請求椹の内容は傭主に封して協約の條件に從ひ雇入

を爲さしむべき旨の講求でないことは明かである。換言せぱ、

傭主は協約に因ξ》て雇入の債務を負ふにあらす、唯、雇入れんと

せば其條件は協約所定のものたるべしといふに過ぎの、從て若

し第三者の爲めにする契約説を探るものと假定せば、勢働者は

協約に因るも雇入に封すろ積極的給付を講求する椹利を取得す

るに至らぬ。唯、張いて解繹すれば、傭主が協約違反の行動を爲

さざるべき旨の不作爲債構を取得し、若し傭主側に此債権に封

する積極的侵害行爲あり沈る場合に、侵害行爲の除去』又は損害

賠償を講求し得るに止まると解するの外に途があるまい。而か

も當該勢働者が自から傭主と倶に協約違反の勢働契約等を爲し

ねる場合には、此の意昧の講求も許すべからざることになる、何

となれぱ是れ勢働者自から協約上の講求礎を拠棄せるものと認

むべく、假令その拠棄に到らざる場合あ与としても、自から協約

違反の行動に加捲しつ、、麟つて協約違反を責むる如きは、明か

に誠實の原則に反するからである（註一〇）。或は既黙に封して

説を立つるものあ参、鮭に第三者といふは、協約違反の行動を震

し沈る勢働者にあらざる1絶の螢働者を指すのであると（註一一）Q

其意、蓋し協約に因り傭主は不特定多敷の螢働者一般の爲めに

協絢違反の行動セ爲さやるべき溝極的債務を負澹し、各勢働者
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は不作爲債椹を取得するといふのである。これ固より必すしも

不可でない、併し論者は何故に協約違反の勢働者を、所謂第三者

なるカテゴリーより除外するか。協約違反者も亦當初は其第三

者なるカテゴリーに属したるも、後登的に協約違反の事實あり

沈るに因りて爾後第三者たる資格を失へるか、或は斯の如き勢

働者は本來、協約上、第三者に薦せざるか。この黙に劃する朗解

を乞はなければならぬ。要するに此説は顧みて他を言ふの艦ひ

があり、正解といふことを得ぬ。

　次に疑問となるは、第三者たる勢働者は輩に請求構（権利）を

取得するに止まるか否やの黙である。蓋し、協約は前にも遽・く

沈る如ぐ、蔓務的のものである、傭主が協約違反の行動を爲さ》

るの義務と圃時に、螢働者側も之を封償として自己も亦協約違

反の行動を爲さやるの義務を負ふべき筈である．果して然らぱ

今、代表者が傭主と協約を1爲すに當て1よ、同時に勢働者傾串二付て

も不作爲債務を負謄せしむべき旨の約束を爲さなけれぱなら

函。精言せば、協約は傭主側から見れば、勢働者を諾約者とし伸

介者を要約者とし傭主を第三者とするところの反面的第三者の

爲めにする契約を必要構成部分としなけれぱならぬ。是に於て、

協約は第三者の爲めにする契約と倶に第三者の負澹にまでの契

約が合禮せる形になる（Verぴagzugu皿ste孜uヱ1dz要1工揚stenelnes

Dritte厭果して然らぱ其負婚に闘する限りは第三者たる本人の

岡意をr孝弩アぶけれをまなら鳳（註一二二）Q
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　加之、艶見解は實際上に於ても、協約の本旨に副はぬ。何とな

れぱ、第三者たる努働者（』叉は傭主）が取得する講求穫は、各人に

於て自由に之を樋棄し得るが故に、協約の敷用は随時随庭に破

却される虞れがある（註一三）。　或は此場合に各勢働者の権利は

合有關係に立つものなれぱ、各一人は之を庭分することを得す

と解するかも知れ臓、併し理論としては正當でない。蓋し、第三

者は協約の當事者でないから、假令、協約そのものは當事者の一

方に付て合有の關係を生じ得とするも、當事者にあらざる第三

者相互問に、嘗然合有の闘係を認むべき何等の法的根擦がない

からである。

（註一）Baum，S，263猛参照Q

（註二）此見解はフランスにあるQ而して勢働者が團結に加入するこ

　　とは、傭主に1封して、彼等の利盆を防護する目的なるが以に、

　　團結が破等に代つて締結せる協約を防護すぺき義務ありと解す

　　る（」熟yンエ‘a　personalit6civiledessyndica魯pro免ssionneISフP，

　　19eむs．；HuberレV乱11erollx少R6｛brIne　soci我leン1er菖epL1898，

　　P．315；V・r・n，Revuec紬・11儀uedeslnsもltnti・nseもduDr・iむ，

　　1897，1er　Sep亡・P．328eもsuiv・）或は之を是認する判例ありと

　　いふ（：閃on，231uillet1890，s・｛董sC蹴，1eL艶vrierl893，鼠96，

　　1．32g．＿v．Molsellet，p．142－134）、併し此側例は代表者を構

　　してinterm6di＆re（仲介者）といひ、manda訟ire（受任者）と

　　いふをi避けて居る。以て例とするに足らぬ。仲介（Vermi右tllmg）

　　と代理（Verむrctullg）とはLotmarなどは夙に塵別して居る
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　　（Taifver甑ge，S。69）、

（駐罵）批黙はLotmar（Tarifve噸ge，S．77£）が既に決定的に論じ

　　て居る。（イ）代表者が自から購主又は勢働者の一人なるとき

　　は、協約は其代表者と倶に同僚に敷力を及ぼすことになる筈な

　　れども、かくては代理の本質に反して來る、蓋し代理人自から

　　雷事者となればなり（・）會議に於て代表者を選畢する揚合にも

　　幾多の難黙が横はる、第一、會議滲列者の人員の不特定なるこ

　　と、會議がご圃以上に亙るときは、問題と滲列者との岡一性を

　　維持し難くなる、第二、假りに全員同一會議に出席しナこりとす

　　るも、賛否相分る・爲め多籔決に依りて探決したるときは、多

　　決派に付ては或は之に依て代理を委任したること・解し鶴ん

　　も、少敷菰に付ては固より批事があり得ない且多敷汲の氏名も

　　通常不明で3）る、若し此會議の決議を以て毘席者全盟の総意な

　　りとして多敷派のみならす少藪派をも拘束せんとせば、出席者

　　全員の爲に前以て團膿叉は組合契約が存しなければならぬ、而

　　かも不特定協約の揚合には此事を望み難い、然かも代表者は實

　　際に於て、會議出席者、否な當該事業叉は地域の全勢働者の爲

　　めに協約するのが常である、さすれば是れ明かに椹限外の行爲

　　とならう。或は批鮎を救ふ爲め、園禮的構成なき多敷勢働者は、

　　協約を爲すと同時に各自の爲に組合契約を爲すものである・固

　　より多歎人が協約の爲めにする決議に與かることそのものは未

　　だ婁て組合を成立せしむるに足らすと誰も、その必前に一同又

　　は藪回の會議（多くはストライキに關する）ある揚合には甑に

　　組合醐係の存するものと認むぺく、若し此事情の下に、多敷決

　　を，以て協約締結に決すれば、全員は之に拘束せらるぺし、蓋し

　　組合そのもの・成立には至員の同意を要すれども、其基礎に立

　　て爲ず協約の決議は多数決にて足るからであると（日民、六七
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　　○條参照一Weigeh，鼠671琵）Q關係者の藪の多少に依り

　　て此見解も袈嘗するであらうが、一般的には探用し難いザ互ひ

　　に顔も知らす叉知る機會もなく、交際も出來ない不特定極まる

　　献況にある多衆」の間に民法上組合契約の成立が可能であらう

　　カ、（Lotm乱r，Tarif∀erむr浅ge，S。78）o　尚をまB泓um，S。270　E（氏をよ

　　會議に私法的意義を認めす又代表者σ）協約行爲に付て私椹の設

　　定を認めない、極めて出色の論定と思ふ）、Wδlbling，S・342

　　滲照。

（註四）無椹代理読はLo乞m継，Tarifve噸ge，S．81猛3Arbeiむsvert・

　　膿9，II　S．。798の探用するところである。但、氏は未だ特定協

　　約、不特定協約乃至團龍協約などの囁別をして居ない、而して

　　代表者は組合員及び組合外の者の爲めに協約を爲すぺきものと

　　汎く解して居る（Tari釦er加蕊ge，S．79）o

（謹蕊）：Lotmar，Tar三£S．81E倫ほRundsteinは多激の著書論文

　　に於てL氏σ）代理説、特に個人主盤説を辮護して倦むところを

　　知らないが、辮護が却てL氏の美馳を傷け、短所を曝露した

　　形になつて居る。其他、代理説を探るものと認むべきはB謡，S．

　　141Schmelzer，S1241Wδ1blil19，Gut窃chもen，鼠124（民のDer

　　Akkordverむrag　u．der　T乱rif▽er七rag，S・314は第三者の爲め

　　にする契約説も可能として賛成して居る）Schalhom，Soc・Pr・S

　　586；Schwarz，S・60などである。

偲1糞）：Lo伽ar，丁瀬fve雌ge，S・84－85・は、法律が個人の協定に一

　　任しある鮎に付き別段の定めを爲さすして勢働契約を爲すとき

　　は、嘗に同職者と同一の共通規定に支配さゐべき旨の意思表示

　　ありたりと解すべしと。思ふに、協約の追認と、協約に依りて

　　勢働契約を爲すこと・は、匠別せざるを得ぬ、後者は協約關係

　　人と非闘係人と倶に之を爲し得るが故に、必すしもL氏の如き
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　　蜥案を生ぜざること・考へる。L、氏は協約加入と協約の鑛張

　　力（Fem　oder　Erg諏1zungswirkung）とを此黒占に於’て混同しずこる

　　やの感がある。協約鑛張力に付ては後に述べやう。

（註七）旦ゼ各人は任意に相手方と協約を憂更叉は塵止することに依

　　　りて協約を徒勢に蹄せしめ得べし、何となれば、不特定協約の

　　場合には各人の間に未だ團膿的盟制存せざるが故に、各人の露

　　庁耀iは何等の制限を受けて居らぬからである（Oertm乱11n，S・8）。

　　然かもRundsteil1（B），S．35f£は之に謝し、協約の輩一不可

　　分性を理由として各人の爲に合有關係を認めんとする、固より

　　探るに足らぬ（前註滲照）Q

《駐八）　事務管理説はフランスにて間々見られるに過ぎぬ（cf　Voron．

　　Revue　eat五〇lique　etc。，1897ヲler　semestre，p．328et　s．3Des1εmd－

　　res，　110te　aux　P我11d・fねn（｝　1894，P・2；Z・・．，note　au　Sirey，

　　1896，／，330，coL2）。

（謹鬼）第三者の爲めにする契約説は、恐らく不特定協約の構成に便

　　なる唯一の観念であらう（Oerむn恨n』n，S・21－22；d璽egen，Run・

　　ds七e1n（B），S・57Hl但、理由なし）。フランスではRayn翫ud（A），

　　P．277，etsuiv．か夙に此見解を探用したるところ、其慰Laronze，

　　1、403et　suivなど同説である。ドィツでは倫ほWδlbling，S．

　　403賃同説o此黙に關してはRulldstin（A）ンS●127；V量ss面er，

　　か74et　suiv・3Loewelltlla1，S・68鼠滲考に値す。

（融曜O〉此瓢はOertm乱nn・a・・a・0・・同設Q尤も、0、1民は自説とし

　　ては團禮説を探つて居る（Oer右mann，S10f£）o

（駐凹一）　Sdhall，S。141－144．

（駐一二）尤もRya凪ud，OP・10c．ciむは本文と異なり、此揚合に於て

　　代表者たる組合が、傭主に鋤し封贋として、組合勢働者をして

　　勢働聖再開するか叉は協定賃金にて勢働を縫綾せしむるに努力
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　　すぺき旨を約すとなし・此鮎郎ち傭主と組合との間に墜務關係

　　を形成し、而して此封榎關係を基礎として第三者たる勢働者に

　　蜀して協約．ヒの義務を約せしむるものと解する。成る程・組合

　　を主醗とする團贈協約に在ては蓋し袈雷な見解であらう、加之、

　　團罷iに在ては各團禮員と團鰹との間に一種の補償關係も認めら

　　れなくない（例へば團罷の統創に服すること、諸種の資金を醸

　　出することなど）。而して或は之に封し、組合の約する努力の給

　　付は薄弱にして以てD謝贋とするに、足らすといふも　（Mloissel1就，

　　p・175）、謝憤の大小品質には制限がないのであるから固より取

　　るに足らぬ、又傭主の約せる不作爲では第三者の爲めにする契

　　約の目的たる給付となり得ぬとの詮もあるが（：Loewenth瓠，S．

　　71獄氏は此黙を以て協約と第三者の爲めにする契約との唯一

　　の差異となす）、不作爲とても倫ほ給付の目的となるを妨けぬ、

　　唯、異例に属すといふに過ぎない。爾ほ序でながらZe呈tler，S．

　　69f£は協約が閥時に第三者の員罐にまでの契約となるを恐れ、

　　協約を解して廣義の第三者の利盆の爲めにする契約と解し、欝

　　働者翻に猫立の講求穫を與へざると共に義務をも課せざる構成

　　を探つて居る。要するに、此説は形式に於て殆んど聞然すると

　　ころなしと難も、協約の實質に照して大なる鉄陥があると、思ふ。

（腔一・置）　Deslandres（Note　a、ux　Pa、1｝d。franc，1894，p．3eもs。）は、委

　　任と第三者の爲めにする契約とを結び附けて、此馳の鉄馳を避

　　けんとしナこ。印ち組合は一方に於て第三者の爲めにする契約の

　　要約者たると共に、他方に於ては総組合員の代表者として協約

　　當事者となり、以て合同取引の水旨に副はんとする、此見解は

　　固よリフランス民法一一二一條の傳銃的解羅には副ふまいが、

　　祉會の實構に適慮する爲め、新論を立つるに何の不可あらんや

　　と論じて居る。併し、第三者の爲めにする契約は無灌代理と異
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なり、組合が契約の當事者となることを前提として居る．從て

特に委任説を借用するに及ばぬと思ふ。いづれにしても、第三

者の爲めにする協約は、個人的規定に付てのみ適用あり、組合

の総膿的利盆に付ては、そのま、では利用することが出來ぬ、

爾ほ、本文では不特定協約の説明より屡々脱線して團艦協約へ

論入したが・それは便宜上已むを得ないのである。

（三）團髄協約　　蓬に團騰とば法人たる團髄のみならす、事

實上の團髄をも包含する。勢働者の職業團騰は登記を要件とし

て法人たり得る法籏腕：きにあらすと錐も、實際に於ては多く行

はれす、勢働者團髄は依然として事實上の團騰たるを遍常とす

る。故に以下、專ら事實上の團髄の締結せる協約に付いて其敷

力登生の根擦を尋ねて見やう。

（イ）協約當事者に關する論雫　　協約の主髄は個人なりや、

團騰なりや、將た個人及び團騰なりやに付ては可成りに議論が

ある。これは團髄協約に付いて特に箏はれナZところで、特定協

約及び不特定協約に付ては。團腱なるもの＞關輿がないので、

常に個人が協約の當事者となるべきは多言を要しない。團罐の

締結する協約に於て、個人、團騰叉は爾者が、其當事者たるや否

やは、先づ協約の意思解鐸の問題である、唯、意思表示が不明な

る場合に於て、果して三者いづれを採るべきかや重大な問題と

なる（註一）。

　今夫れ、協約は專ら各個の勢働者の爲め有利なる勢働條件を



96 勢働協約の法學的構成

規定するに在りとの立場よりすれば、個人主禮説を探るべきで

ある。かの組合の総禮的利盆乃至李和的規定の如きは、各勢働

者が有利なる勢働條件を獲得けεる上の問題と解すべき理由が

ある。且、協約の形式より見るも、各勢働者が當事者たるぺき旨

を推論せしむるものがある。併し協約の使命よりいは）、個人

主騰説には幾多の歓黙がある。就中、多敷勢働者が合同取引の

爲めに特に團禮を構成したるに拘はらす、再び之を個人に還元

する如きは、協約本來の趣鷺を没するものである。加之

（η）個人主禮説　　を探るときは．蒋に個人を協約富事者た

らしむべぐ或る法的根振を求むる必要に追まられる、何となれ

ば、通説は團髄と構成分子とは別個の存在を有し、團騰の締結

せる協約は、當然には分子泥る各個入に敷力を及ぼさ諏とする

カ・らである。

　此故に個人主髄説を探るものは、多く代理説を利用する

（註二）。　團騰の理事は各個人の代理人として協約を爲し、各個

人は直接に協約當事者となると説くのである。併こ、、理事は團

騰の機關ヌ，は法定代理人πるこそあれ、之れが嘗然に各分子の

代理人沈ることは通説に反する見解である。果して然らば、前

に述べたる勲く、此場合にも特に委任代理、無檬代理などの観念

を借用せざるを得ざることとなるべく、此場合は團膿なる艦制

を墓礎とするが故に、彼の不特定協約に於けるほどには不手際

に了はらざるべけんも、結局、牽強附會α）解繹にるを免かれまい
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思ふ。或は法定代理説を爲すものも凌）る、但、これは特別法を前

提とせるが故に一般の説明となし得ざるのみならす、假令、其

前提に立つものとしても容易に首肯し得ないのである（註三）。

（・・）團髄主髄説　　は最も事物自然の見解にして、協約は團

騰を以て其當事者となし、團農の構成分子は他乃方法叉は理由

に依りて別に協約の拘束を受ぐること、なすべしと爲す（註四）・

團艦主騰説には固よ今代理の観念を借用する必要はない。但、

街ほ下の如き難黙を免かれ得ないのである。

　團髄の構成分子に付き協約の拘束力を認むる根擦ありや。團

髄は自らの内部的統’制力に依りて協約を彊制し得べきや勿論な

るも、而かも協約の相手方に到する關係に於ては、是れ輩に闘接

的強・制ナaるに止まる。若し夫れ團騰の分子が協約上有すべき罐

利に至ては、團禮の統鋼力を以てしては到底説明することを得

ない。乃ち巳むなくんば、：分子たる各勢働者は一たび團髄の統

制力に因うて協約に從ひナaる勢働契約をなし、爾後若し傭主が

協約違反の行動を執らんか、是れ即ち各個の勢働契約に封する

債権侵害（債務不履行）に外ならざる故に、各勢働者は契約を基

礎として猫立の訴擢を有すべし、との解輝を下だすの外ないで

あらう（註五）・而かも是の如きは何としても江遠な解決たるを

薫かれな庵・。以上と同標の難黙は、團騰員が脱退し沈る場合に、

協約の拘束力は當然、その者に劉しては溝滅するに至るべく、

多敷一時に脱退せる場合の如きに於ては、画々しき結果を生す
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るであらう（註六）。

　依て或は團髄の法理に特殊の工夫を運ぐらし、以て以上の餓

照を補綴しやうとする。曰く、團農とは畢寛各團髄員o）個人的

活動が共同目的の上に集淫されたものに外ならぬ、團禮の総意

とても理は之れと同じく、畢寛各分子の個人的意思が共同目的

に向つて有する方面を基礎として居る、故に個人的意思を離れ

て別に團髄の総意あるにあらす、叉個人的活動の外に團禮的活

動が存するにあらす、各分子は名詮自稔、團醗の構成者にして、

第三者でないと（註七）。この論法に從へぱ、團禮の機關の締結ぜ

る協約は即ち各分子の意思の集漢せるものなれば、蜜然亦各分

子を拘束すること、なるであらう。顧ふに、斯の如き心理學的

構成は將來の法人論を改造する上に頗る有敷なるを失はぬと信

する。併し現行私法上の法人論、團髄論としては首肯すること

一が出來ぬ。法人の妙趣は法人き分子とを、少くとも外蔀關係に

於て．劃然匠別し、以て法律關係の簡朗、取引の敏潜確實を期す

るに在る、是れ近世法人論¢）港革に徴して何人も疑はざるとこ

ろであらう。固よ髪）法人論に於ける糞b一一一孝尋1よ、飽の黙に於ける

の一失となるであらう。而かも飽の」失を同復せんと欲して、

爲めに大なる一得までも犠牲に供するは、姜嘗でない、

（二）結合説　　或は協約の當事者は團騰及び圏騰各員である

と説ぐ（註八）。　此結合説は個人主騰説と團髄主騰説との長を併

はせて其短を棄てんとする趣旨に出て居る。是等諸説の長短を
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比較するには、法律上及び實質上の標準に依らねばならぬ。そ

の要黙は以上既に述べたるが故に、以下幾分その枝葉の黙に亙

りて長短を比較して見やうo

　個人主禮説の長所は（一）協約中の勢働規定、殊に其個別的規

：定を直接の闘係人髭る各勢働者に適周し得るに在り、（二〉團艦

の便解散團禮員の脱退の場合にも、㈹ほ協約關係を維持し得る

の宜がある。之に反して其短所は、（一）協約中の李和規定、其他

組合の全部に亙る利盆を度外規するに在り（二）團髄と協約との

交渉を断つ爲め、協約の合一的取振が不可能となるに在う、例へ

ぱ協約の改訂に付ても一々組合全員の同意を必要とするが動し

（三）同様に團膿の新加入者に封して協約を適用し得ざる0）敏黙

がある（四）個人主騰説の法律的構成の不備及び協約本尿の目的

に反することは既に述べた通りである（註九）。

　團膿主禮説の長所は（一）協約の運命を各個入の意思及び各個

の勢働契約より引離して、統一的普遍的取扱を可能ならしむる

に在りく二）協約の権保力を強大ならしむるに在り（三）組含の絡

禮醜利釜を取擾ひ得る唯一の方法を供するに在り。之に反して

其短所は（一）各分子（團髄員〉の擢利の保護、義務の緩行が相手

方に封して間接的となるに在り、換言せぱ協約中の個人に闘す

る規定を直接に各個人に封して適用し得ざるに在蝋二）團髄を

構成せざる螢働者（叉．傭主天團髄外コ）勢働者に封して協約を適

用し奢暑ざるに在り、然力）も團畳豊を構成せざる勢働者コ又1よ團彊豊夕｝
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の勢働者は寧ろ多きに居る（三）職業團禮の法的地位の暖昧なる

法制の下に在ては、團髄説は筒ほ幾多の難問題を生するであら

う（註一〇）。

　結合説は以上二説の綜合に外ならぬ。而かも自から二檬あり

其一は輩純なる結合説にして、團騰と個人とは法律關係の登幅

に付いて協約の當事者たりと解し、其二は協約中の團髄的利盆

に關しては團1罐を以て當事者となし個入關係事項に付ては個人

を以て當事者とする（註一一）。術ほ、團騰を以て全法律關係に付

て當事者たらしめ、その補充としご個人關係事須に’付て1よ個人

をも當事者たらしむる案も立てられるであらう、蓋し管轄違の

爲め團騰と個人との間に権利義務の館薦が箏はる、場合に施し

て便宜があると思ふ。

　併し結合説は、協約の全般に亙り叉は一部に付いて、個人を當

事者となさんとするに在るが哉に、個人主髄説に俘ふ法的構成

の歓黙を免かる、ことが霞來ぬ。團禮説の鉄黙勘伜ふこξも亦

當然である。茄之、協約の實際に鷹するには、蝕りに技工に過ぎ

て却つて及ばざるやの鎌ひがある。協約は元と合同取引の敦獲

を保全するものなるが故に、團髄を以て其衝に鴬らしむるにi若

くはない、是れ今日に於て協約運動が圏驚協約を目標として居

る所以である。從て特定協約、不特定協約は勿論、個人主騰たる

團髄協約の動きは、協約の化眉として遇去に於ける存在理由を

有するに過ぎぬ。吾人は協約の眞趣に照して團罐主騰的團騰協
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約を以て常逡とせんと欲する。而して職業團騰の法律上の地盤

に不備あらぱ之を補正すべぐ、協約の團禮分子に於ける敷力は、

團髄法に依り團灘そのもの、手を煩して同穣の結果を牧むるに

着かぬと思ふ。

（鍵一）　フランスにては新立法以菰に學説判例とも、特に協約の主鐙

　　に關する議論がなかつたやうである。而して協約は組合が

　　in七erined磁eとして締結すと設いて満足して居ナこ。蓋し組合が

　　協約欝事者にして、組合員は協約關係人だとするものらしいQ

　　之に反してドイツにては協約法論の元組ILotmarが此黙に付い

　　て曖昧な態度を持した爲め、可成り議論が生するに至つた◇L、

　　氏は組合の代表者を代理人（Vertre亡er）と構し、代理人は自己と

　倶に他の勢働者（又は傭主）の爲めに協約を爲す、組合員と倶に

　組合外の者の爲にも協約を爲すものだと説明して麗る（L伽澱，

　Tari飾er甑ge，融74，79）。されば氏の意中は所謂結合認二在つ

　　たのかも嬬れぬ9それは兎に角、氏の投じブこ一石は忽ち波紋を

　　描き、代理説（Ve搬e愈ungs癒eorie）團馨説（Verb蹴艦heorle）及

　　び二者を耕せ1ヒる結合説（Kombina毒1onstlleorie）なるもの・を生ご

　　た。代理説は換言せば個人主龍説に外ならぬ・故に鍾1分は便宜

　　上、後の名構を探用することにしたQ

（駐二）個人主艦説、部ち代理説を探る者に付ては前註滲照。代理説

　　に慮嘗する協約の實携はRu塾dsむe1n（B）夕鼠46を看よQ

繹罵）　理事が園鰹の篇あに協約するは從來の法理に照しても何の奇

　　もない、それが却て團醒の構成分芋の爲めに脇約を爲すといふ

　　が故に疑聞を生じ、これが爲めに特別の授穰原因の探究を鹸儀

　　なくされるのであるoフランスー八八四年法に依れば職業組合
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《：Les　syndi戯s　pro艶ssionnels）は経濟．L、職業上等の利盆を防護する目的

　　　を有し、之れが爲めに自由に協商を爲し得るものとしてある（

　　　同法、三條ず五條一項）o此事は組合が組合員の爲めに協約を締

　　　結するに付き法定代理罐を與へるものと解する誘がある（V．

　　　Huberむ一Va11eroux，Le　colltr莇de　t鍛va玉1P・P・204eむsuiv。）。併

　　　し之れは正當でない、蓋し組含は代理を爲し得るに相違なしと

　　　しても、現に代理穰iありや否やは別個の問題であつて、上の規

　　　定に依るも、批黙は全く解決されすに居ると、慰ふ（Moisseneむ，

　　　P・1723Laronz（㌧P。395et　suiv．3V三sseher，P．69e七sui▽・）Q

　（絃四）團醗主盟説を執る者にはPreuner，S．1853SinzLeimer（A），L

　　　S．68E；Landsberg，S．169；vonSGhulz，29．DJT・Bd．2。S、28乳

　　　制例もある（RG冨，至3d．73，S．105；Gew．Kl負n　Gい，Bd。15。s．

　　　4523Rec玩19i3，Nd55∫：RG・，B紘81，S。5）。Sinz踊mer

　　　は團畿協約以外に協約の形式を認めないといふのではない

　　　翫a・0．鼠61擢）唯之を最も適鴬な形式として其萌究の主題に

　　　供したのである。之に反してOerむmann，S．10は協約は常に團

　　　盟を主盟：とすると極言して居るQ　H萱91in，S．90鼠も同様に協

　　　約の法的穣成は團薩協約に限ると論じて居るQ　Hueck，鼠67は

　　　團盤説を以て常道とするに止まる。團醗説に慮欝する協約の實

　　　例はR孤ndstein（B），鼠49を看よD

　（駐蕊）断やうな見解を取るものもある◎例へばS呈nz血eimer（A），E．

　　　餅41猛などの撫しo

　（駐六）麟豊詠こ劃する駁論一：Rmds重ein（C），S．233E；Runds七e1n

　　　（B），S・23f眞但、特に敬服すぺき論旨は見欝らぬ。注目に値す

　　　るものはH畳gHn，鼠91猛

　ζ駐七）　これ近頃フランスのVisscher，P．140e七suiv．がMicho疑（』

　　　丁五60r玉ede1鱒㈹聡n誌亡6m・r乱王e；S⑳1ei1三es，De！apers・nn乱1it6
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　　蚤uridゆeに説かれたる法人論の精紳を借りて試みたる見解で

　　ある。M：ichoud，OP。ciLp。33，には法人は無形の一個農を成・せ

　　ども、同時に綜合的一盟としての生活を失はす、之れが構成者

　　喪る自然人は決して法人の第三者にあらすと述ぺ、SaleiHes，OP・

　　cit，P。361には法人は鰯人的活動が共同目的に關して同列に在

　　り、一艦たる外観を呈するも、實は多籔個入が集成且艦成され

　　牝ろものより成る一罷に外ならすといひ、他の揚所（P．⑲1）で

　　は総意とは各個入の意識内に成立つ旨を述ぺて居る。

（駐八）Rundsteln（A），鼠108；Sc圃1，鼠118；Hueek，S・65－66

　　（modifiz1erteThe・rie3Rundstein（C），s．229E，insbe鼠248丘

　　組合説に慮雷する協約の實例はRlmds七ein（B），S．44f£を看よ。

（註夷）個入主龍説の鉄黙に付ては爾ほH昼glil1，S．79fr多Kδppe，S・

　　124；殊にS三nz五e抽er（A）S．69£を看よ。

（註一〇1園艦主艦説の長所及び短所に付てはSinzheilner（A），S．81E3

　　1Rundstein（C），S．204－2403H資glin，融88f窺潭ueck・鼠67－73

（駐回一）輩純結合詮はS伽11，a鳥O・；複合結合説はRunds頗n（A）

　　鼠108．備ほH：ueck，鼠65－66は異なる形式の結合説を認め

　　て居る。

第三、劃外的敷力の登生理由

　勢働協約は前に遽べだる如ぐ、勢働に關する李和的規範を設

定するものなるが故に、其管轄内の土地及び事物に謝して普遍

的に行はれなけれぱならの。換言せば、軍に協約の営事者のみ

ならす（封内的敷力）、更に當事者坦外のものにして、協約の管轄

すべき工場、都市、地方叉は國に於て、當該の職業に從事する傭
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主及び勢働者をも拘束しなけれぱならぬ（樹外的敷力）。是れ事

實上に於ても亦、勢働組合が希望し且其實現に努めつ、あると

ころである。

（一）當事者と關係人　　此黙を明かにする爲めには、協約の

當事者と其關係人とを匿別する必要がある（註一）。　當事者

（Vertr泓gsp麟ei）とは協約の主1豊にして、當初協約を締結したる

者及び後日之に滲加したる者をいふ。之に反して關係人侮r－

ifsbe七eiiig乏en）とは協約の主禮にあらすして而かも其拘束を受く

るものをいふ。二者の地位の相違は、當事者に在ては合意に因

bて協約の獲更ヌ，は壌止を爲し得べきに反し、關係人には此地

位がない、のみならす協約は時に關係人なるものを認めざるこ

ともある（閉鑛的協約）。協約の嘗事者及び闘係人にあらざるも

のを第三者と名づけんとする。而して協約の封外的敷力とは、

要するに協約が關係人に於ける敷力に外ならぬ（註二）。

（二）閥題の要旨　　協約の到外的敷力は、從京、實力的手段に

訴へて事實上相當に實現されて居たのである。團艦協約に於て

は團禮加入の強欄が、協約の強捌と季行すべきものとせられ、か

の閉鎖的團髄取引（Closed　si〕op5ausschliesslic：her　Verbandsver－

ke五r）は、實は此協約の封外的敷力の鑛大の爲めに利用せられた

のである。其侮、Union　Labelを始め勘、誘、強迫などの非常手段

も屡々施用され沈のである。特に組合の統欄的調繰は、此目的

に劉する最も有力なる手段たるは勿論である（註三）。
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　協約法論は、以上勢働継合が實力的手段に訴へ》ε實行しねる

協約の封外的敷力を、法律的手段に訴へて、可能ならしめんとし

て居るのである。換言せぱ、何等か法的手段を登見して此敷力

の存在を讃擦立てやうとするに外なら組。

（三）協約關係入　　個人を主騰とする協約（特定協約、不特定

協約）に在ては、特に闘係人なるものを認むべき鯨地がない。何

となれぱ、協約加入は當然に協約の當事者となるの外ないから

である。

　之に反して團騰協約に在ては、個人が協約當事着として協約

に伽入することを許さぬ筈である。他の團騰が嘗事者として協

約に墾茄することは圃とより差支へない。さ麺ま．團髄協約に

在ては、當事者と關係人とを明自に囁別鵠來る、而して嗣係人は

或は他の團髄たり又は個人であり、個人の場合には、堂事者たる

團騰に茄入せる者と加入せざる者との二種類があるわけであ

る。飽の團髄が當事者とならす、軍なる關係人として墾撫する

ことは蓋し稀有のことであらう、叉假令、稀にその事あうとする

も墾加の事實は容易に立謹し得らる＞こと、思ふ。

　問題となるは個人が關原人となる場合である。以下、場合を

別けて略説して見やう。

（イ）當事者團騰の所驕各員は當然協約の關係人ならや否や。

蛯黙に直答する學説は不幸寡聞にして未だ知ら譲。之に反して

當事者團禮へ後昂加入したる者は當然に關係人となるとの見解
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は少くない（註四）。故に此等の諸家は、前者の場合を當然肯定

して居ると見て差支へあるまいと思ふ。何故に然るか。

　既黙に於て漣意すぐきは、協約關係人は協約に因りて直接拘

束を受ける地位に在る者である、其拘束の原因は協約そのもの

に存することである。されぱ、團髄に加入するに因り、團騰法に

因りて協約に從ふべき旨の拘束を受くる者ではない、何となれ

ぱ、此場合の拘束は團騰法を原因とするものにして、協約そのも

のを原因としないからである。果して然らぱ、關係人とならん

が爲めには、別個の意思表示を要する二と＞な◎、弦にその意思

表示は、相手方なきものなるや、相手方あるものなるや、着し後

者なりとせば何人に封して表示すべきか、等の問題を生するに

至る、加之、特別に意思表示を要するものとせぱ、例へぱ多数人

が塞撫する場合等の如き際には頗る煩累に堪へざるべく、且箏

ある場合に立謹の困難を來すべきは勿論である。然かも協紛と

團髄法とが別物なる限う、以上の構成は巳むを得ざること、な

る。斯ぐして從來の法律行爲論は、琵黙に付ては蹉跳を來たす

ことになる。

（質）或は協約當事潔たる傭主（叉は勢働者）と協約に從ひナZる

勢働契約を爲し髭る者は協約關係人となると説くものがある。

但、別段の定めを爲したるときは此限に在らすとの制限を附し

て居る。其理由に日く、大凡斯の如き傭主（又は勢働者）にして法

律が各人の決定に…任しある事項に付き別段の定めを爲さすし
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て契約を爲すときは、當に通則に依り、翻ち同職者と同楼に、取

接はるべき旨を表示せるものと認めざるを得の、而して此通則

は法律の任意規定又は協約の提供するところに係ると錐も、嘗

該職業に關しては同職者拉みに取擾はるべき意思なるが故に、

協約に從ふものと解するの外ない、爾ほ此場合に於て闘係人と

なるべき者が協約を知れることは、猶ほ法律の任意規定に於け

るが如く、必すしも之を要しない、蓋しいづれも當人に於て知◎

得べかりしものであるからであると（註五）Q

　i斯の如き解i鐸は要するに意思表示の推定に外ならぬから各場

合に依参て，具騰的に決すべき盤質のものである。決して斯様に

一般的推漸を下だすべき筋合のものでない（註六）。　茄之、輩に

上の如き事惰のみを以て直に協約那入の事實ありと認むべくん

ば、例へば或る勢働者が初め第一協約當事者泥る傭主と斯かる

契約をなしねる後、更に去つて第二協約嘗事者沈る傭主とも斯

かる契約をなしたりと假定し、若し第一、第二の協約の内容が互

ひに矛盾せる場合あうとせぱへ頗る困難なる問題を生するであ

らう（協絢の競合）（註七）。協約關係人は協約上の灌利を享有する

と鵡に其義務をも負携する者なれば、之を軍に協約の條項に從

ひて勢働契絢を爲したる：者と属一観することは灘察ぬ、蓋し後

者は現在の勢働契約を解約するに因うて竃然に協約上無關係の

地位に復活し得るからである。果して然らば、論者の象き軍純

なる事情のみに擦りて、二者を常に同等に取接ふのは姜當を敏
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ぐ見解たるを免れぬと思ふ。

　（三）無差別的取扱　　協約關係人と第三者とを’匪別せんとせ

ば、勢ひ關係人たるべき者の特別意思表示を必要とすること》

なう、私法上これが解渓には如上の困難を生ぜざるを得ぬ。若

し、既園難を避けんとせぱ、協約そのものに客観的法規泥る敷力

を輿へなけれぱなら露。さすれば、特に關係人、第三者なる匿別

を立つる必要もなくなり、協約外の者は之を一括して關係人陀

らしめ得ること＞なる。

　依て或は協約を解して一種の合同行爲（協定行爲）と爲す。協

定行爲曳VerGiilb乱rung）は當事者間に法規を設定するものにして

協約の實騰には最も適合しπ構成たるを失はぬ。併し通説は、

協約を以て無名契約（非典型契約Co携r錨動nomm61Ver七搬g

sui　ge簸eris）と爲す（註八）。蓋し蜜事者の利盆が合同せすして封

立する爲めである。協定行爲よ一個の合岡騰の存在を前提とし

て居る、然るに傭主と勢働者とは利盆相反するが故に、特別の法

律に依るもの、外は、合同髄となり得ざる事情がある。果して

然らば或る説の如く（註九）。協約は一種の私的法規（lex癖v漁）

にして其原動力（vis　or玉gin躍ia）に因勢當然同職1叉は岡業者の全

員を拘束すと爲すは、少くとも私法上の飼約を逸脱したもので

ある。

　弦に於て残るところは協約を以て職業的又は場所的慣習とす

る見解である。これ固より可能且正當なる見解たるを失はぬが、
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これとても協約帥ち慣習といふにあらすして、協約は爾後一一定

の條件を具備するに因り慣習となるといふに過ぎぬ、且、假会

その慣習となつたにしても、因て生する拘束力は、其因を協約に

登するにあらす、全く慣習に螢するに外ならのが故に、協約の封

外醜敷力の原因と見るわけに往かぬ。撫之、取引の慣習に陽す

る敷果は各國必すしも同様でないことに漣意せねばならぬ

（註一〇）。

　要するに私法上の観念を以て、協約の敷力登生原霞を説嗣せ

んとする企圖は、概ね失敗に了つ沈。失敗の主たる理由は、協

約の拘束力を普遍的ならしむるに付き、私法上法律行爲の観念

を以ては、其任に堪へざる黙に在る（註一…）。法律行爲は個入的

法律闘係（又は之にi攣形し得べきもの）の登生原因としで十分の

使命を有するも、合圃的法律關係（個入的關係の形に墾更し轟

ざるもの）に付ては本凍その使命を超過して居るのである。大量

現象の庭理は維織的、機械的たるを免れすして、吾人の意思表示

は極めて局限され’陀る役割を配當さる＞に過ぎぬ。この事は、

既に法人論や有憤謹券論などの大量現象に於ても相慮に看取さ

る》黙である。各入の意思表示の自由は著しく鋼限せられっ》

而かも各別の意思表示に因りて達し能はざる程度範園の利盆を

牧め得る鋼度であつて、概ね近世資本自舞経濟の特産物に，外なら

ぬ（註一二）。螢働協約とても此例に洩れす、否な其最も顯著に

して且大規模なる實例に藤する。
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　國家‡馳の唇法的生浩も大量現象の典型的なる観）なれど

も、産業的大量現象とは自から其目的を異にする。前者は合同

生活そのものが法律生活の目的たり又手段たるに反し、後者ぱ

個八生活の目的の爲めに合同生活を螢むに過ぎぬ。協約は畢覧

各勢働者が個入的取引を爲すの手段として合同酌に締結するも

のにして、合同的取引4）結果に成る協約は、從來、個人的取引に

於て法的承認を得たる契約自爵の原恥を、含周的取引の形に置

き換へたるに外なら漁。而かも妙昧は合同そのものに存するが

故に、個人取引に於ける意思表示の自由は、爲めに大に鋼限され

ざるを得す、而して之を棚限するに因りて却て各人が離群索居

以て蓬し得ざるところの有綱なる勢働峰件を所期することが出

楽るのである。されば、協約に於ける法律生浩は制度化、機械

化を以て主眼として居る、而るに之を待つに意思表示の欝制度

を以てせんは、木に縁りて魚を求むるものに外ならの。

（謹一）：Lo伽躍など個人主醗説を探るものは明白には此間の匪別を

　　立てないLo七m覆フArbeitsver七rag，：L　S．776。Q此優別はWδlb・

　　1ing，S・341（Verむ服gspaltei；In右eressenもen）が立て・居るQ

　　Sinz憾憩er（：B），鼠100はVertragspartei3Ver融gs面tglieαer；

　　Verむrag藪emdeを匠別して居る。立法例としてはドィツ法（一

　　條＝二項）フランス法（三十一・繰j同條k、2、3）なども此匠則を立

　　て・居る。

（駐二）協約關係入は富事者たる團盟に加入するときは定款叉は協約
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　　の規定に基き、協約機關の構成に参與することも出來やう、併

　　しこれは協約主禮としての行動でないことは勿論である。又、

　　第三者は協約の勤外的敷力を雷然には受けぬ、唯、協約富事番叉

　　は關係人は第三者と勢働契約を爲すに當りて、亦協約に從ふべ

　　きか否やの問題を生するに止まる、但しこれは第三者そのもの

　　に付て生する問題でなく、寧ろ欝事者叉は關係人が員へる協約

　　上の義務の反射作用に外ならぬ。

（駐罵）協約の設定するi通則（Common　Rules）が勢働組合の範園を遙

　　かに越えてi適用を見るの事實はWebb，1）em㏄蛾cy，P．209猛

　　に記述されてある。此敷力の濃張は、蕾に榮働組合のみならす、

　　傭主側も通常之に努めた。殊に協約がSlidiηg　Scaleを定めた

　　揚合などに然りとする。或は勢働組合が傭主組合と固盟して第

　　三者たる傭主を歴迫して組合に加入せしめ，叉は直接協約に稼ら

　　しめることもある。其實例はWebb民同所に掲げて居る。叉

　　Union　or　closed　Sぬo：pが協糸勺の鑛張を目的としナここと、叉1司じ

　　目的の爲め暴行張迫を用ゐたことなども同書p・21鐙に在り就

　　いて看られたい。斯くて「この無言で不可見の、而かも縄野的完

　　全な強制は各職業組合の理想である。團盤組織の不完全なる組

　　合の役員は、此彊制的加入を欲せす、加入は一に各入の自由意

　　思に依らしむべき旨を、興論の手前、政府委員の面前で申開きす

　　るかも知れまいが、斯かる組合と難も一たび其職業の大多敷を

　　羅致し得んか、忽ち強謝加入の政策を探り、組合の勢力の増大

　　すると倶に盆す之を働行するのを見るのである」（Webb，ゆ215

　　－216）o倫ほ、Ad乱ms我nd　Sumner，p．245f笠（lnclusive　Me・

　　施ods）。

（駐國）例へばLotmar，丁面fヤer七r聰e，鼠843Lo伽aτ，Arbeitsver一

　　伽g，L　S．776三K6ppe，S663W61bling，鼠473（de　Iege免re一
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　　11da）タRunds七ein（A），鼠17230ertmalln，S8｛£の如し但輩

　　純に此敷果を認むるものあり、條件及び理由を付するものもあ

　　り、一様でない。例へばWδlbling，a急O．は關係人ナこるべき者

　　の加入の際、團罷は協約の内容を之に告ぐべき義務ありといひ、

　　RUIldsカeh1，a。a・○．の如きは、加入者は加入に因りて其團盟が

　　協定せる麟働條件に關する規定を直ちに承認するものと解すぺ

　　きが故なりとの説明をして居る。是れは加入者の承諾（意思表

　　示）に根擦を置く見解である。之に反してKδppe，翫a．0．は

　　團髄加入の事實、換言せば、團罷員たる地泣そのものに上の敷果

　　を付する。これは、後日、當人の團艦脱退の揚合に於て倫ほ依

　　然として協約關係人たりや否やの問題と大なる關係がある。

　　Kδppeの如く解すれば脆退に因りて必然關係人たることも止

　　むべく・Rundsもeil1の説に從へば必すしも然らざる結論となる◎

　　而してK6ppeが闘係人終了の論結をなせるは自説に、忠なるも

　　のなるがRu玉・dsteinが亦同じく團員の脱退は關係人終了の敷

　　果を生すと説き、韓じて若し此不都合を避けんとせば個人主罷

　　説を探らざるペカ、らすと議命ぜる壱よ（RURdstein，我．a鳩O．S．177一。

　　三78）全く自説に淫するものであるQ　Wδlbling，S・473は腕退に

　　固るも恐らく關係人たるの地位は終了すまいと説く。

（駐置）Lotmar，丁師飾er醸ge，鼠84－85多Wδ1bling，S・473（傭主

　　は契約の際、協約を告ぐることの要件を付し且之を告ぐぺき義

　　務ありと爲す）o

（駐流）：Rmdstein（A），S。173f£因みにKδppe，S．66£は協約中の

　　組合の総膿的利盆に闘する規定と個人的利盆に關する規定とを

　　分ち、唯、後者に付てのみ：L砿m賜a・翫O・と國一の敷果を認

　　めんとする。

（註噌）S三nzheimer（A），1．鼠δ0・
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（駐八）Ca画n亡，n・tesous：Ly・n10mars1908・D・P・1909，2，23；

　　Gelly，Pand．丘1898，2，245；Br昂nd3，L6tat　I6gal　du　conもrat

　　eoII㏄tif　de　travaH，Re▽ue　praむ垣ue　de　dro琵industriel，1905，

　　P．P。209et鼠；Larりnz，P．410；R・uest，P。293；Lot・nar，Run－

　　ds毒eil1其他ドィツの學者は概ね此見解である（前註参照）。

（註面　Mess1服，S50－52；H乱m櫨er，Weekblad　v蹴五eガRecわt

　　l905，NL8229（Rullds七eil1（A）夕S・18猛Z1七aもe）之に封する批

　　評はRunds七ein，eben面に譲る、倫ほ前上説明参照．

（註一〇）：Lo伽刎，Arbeitsvertr乱9，L　S，776は此敵りを欝して「補充

　　力」（erg蕩nzendeRechts耳virkung）といふ・慣例付する法律の

　　敷力に付ては、ドイツ民法（六一二等其他）は公定賃傘なき揚合

　　には蓮用賃金を支携ふべきものと看徹し、スヰス債務法（三三

　　〇條其他）蓮用賃金（其他のもの）を支彿ふべきものと定む。我

　　民法（九二條）は稻や之と異なり、法律行爲の欝事者が之に依る

　　ぺき意思を有せるものと認むべきときは其償習に從ふ旨を定め

　　てある。筒ほ協約が慣例としての敷力に關するフランス政府の

　　各草案に付ては参考に値するものがある（Visscher，P・220e七

　　suiv，滲照）。

（駐邸一）r協約は從業規定と同じく、純個入主義的思想の上に立てる

　　契約法を以てしては、到底、その眞面目を登揮すぺくもない・軍

　　に契約法のみに訴へて之を判蜥せんは、牽撮附會に隔るか但し

　　は換骨腕胎に了るか、兎に角、著しき談陥なくしては叶』はぬこ

　　　とであるJ（Oe孟ma・nn，鼠1・）、

（駐師二）　A．Leist，Privatrech七und　K我pitalismus，S．153獄，278。o
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　　　　　第二節　　協約法律關係

　勢働協約の私法酌構成は、協約の法律關係を吟昧するに及ん

で、盆す不條理を暴露して來る。協約の敷力は概して各個の勢

働契約を規律する方面と其飽の方面とに優別することが出來る

が、就中、私法的構成の弱黙の存するのは、前者0）方面に付いて

である。

　　　　　　第一歎　　勢働協約と勢働契約

　第一、協約的規律に關する通説

　蓮説は協約を解して一の債権的契約とする、蓋し協約の本領

は勢働に關する規範を設定することに存すれども、而かもその

規範ねるや鴬事者間の含意に基くものなれば一の私的規範（lex

priv訪泓）たるに過ぎすして、固より法律の規定でない．されぱ協

約の規範力は法規の如く直接的でなく、曜、當事者及び關係人の

行爲を通じて聞接に、各個の勢働契約を規律するに止まるべき

である。換言せぱ協約上の規範は、當事者及び關係人に封する

協約蓮守なる債務の形を以て現はるべきものにして、其債務の

内容は要するに、當事者又は關係人が後日若し勢働契約を爲す

ならば、協約規定の條件に從ふべしといふに外ならぬ。斯くて

本繁、客観的勢働規範の設定を目的として居る協約は、測らす

も主観的横務關係の形にまでき置換へられ、各人の債務履行な

る偶然な事實を通して塵かに當初の目的を達するの外に途なき
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有嫌ゴぶる（註一）・

←一ノ勢働協約と勢働契約との全く別物なることは前に論定し

陀筈である。而して協約は法律規定の如く當然に勢働契約の内

容を決定し得ないものとせば、必すや螢働契約の當事者（傭虫

及び勢働者1の行爲を蓮じて協約の條件を螢働契約の内容に編

入せしむるの外に途がない。これ上に協約の規律を解して聞接

的といつ詑所以である。傭主及ぴ勢働者が協約の條件を勢働契

約の中に取入る、に付ては特に其旨の意思表示を必要とする。

　協約の條件を取入る、者の意思表示は時に或は明示的であり

得やうが、大量現象としての現代勢働契約に於ては是れ寧ろ稀

有の事例に薦する、それよ鵬獣示的の意思表示が大多敷を占

むべき筈であるが、それにしても如鷹なる事情あらば黙示的意

思表示を推定し得べきかや、可成り議論を生ぜしめて居るので

ある。

　協約の當事者が刷段の定めを爲さすして協約の管轄に驕する

勢働契約を爲し乾るときは、誠實の厭則に照して、協約に從ひ

たる勢働契約を爲したるものと推定すべきであらう（註二）。　こ

の灘は格別問題を生じない。而かも協約の嘗事者と勢働契約の

當事者とが同一，入なることは全ぐ例外に属するの事情に想到せ

ば、吾人は此一黙の解決だけを得て満足すべきでない．

　協約営事者πる傭主が別毅の定めを爲さすして勢働者を雇入

れたる場合には、其勢働者が協約に依る旨を表示せす叉は協絢
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を知らざわしときと錐も、爲ほ當然協約に從ひたる勢働契約あ

りたるものと推定し得ぺきか。この黙は既に議論が岐かれる

（註三）。

　團騰協約に在て其團騰員が協約の管轄に薦する螢働契約を爲

したるときも亦當然協約に從ひたうとの推定を下だし得るや否

や。一説は無條件にて之を肯定し、飽の説は其團騰員が少くと

も協約を知今たることを條件とせんとする（註四）。

　協約の管轄に薦する螢働に闘する勢働契約は、別段の定めな

き限り、協約に依り陀るものと解すべきか。焼黙も亦必すしも

定議がない、或は嘗事者が協約を知り沈ることを條件とし、而

して團髄協約の場合に付ては、其團醗員は當然協約を知るべか

うしものと論する（註五）

　要するに以上の解麗は勢轡契約の嘗事者に付いて意思表示の

ありたる一事を論定する必要から出た窮蝕の試みセるに過ぎ

ぬ。而して暇りに斯の如き推定を下だし得たとしても、之を爾

く一般的概猛的に論定して好いかは頗る疑問たるを失は濾であ

らう（註六）。いづれにしても其取扱ひの不完全なることは、嘗

て私法上協約關係人の範園を取振ひ詑る場含と、略ぼ岡檬であ

らねぱなら譲。依て多数の學者は以上の意思解繹論を補充する

爲め、術ほ場勝的又は業務的慣例なる観念を援用し、協約は場

合に依りては、是等慣例として各個の勢働契約を支配すべしと

鏡いて居る（註七）。　この協約震例説は、それ自艦に於ては無難
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であるが、その具髄的適用に至ては必すしも容易の業でない。

（二）以上述べたる協約取入れの問題よりも一層困難なるは、

協約違反の勢働契約に關する問題である。

　協約に違反せる勢働契約の地位に關しては從來概して四説あ

る。有敷説、無敷説、取清説及び自働説、帥ち是れである。協約

に關する私法論が如何に窮せるか、・判かるであらう。

（イ）有敷説は曰く凡そ協約當事者叉は關係人は將來に向つて

協約違反の勢働契約を爲さざ　の債務を負ふと錐も、爲めに自

己の庭分能力（契約の自由）までも髄限きれては居らぬ、故に協

約上の債務と、勢働契約上の自由とは固より相關するものでは

ない。從て協約當事者又は關係人は爾ほ有敷に協約違反の努働

契約を爲して毫も差支へない、唯、彼等は協約違反（即ち債務不

履行）を理由として損害賠償の責に任するに止まると（註八）。

此見解の結論は明かに一部の誤謬を含んで居るけれども、その

前提に至ては蓋し正當である。

（ロ〉無敷説は協約違反の螢働契約は當然無敷であると断じ去

るのであるが、其理由に至ては必すしも徹底しない。或は協約

蓮反の行動は善良の風俗に反すと解する（註九）。併しその必す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づしも然らざるは多言を要せぬであらう註一〇）。　その飽の理由

に至ては之を螢見するに苦しむべく、若し協約違反そのものを

以て無敷の事由なりとせば、あらゆる債務不履行に因る契約は

悉く無敷とな）、近世契約法の原則を根祇から覆へすことにな
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るであらう。

（ハ）されば協約違反の勢働契約は嘗然に無敷でない、而して

他に之を無敷とする事由の存せざる限りは有敷のものと認めな

けれぱならの。併し勢働契約の嘗事者が同時に協約の當事者叉

は關係人なるときは、鼓に協約違反の行動に因う協約上の債椹

を積極的に侵害しナZること、なるが故に、飽の當事者又は關係

人は、債務不履行に封して法律が與ふる一切の救濟手段に訴へ

て、協約違反の敷果を除去又は賠償せしめ得べきは固よむ論を

待た戯（註一一）。而かも之れ以上の説明に至ると學者の見解が

幾分か肢かれる。此場合に於て彼等が協約違反の勢働契約を輩

純に壌棄するの訴穫を有するか否や、更に其勢働契約を磨棄せ

す、輩に其内容だけを協約に從ひて憂更せしむるの訴権を有す

るや否やに付ても議論がある（註一・二）。按ずるに協約は前述の

如ぐ勢働契約を縫績せしむるの債務を生するものでない、然る

に協約違反の勢働契約の内容のみを憂更せしむることは、一面

に於て協約に從へる勢働契約の縫績を請求するに外ならざるが

故に、協絢上の訴としては到底之を維持すべき理由がない。而

かも違反契約の輩純なる壌棄も必すしも姜當でない、何となれ

ぱ傭主が協約上負へる不作爲債務は、軍純に違反契約の磨棄に

依りて履行せらる＞のみならす、蓮反の除去に依りても亦履行

せられ得べく、而してその軌れの方法を選ぶかは全く傭主の自

繭に薦するからである。依て此場合には唯汎く、協約違反の除



第二　章　　協約に關すろ學読 1ユ9

去を以て訴の目的と解するの外に途があるまい（註一三）。

（三）以上、協約違反の勢働契約bりたる場合に劃する訴樺の

内容は、其違反除去の請求に在らと假定するも、これが執行方

法に劃しては亦少ぐともドィツの學者間に議論がある。第一説

はドイッ民事訴訟法第八百九十四條（日民訴、七三三條一項、日

民、四一四條二項但書〉の規定に依1）、原告は違反契約の鴬事者

に封して契約の（憂更又は）解除の意思表示を爲すべき旨を請求

し、被告が任意履行を爲さやるときは．同條に依り裁制を以て解

除の慧思表示に代ふべきものとする、爾ほ此種の論者の中、本

條は第三者が原告たる場合にも適用ありとの解鐸を探り、之を

前提として第三者たる原告は違反螢働契約の當事者の中、傭主、

螢働者いづれに封しても上の訴を起し得るものと見て居る。姥

説』に劃し通説は本條を以て此場含には適用すぺからざるものと

し、寧ろ同法第八百八十八條叉は第八百九十條を適用し渥延賠

償又は拘留の間接的強欄方法を探るべきものとする（註一四）。

我國法の下に於ける解繹果して如何。

　思ふに1第一説は探ることを孝暑諏、蓋し我民法第囚百十影璽條二

項但書はドイツの通説の如く第三者を以て厭告となし符ざるも

のと解するのが正當である、且法文は明かに「法律行爲ヲ目的牽

スノ・債務」といふが故に本條は盆す此場合に適用するの不可な

るを見る、蓋し協約當事者又は關係人は偲等螢働契約を爲すべ

き債務を負ふて居らぬ、而して訴の目的は唾不作爲債務の不履
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行に因る結果σ）除去及び將來に封する庭分を講求するに外なら

ぬが故に、適當なる意昧に於て「法律行爲ヲ目的トスノン債務』の

間接的執行を求めて居るとは解し得ないからである。固よ参違

反を除去する手段としては意思表示を爲す必要あれども、これ

は違反除去なる事實行爲を實現するの手穀たるに過ぎざるもの

なるが故に、此場合に封しては寧ろ民法第四百十四條一項本文

及び民訴法第七百三十瞬條の規定を適用すべきものと解しすaい

のである。

　勢働者（叉は傭主）綴合は將來の協約侵害に劃して不作爲訴権

を有せ鍛であらうか。蓋し以上蓮ベセる救濟手段は侵害の既登

を前提として居るのれども、之れのみを以て將來に封する侵害

の危虞を防止するに足らざるは勿論である。ドイツ法の下には

今・や一般に蝿黙に付て不作爲訴橿を認め、同民訴法第八百九十

條に依りて執行し得ることを認めて居る（註一五）。　我民法第四

百十四條三項は、積極的侵害の既存を前提として居るので正確

には既揚合に適罵し得ざるものと考へる、併かも軍純なる協約

關係確認の訴のみを以てして到底艶場合の要求を満ナaし得ざる

こと朋らかなるのみならす、將擁の協約侵害にして相賞の危虞

ある場含には、浸害の銑存と同様に権利者を保護すべき理由あ

めと，信するが戯に、岡條及び民訴法第七百三十三條一項の規定

を準駕するのが要當と思ふ。

　（四）併し以上は唯、協約上の講求櫃も爾ほ現行私法上、如何に
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か説明がつくといふに止まり、協約本凍の目的に照せぱ、固まも

太だ不満足沈るを免れぬ（註一六）。蓋1、協約の目的える勢働契

約の規範力を一たび微弱なる債権關係に饗形せるさへあるに、

其債櫻の行使に關しては逼常の訴訟手綾に依らしむるものとせ

ば、其煩累，迂遠なる到底大量現象沈る螢働契約を規律するに堪

へざらんとする。固より學者は必すしも、協約ク）運螢を：私漆上

の法的救濟手段のみに一任せんとするのではない（註一七）。併

力》し既に飽、に補助を求むる一一事1こ徴しても、協約の：私法的構成

が、如何に窮して居るか、・想像さる、二と、思ふ。

　第二　協約∂自働説

　夫れ然も、若し協約本來の面目を登揮せんが爲めには其勢働

規範に客観的法規たる敷力を與へなけれぱならぬ。從豪之に關

して二穣の見解がある。其一一は協約を以て法律の任意法規（補

充法規）と同等に取扱はんとするもの、其二は之を以て強行法

規と同等に取振はんとするもの、即ち是れである。從兼協約の

自働説（au七〇m醐sche　oder　z－vingende　wirku職g）と繋する醗念は

必すしも一定せる内容を有しないが、大様滋上二種の敷力を示

す爲めに流用されて居テzやうである（註一八）。

　協約の任意法説は、勢働契約の當事者が別段の意恩表示を爲

さ㌧・るときは、當然、協約の規定に從、弘べきものと解する。之に

劃し、協約の強行法説は更に一歩を進め、協約の規定は縄封に勢

働契約の内容を決定する、換言せば賞事者は唯勢働契約を爲す
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や否やの自由あるのみ、荷しくも之を爲すときは、假令協約に

異なる意思を表示するも全然徒勢に屡し、契約の内容は當然協

約の規定に依うて定めらるぺしといふのである。是れLo乞m罰

の首曝に係る協約不可優陸（Unabdingbarkei七，in61ucut＆bilit6）の

要旨に外なら鍛（註一九）。

（一）協約の敷力に關して任意法誘、強行法説、いづれを探るに

しても、其要旨は畢覧協約の自働的敷力に存する。二者の異な

るは、唯、自働的敷力に封して別段の意思表示を許すや否やの黙

鷲在るのみ。依て便宜上、張行法説の論擦を塞げて簡輩に之を

批評するに止めたい。自働説の論擦は大要下の諸黙の如し。

（イ）協約は將寮の勢働契約に關する塵分樫、契約の自由

（：Di印os継・n難oderVe罫も遡g曲e亜e｛t）を』制限するものなるが、’故

に、協約蓮反の勢働契約は権限外の行爲として當然無敷である

と（註ご○）。然れども從来私法の観念に依れば、契約に依る庭分

の鯛限乃至禁止は箪に債穰的敷力を有するに止まる、從て叉其

敷力が箪に當事者間に局限さるべきは當然である（註二一）。　然

るに協絢と勢働契約とは別個のものにして、其鴬事者も亦從て

別異である、この黙はLo乞r餓r自からも特に濫意を促がして居

る（註二二）。果して然らぱ協約に因る庭分の鋼限は協約富事者

間には敷力を有すべけんも、當然更に勢働契約の當事者間にも

其敷力を及ぽすぺきものでない。固よう協約に蓮反したる勢働

協約を爲すときは、協約上の債務不履行とはなる．而かも同時に
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其勢働契約の無敷を豪泥さしむべき理由はない筈である。

（・）少くとも螢働者側に付て見れば、協約は多歎人が結束し

て一個の協約を爲すものである、されぱ此合同的方法を以て一

たび制限せる各人の庭分権は、後日其一人の意思に依りて之を

同復することを許さ鍛、蓋し一人の庭分権制限の同復は、同時

に他の全員の爲めにも其敷力を生ぜざるを得ないからである

と（註二三）。　此論擦は實際明自を敏ぐと雄も、其意蓋し協約法

律關係を以て合同關係と見るにあるらしい（註二四）。　或は之を

不可分關係とも解されなくもな灘・、而して之に依りて各雷事者

の塵分罐が不可分に捌限せられ得ることも必すしも不能ではあ

るまい。併し問題は協約上の債務の不可分であつて、各自の勢

働契約上の債務の不可分には關係して居らぬ、換言せぱ、各自は

協約上の塵分の制限を其儘にして置きながら、別に協約に反す

る勢働契約を爲すを妨ぐるものでない。

（ノ・）協約當事者は實に協約の不可俊性を欲し、其旨を表示し

たのである、果して然らば契約自由の原貝唖に依りて法律上、その

意思に相當する敷果を認むるのが要當ではないかと（註二五）。然

◎當事者が現に斯くの如き敷果意思を有し且之を表示したのは

事實である、併し問題は斯かる意思に相當する敷果を生ぜしむ

るの法律上根櫨ありや否やの黙に在る。而かも現行法の立場に

於ては法律の規定に依るの外、亦斯の如き自働作用を認むべき

何等の根擦がないのである。
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　以上の外術ほ一二の附櫓的論篠がないでもないが（註二六）。

以て協約不可侵性を論定するに足らぬ。

（二）思ふに自働説が協約の目的に可成り好く適合するはさる

ことながら、論者が特に此説を支持せんとするは、一方に於て協

約個人主禮説を支持する爲めかと察せられる（註二七）。蓋し個

．入主髄説に依るときは、協約關係は不特定多敷の個人的債構關

係にまで分解さる、結果、協約の蓮螢及び捲保に付いて組合な

る合同艦の後援を失ふこと》なう、少くとも理論上、協約の敷果

は分散して殆んど拾牧すべからざる有機になる。さてこそ一刀

爾臨的に、協約の強行法説を按出したのに外ならぬ。

　自働説は實質上又理想上大に望ましきものに相違ないが、同

時に必すしも施して十発ならざる黙あることも着過してはなら

ぬ（註二八）。蓋し協約の自働作用は之を認むると假定しても、こ

れは軍に法律上、形式上の敷力たるに過ぎ露、換言せぱ、勢働契

約の當事者は法律上常に協約に從へる契約を爲したること》な

れども、事實上、依然として協約違反の螢働關係を改めす、違反

のま＞に之を縫績するかも知れない。果して然らぱ之に封して

協約嘗事者が軍に無敷確認の訴権を有するだけでは満足なる救

濟を期し難きことになる、依て別に協約違反の結果を除去すべ

き講求権をも付與しなければ十分でないと思ふ（註二瓦）・大凡、

立法政策として或る行爲を無敷とすることは、それが法律行爲

のみで終始する場合に限り有意義のものとなる　之に反して勢
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働協約劃螢働契約の如く、契約を無敷のものとしても、爾ほ事

實上蓬法o）關係が存績し得べき場合に付ては、無敷の裁制は十

分に意義を爲さのと思ふ。放に之に配する違反除去の債権を以

てしなければならぬ。そのナ伏恰かも絶封的なる支配穫の爲めに、

學説及び判例が、特に不作爲債擢を補添せんとするのと同様で

ある。

　さればとて、協約の敷力を全く債灌關係にi攣形することも賛

成出來ない。債罐關係は結局不履行に封する第二的の救濟椹を

生せざるを得す、而して救濟椹は強制的履行請求構よら解除儂

を繧て途に損害賠償請求権にまで順次に登展し得べき途があ

る、これを評して救濟方法の鯨裕といへば夫れまでなれど、見

方によれぱ冗長とも謂へる。蓋し灌利の救齊として飽の穰利を

與ふるに止まり、未だ救濟の實髄を與へ蹟からである。此制度

は事物の性質、事情の如何によりては勿論極めて便利であらう、

併し螢働契約の如き大量行爲にまで此欄度を以て臨まんとする

ものあらば、是れ明かに肯繁に中なら鍛見解である。大量取引

は屡々遍べねるが如く、巧遅よ軽も揺速を爾ぶ、されぱ個々の便

盆を以て全局の統一を犠牲に供してはなら訟。これ根祇に於て

私法上の観念が協約の昌的運螢と相容れない所以である。

（註一）　Sin馳eimer（A），1：L　S．2は協約の敷力を三分して、規範的

　　（丑ormative）、債礎的（obliga七〇rische）及び杜會法的（sozi乱lrech岱
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　　iche　Funkt呈on）として居るが、その所謂規範的敷力とても協約

　　が雷然に勢働契約を規律するといふのでなく、一慮嘗事者の意

　　思表示を麺じて雰働契約に取入れられなければならぬと説明し

　　て居る（Sinzheimer，S・31鼠）。この債構説は通論である、Lo七m易

　　及びRundstein等二三者の外は概ね私法論としては之を探る、

　　就中、SGha11，S．S．89疏，166£∫Sinz五eimer，泓風0．S．84f鞠

　　工，oewen翫a、1，S．109猛；Hueck，S。85f£（zum　bisherigen　Rec五t）

　　など・を滲照せられ・たい。

（置二）　　Sc五翫H，S．168；Hueck，S．86∫B我um，S。272（但、unbegreHz古en

　　kollektivve孟ra9　に關し’てス｝ラィキ其他鴬該協約の前提：とな

　　　りし賃金蓮動に加捲したる事を條件とする）。

（註嵩）　これ主：としてS量11zhe圭nleちS．34飢の説くところである、蓋

　　　し以爲へらく通常の妖態に於ては傭主は勢働者に封し一方的に

　　勢働條件を課し、勢働者は之に盲從する外なき地位に在り、然

　　るに傭主が協約當事者たる揚合には、信義の原則上、別段の定

　　めを爲さ、“る限り、協約に從ひて勢舖條件を決定するものと認

　　むぺ黛が故である。されば此揚合には雰翻者が協約堂事者叉は

　　關係入たらざるとき、又は協約當事者たる團醒に加入し居らざ

　　　るときと雛も、其勢働契約は必すや協約に從ふものと認めなけ

　　ればならぬと（S。36）。尤も、氏は協約の規定が法律の補充規

　　定に相欝せる錫合と、孝甫充規定を夢童斥するi揚合と’を匠別し、後

　　　の瘍合には勢働者が傭主の協約上拘束を受け居る事實を知れる

　　　ことを要すと爲し且組合外の勢働者に付ては欺の如き知識（悪

　　意）は難定すぺき十分の根稼がないと説いて居る（S・37）。之に

　　反し、或は勢働者の悪意なりし場含又は協約が揚所的若くは業

　　務的慣習となれる瘍合に限のて以上の敷果を認めんとするもの

　　　（Sc込詔，S・169）、或はS、氏の所謂傭主の勢働條件決定に鉗す
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一　　る縄謝礎なるもの・存在を疑ひ、唯、勢働者が契約の際、或る事

　　項の決定を傭主に一任したひと見るぺき揚合に於て、特別の補

　　充規定の存せす、叉別段の意思表示なかりしときに限り、如上

　　の敷果を認むべく而して工揚勢働に付ては一般に斯く判断さる

　　べきに似たりと論するものもある（Hueck，S・88－90）。

（註圏）Sin加eimer，a．翫．0．S．34f£は一般の形にては協約の規定が

　　法律の補充規定に相嘗する揚合には無條件にて之を認め又氏の

　　所謂亀uali£zi飢er　Arbeiもsnormenver幅gに在りては補充規定

　　云々の條件を要せすして此飲果を認める（S・249）之に反して

　　Eueek，S．86は少くとも勢働者が協約を知りたることを必要と

　　する、但、既に之を知れる以上は、勢働契約の際、更めて協約に

　　依る旨の意思表示を必要としないと。

（駐重）Hueck，a．a．O．爾ほSinzheimer，1工鼠34驚Scぬ我11S，・168璃

　　Baum，S．272f£参照。

（註穴）　篭事者に付て協約に依る旨の意思表示をば假令黙示にても必

　　要とするときは、其前提として協約に關する知不知の難問題を

　　生ぜざるを得す、而して此問題に勤する推定は雷事者が組合を

　　組織せると否と、從て又彌主側と勢働者側との間に多大の相異

　　を生することであらう。勿論大艦論としては信義の原則の適用

　　に外ならぬのであるが、唯、その實際の適用が困難を來たすので

　　ある。Sch訟，S。169驚Sinzぬeimer，a・我・O・S・34驚Hueck轟

　　86獄は此酷に關する殆んど唯一の滲考資料を供する、他の學者

　　は批鮎を特に論じて居らぬやうである。

《註七）これbtm我r，Arわeitsvertrg，II亀791以來、凡べての撃者

　　の説明して居るところである。爾ほ慣例が意思表示の解鐸上有

　　力なる費料たることは多言を要しないが、事實たる慣習として

　　法律行爲に如何なる敷果を及ばすべきかに付き、從來二様の見
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　　解があるやうである。第一説は慣習が法律行爲の内容を決定す

　　るに付き當事者が其慣習を油るを要せすとするもの、之をドイ

　　ツの通説1とする（Danz，S．124f驚Golds面midt，HandbαchL

　　2S33伍）第二詮は軍に斯かる慣習ある旨の謹明を以て足ら

　　す、更に嘗事者が之に依る意思ありたりと認むぺき事實ありた

　　ることを要す、但、後者の謹明は信義の原則に依りて當然謹明さ

　　れナこること、なるべしといふ（Laband，DieHandelsusallcenS

　　466斑f初ner，St＆ub，Kon益ment凝z．HGB．）我民法九二：條は後

　　読に從つたものと見えるQ

（訪、）Sige1，S3職，35備ほ：L・ewen翻，S鼠103，108はB閑m

　　鼠265f£を以て縄鋤有敷詮に入れて居るが誤解である。倫ほ有

　　敷説の前提は正當なれども、結論に於て違反の契約を維持して

　　罪に損害賠償講求礎のみを與へんとするは誤解である（日民四

　　一四條一項参照）。

（黙兎）　Prenner，Seuf艶rもs：Bl飢七er　f伽Rechtsanwel1面11gメB（L72，Sp

　　224驚Koehne，S．250f巳：D我zuOer七mann，S．25Anm・2；

　　Kob㈱c五，S．16いづれも背信行爲が良俗に反すと解する。

（謎一劒　必すしも良俗に反せざる揚叙二付ては、就中、WδIbll喝

　　S．398；Kalkowski，S。553Loe晒entna1，S．38，109　の設｛列を

　　看よ。

（註一一）　Oer加1am，我．a。0．Teil　II：L　は協約を以て強行的のもの

　　に非ざれども彊制し得べきものとなす。

（註一昌）軍に違反契約の破棄と求償とを認むるものあり（嵐um，S・

　　266－267）、　内容憂更てふ積極的給付の訴を認むるものあり、

　　（Sehall，S89驚：KδPPe，S1043jetzt，EnnecGerus，鼠40馬

　　dagegen，Ennec。一Jager，；3．AufL　S932AIlm。14）o

（註一罰　脇約中の勢働規定に因りて傭主側が聲働者側に勤して負ふ
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ぺき義務が、作爲を目的とするや・將た不作爲を目的とするか

は、頗る箏はる・ところである。之を作爲の債務と解するもの

の論稼の大要に曰く、傭主は協約に因りて別段雰働契約を爲す

の債務を員ふものにあらざるは勿論なれども（Oerもmann，S・

15f£の論富する如く）而かも傭主にして若し努働契約を爲すな

らば其條項は常に協約に依らしむぺき債務を員ふ、これ實に協

約の規定を勢働契約に取入るぺき作爲債務に外ならぬ。固より

夫の自働説の如く、協約の規定が當然に勢働契約の内容に挿入

さる・ものと解せば、特に内容取入れに關する特別の作爲の債

務’を認むる必要なカ、るぺしと難も、萄しくも自働詮・を探らざる

限りは、此作爲の債務を認むるは必須の要件なりとする。尤も

此作爲の債務と同時に、協約違反の條項を勢働契約に挿入せざ

るべき不作爲債務の存するは論理上の必然である、而かも此不

作爲債務は、作爲債務の反面にして、之を沿極的に形成せるに

外ならす、且之れのみを以ては協約に依て蓬せんとする如上の

目的を將來し得ざるを奈何せん…・・今若し雰働契約が協約に

違反せる揚含に庭するに堂り、Oer七mann一派の見解に從へば

原告の申立は輩に「協約違反に於て努働契約を縫績せざること

の講求」となる、之に反して作爲債権設に從へば「彼告にして

勢働契約を縫綾せんとせば、其違反部分を協約に依り憂更する

ことの講求Jとなるべ：しQ固より契約を季塵綾すると否とは傭圭1

側の任意に屡するが故に、傭主にして爲し契約を縫綾せざらん

とせば、其契約を解除して何時にても協約違反の献態を除去し

得ぺし、而かも傭主は勢働契約を爲すの債務を員はざると同時

に、亦之を解除すべき義務も負ふものにあらす。然るに若し傭

主の債務を輩に不作爲の債務とのみ解せんか、勢ひ自働説に殉

せざる・を得す、蓋し若し然らすとせば、協約i違反の勢働i契約は
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唯違反部分の破棄となるに過ぎすして、因りて生ぜる鋏陪を補

足するに協約の規定を以てするに由なく、弦に其勢働契約は却

て協約に饗はざるの結果となるであらうと（Sch乱11，S・89－93）Q

此見解に賛するものがある。E1mecceでus，翫。a．O。傭主に付て

勢働契約を協約に從ひて形成し、（若し協約に適慮せざるものな

らば）之を憂形し及び勢働契約を協約に反して攣更せざるぺき

債務を認め、最後のものを不作爲債務なりと解し、若し傭主が

之に違背すれば、協約適慮歌態の暉復及び損害賠償の講求灌を

生すぺし、之に反して前二者は其旨の意思表示を爲すべき作爲

債務にして、ドイツ民訴法八九四條に依りて執行さるべきもの

として居るQ　Koeppe，S．104も亦Sehal1に從ひ傭主．の債務を

珍て一の條件附作爲債務と爲し同様の論嫁を與へて居る。假り

に作爲債務としても、條件附と解するのは首肯出來ぬ辱何とな

れば協約は條件縦でないからである、此黙はSchalL乱翫O・も

特言して居るがか、Sch認が之に鋤して此作爲債務を期限附と

解するのも首肯出來ぬ、且民の説は「勢働契約の営事者が協約違

反の契約を存置し而して其行動に徴し富事者間に之を維持する

意思ありと認めしむる限りはJなる假定に立つて居る（島・a。0・

＆91－92）、余輩は本文に略述したる理由に依の寧ろ不作爲債

　　　　　　　　　　　　　　　　し穫説に從はんとする。但、S曲allガOertmannを幾分曲解して

論する如く、蓮反契約の一部のみの破棄を講求するの説は探ら

ぬ、叉違反契約を全慶するσ）みの講求（Oer七mann，我・翫α；

：Baum，S．267）も必すしも認めない一蓋し不作爲の逆は必参し

も作爲にあらざる如く（Lehmann，UnterlassungspHic気右，S・236

－237）不作爲債務の履行は浸害的作爲の除去のみならす』・全く

作爲せざることにも存するから、蓮反契約の憂更と倶に破棄を

包容し得ること》なるからである。而二者倶に汎く節約違反の
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　　除去なる観念を以て綜合し得ると思ふ。岡説Sillz払eimer，IL

　　融187。爾ほS面泓11一派が作爲債灌読の理由とする・協約の

　　規定を勢働契約に取入るる黙に付ては、不作爲設に依るも結局

　　同様になるQ氏は「協約の拘束下に立てる者は協約の存綾期間

　　内、是非とも野働契約を爲すべき橘勢にあり、蕾に傭主に付て

　　然るのみならす、勢働者に付ても亦蓮常然り」（S・91）との理

　　由を以て作爲説を基礎づけて居るが、二は移して以て亦不作爲

　　説の有敷なることの理由にもなる、蓋し此情勢に於ては特に求

　　めすとも、勢働契約は自然に締結さるべく・さすれば積極的に協

　　約に從はしむるとするも、潰極的に協約に違反せしめざらしむ

　　るとするも、實績に於て差異がないからであるQ叉、作爲説の

　　理論上の訣鮎は、一方に於て違反契約の訂正を講求する権利を

　　與へつ・、他方に於て傭主に野し即時の解約に因る債務発腕の

　　自由をも認めるに在る。

（駐一圏）Vg1・Schall，107Z1繍e・協約論者に付て見るにlSch認，紘

　　紘O。；Enneccerus，我・a・0・l　Baum，S．266（？）は八九四條に依

　　るぺしとなし、8inzぬe1mer，S・189f£をよi通説に從ふ（Oerむman馬

　　S．22は不作爲講求権の執行を否定するやうである、不作爲債

　　権と訴棲との關係に付てはLehm翫nn，翫鳥・0・S・81－88滲照。

（註一置）Eltzb紬er，Unterlassungsklage，鼠S。212鼠214驚Wendむ，

　　Unterl我ssungen（Separ翫旗bdruch乱us　Arc｝1iv£ziviL　prax。91

　　und92，）S・80E；L曲mann，我・易。0・S・107£∫爾ほSchal1，

　　融11蟹；Sinzheimer，II・鼠玉90－193undAn恥・148滲照。

（註一爽）協約違反に封する損害賠償の問題に謝ても相當に議論があ

　　　る・殊に組合の求償権に付て然り、穂や詳しくは後に述べやう。

　　筒ほドイツには職業條例一五二條二項ある爲め、協約上の訴椹

　　ヵ需勇……常に、f罰限されて居る、1比婁鮎もそ菱に述；ぺるo
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（註一七）協約彊制手段として或はストライキ、ロツカウト等の實力

　　救濟手段（M批d　sozialer　Selbsthi1免）を説くものあり（Schall，

　　S102H二）、或は之に加ふるに心理的彊制手段を以てするものあ

　　り（Rmdstein，（A）S・4E）、其他準和的手段として各種の臨約機

　　關を立案して居る（後述）。

（駐一八）　協約に1比二檬の敷力を認めながら剃…然之を雇別せざりしは

　　蓋しLotmarより始まるやうである、氏は一方に於て我utom

　　atisc五e　Wirkungを高調しつ、（Tarifver臨geフS。lO7E）、他方

　　に於ては協約σ）補充的敷力（Erg乞nzende　Wirkung）なるもの

　　　を説明して居る（Arbei重sverむrag，LS．7761丁我rifvert臨ge，S・99

　　蕉）。されば從廉、諸家の自働説を論するもの、強行説と補充説と

　　の間を彷径して蹄一するところがないやうである。現にドィツ

　　第二＋九同法曹會に於て脇約に闘する立法問題が附議せられ、

　　決議案第三條d及びeは結果に於て補充説（乱utomatitche　Wir

　　kung）を探りたるに封し、議事録（五の．L）を見るに、二三の論

　　者は、この我utomatisc短Wirkungとu11我bdillgb乱re　Wirkul1

　　（強行誘）　とを同様に呼び徹して居る（例へばJunk，S・353

　　：K・eppe，s49）、固より此閲の優別を理解せる者もなくはない

　　　（例へばSinzheimer，S751Wδlbling，S87）、徹ま原案には

　　unmiむtelbare　Wirkungとしてある（鼠20一以上頁敷は議事

　　　録のを示す）。VgL　Hueck，S・93Anm・10。

（註・』九）　協約不可侵性は：LotmaちTari飾ertr蕊ge，S・109猛三Arbeit－

　　　svertrag，工S・780猛之を唱へ始め、Rundstein（A），S・135猛；

　　　Derselbe（B），S．63E之を租述辮護したるも却つて其長所を嚢

　　　揮し得すして其短所を暴露Uこ形になつた（Sinz戯eimer，IL

　　　S68）、爾ほ此説に賛するものにRosner，Koeh互e，BaiL　Gessler

　　　などがある。私法論として之に反劃するものが多数で亀Sch乱U，
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　　　鼠150猛；Baum，S．274驚Oe並m＆nn，S．21驚Prenner，鼠223、

　　　Sinzhelmer，II・S・65H：など枚畢に逞もないQ

（註二〇）：L・tm乱r，Tarifver右r蕊ge，鼠110；Arbeitsver幅9，L鼠782．

（註二一）　Vg1・Reatz，Dle　Zweiもe　Lesung　des　Entwurfもeines　B萱r・

　　　gerlichen　Geseむzbuches　f篭r　das　Deutsche　Re量cわ，L　S4・05f鴛

　　　No七e830ertmann，Kommentar　zu§137Anm．5。

（註ニニ）丁翻f▽er幅ge，鼠109－110undpassim．

（註二…1）　Lotmar，hrif∀S．1101Arbeitsv．S782。

（註二四）Sinzheimerは：L、現の此見解を勢働者側の債灌合有關係

　　　（Allsp癒che　zur　ge瞼m七ell　Hゑnd）と見徹し、協約自働説を辮護

　　　しやうとした（Sinzheimer，IL　S・82A㎜．115）。固より協約上

　　　の債穰に付いて合有關係を認め、各人の債穫に鋤する慮分の穰i

　　　限を制限することは必すbしも不可でない　（Gierke，Deutsches

　　　Priv我trechむ，LS・2餓）、併しこれは是れ協約上の問題であつて

　　　之れと別異なる勢働契約上の問題と混同することは出來ぬ）

　　Sinzheimer，a・我・0・S・83－83）。爾ほSch乱n，S．158f£は魑人

　　　が主艦たる協約と絹合が主盟たる協約とに付いて別様の方法に

　　てIL、氏の説を端摩して居る。

磁二五）：Lotmar，T・V。S，108－109；A．V．S．780；趣bes．Rund－

　　stein（B），S．70母

（駐二穴）　］［沿tmarは爾ほ契約に因る塵分穫の欄限の縄封姓・を立謹す

　　　る爲め・債穫譲渡の禁止に關する富事者の合意（日民、四六六條

　　二項）を援引して居るが（T・V・S・109）その不可なるは多言を

　　要しない、蓋し後者の縄勤性は法律の規定に因る敷果に外なら

　　ぬからである。叉・氏はドィツ法に於ける從業規定の縄勤性を

　　引合に出し・これと目的を同じくする理由を以て、其敷果を協

　　約にまで類推して居るが（A。V・鼠782f巳）、固より有力な反野
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　　論力需ある（Sinzheimer，IL　S．81E）のみならす我國には通用し

　　ない議論であるQ

（註二七）Sc五a11，S．90も別個の理由で同様な推噺をして居る（前註

　　一三）。

（註二八）　ドイツ第二十九回法曹會上、協約自働設に關する討論の中、

　　Sinzheimer（S．71f巳）とGessler（S・76庄）との意見は賛否の爾極

　　端を鮮やかに代表して居る。S、民はH銭91inが嘗て設いた

　　Organ鵡ationsz冊丑gの立揚からして協約の自働詮に反封して債

　　権説を高調し、之に勤してG、氏はH茸glinの所謂Tarif乞w我ng

　　の立揚よりして協約の彊行説（輩なる補充的自働詮に止まらす）

　　を縄封必要として居るQ此爾極端に封してS曲謡，S・157は以

　　前から自働読の買ひかぶられて居ることを調し、叉以上法曹會

　　ではWδlbling（＆87）も同様な意見を述ぺて居る。協約立法政

　　策の上より、臥G、コ氏の中、いづれの態度を是とすぺきかは

　　蓋し國情にも訴ふぺき大問題である（後述）。

（駐二兎）此錨はSc血a11，S．157の夙に道破せしところ。

第二款　組合強制と協約彊制

　今、蝿説に從ひ、螢働協約に因りて生するを法律關係を債構關

係なりとするも、協約違反に國もて生する履行叉は損害賠償の

講求椹は、果して何人が何人に封して之を有すべきか。此黙は

多少説明を要求するのである。

　第一、汎ぐ協約法律關係が協約の管轄に麟する傭主と螢働者

との間に成立することは多言を要しないが、その法律關漂の形
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騰如何に至ては一言を費す必要がある。

　協約中の勢働規定に因り生する法律關係は、不作爲債樺關係

である。此債権關係は、協約當事者叉は關係人柁る多敷の傭主又

は勢働者が各自の側に於て、如何なる形を以て之を有するか。

由來、不作爲債務は性質上不可分にして且債務者の一身に專属

するものなるが故に、傭主鎮収勢働者側に於て多数人が連箒し

て之を負携し得ざるや明かである（註一）。而かも其多敷人が不

可分に之を負罐するにもあらす（註二）・叉多敷人が多敷債務者

として可分的に之を負ふにあらす（註三）。故に、多敷の傭主叉は

勢働者は唯各自に於て全部債務として重畳的に之を負ふものに

外なら鳳。而して以上の債務は協約違反者が協約に因りて夫れ

夫れ負携するものなるや勿論である（註三a）。

　此債務と勢働契約上の債務とは全く別物なることに漣意しな

けれぱならぬ。蓋し、通説に從ふときは、協約の條項は一たび各

個の勢働契約の内容に取入れらる、に非ざれぱ規範的敷力を生

ぜの、而かも一πぴ斯くなされたる以後は、協約と勢働契約と

は別個の存在及び蓮命を有するので、若し以後、其特定の勢働契

約に付いε傭主が例へば約定の賃金を支彿はす叉は勢働祭日の

手當を支給せざる如きことあるも、そは最早や協約上の問題に

あらすして、當に勢働契約上、債務不履行の問題となるに止まる

（註四）。固よ5螢働契約上の債務不履行が時として協約上の債

務不履行と競合することはあり得やう（註五）・併し爲めに二者
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を混溝することは出來澱。されぱ、傭主叉は勢働者が協約上有

するとせらる、救濟権は、必すしも特定の勢働契約に於ける救

濟灌と同一の當事者が之を有するわけでない。

　自から協約違反の行動を爲したる者は救濟権を有（、ないもσ）

と解するのが妥営であらう　（通説）、蓋し若し然らすんば信義の

原黙二反することになるからである。果して然らば、協約上の

救濟纏は、協約蓮反者に非ざる者が蓮反者に封して有するもの

と解せざるを得ぬ」精しく言へば、協約違反の傭主に封しては違

反者以外の勢働者が救濟樺を有すべく、協約違反の勢働者に婁

しては違反者以外の傭主が之を有するいなる。而して協約違

反着に非ざる協約當事者』叉は關係人は、その何人たるを問はす

違反者に勤して斯の如き救濟樺を有すべきものとする。鼓に至

て協約の私法的解繹は盆す奇妙な結果を生することにならう。

　第二、協約の主たる貸的の一は同業者の不當競雫を防止する

に在る。果して然らば、協約違反に劃しては同業者聞に在ても

飼裁を那へる必要がある。問ふ、協約當事者叉は關係人ナaる傭

主叉は勢働者は、各自の側に於て相互に救濟罐を有するや否や。

若し之れを有するものとせぱ其根擦如何。

　通説に依れぱ、勢働協約は傭主側と勢働者側との間に成立す

る契約であるけれども、勢働者相互間叉は傭主相互聞の契約で

はない、蓋し協約は前に述べげZる如く團結（Ko＆1iもion）でな炉か

らである。されば、今問題となれる同業者相互問の救濟擢の根
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擦は、之を協約そのものに求めるわけに往かの（註六）。然かもそ

の他に於て私法上此黙に勤して根篠を與ヘナz名論卓説の存する

を聞かぬ。同業者は固よ蔭斯の如き目的を以ても協約を爲し死

に相違なからう、而かも問題は其目的を達せしめ得る法的手段

あ今や否やの黙である（註七）。

　第三、姑らく一歩を譲り、以上の動き闘係に於て救濟権あるも

のと假定しても、更に下フ）如き難黙を生ぜざるを得ないと思ふ。

（一）前上第一の場含に於ては、協約違反者以外の者は、人数に

制獲艮なく且何人1こまれ救漕穫をr有すること、なるカジ故に、場合

に依ては債務者に封する責任愚重の弊を生する。救濟権が勢働

協約の違反除去を目的とする場合には、何人かが一たび訴求す

れば、他の者は目的の消滅に爾りて救濟穫を失ふが如ぐなるも、

違反除去の講求権は時に或は驚1來の違反危虞の爲め適當なる庭

分の講求を妨げざるが敵：に（日民、四一四條三項）、飽の救濟穰者

は無限に之を訴震することが出凍る．のみなら㌻救濟穫の目的

が損害賠償の講求に在るときは、：先づ坦て其損害の有無及び程

度の決定が問題となるのみならす、之れを入数毒彗限なく訴求

し得るものとせば、殆ムど其煩に堪へない（註八）。尤も艶黙は

恐らく机上の論に過ぎないかも知れす且訴訟手績の改善に因う

て煩累を避け得ることであらう。而かも爾ほ一事の見逃がすべ

からざるものがある。齢ち

（二〉通誘に依れば、救濟構は斯の如く傭主及び勢働者が個人
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として叉は組合と蚊んで而かも濁立に之を有する。傭主に付て

は格別のこともないが、勢働者に付ては折角の救濟権も多くは

恐らく行使せすヌ濁立に行使し得ない地位に在ると思オ、。何と

なれば、多敷の勢働者は直接自家の利釜なき救濟を求むる時間

も鯨力もなぐ、且傭主の面を犯してまでも之を訴求し、爲めに

同業濤一般の爲めに犠牲となるが如きは、恐らく稀有な例外で

あらうから（註九）o　のみならす，通説に依れば、傭主は協約、と、

勢働契約を誘跨績すべ：き義務を1負瓜ざるカ；故に、f段』令、斯（フ）女買き訴

を起さんとするも、事繭に違反契約を解除（卸ち雇止め）するに

依りて、少ぐとも蓮反除去の責任は之を免かれ得るのである。

　第四、観じて蹄に到れば、大凡、協約法律關係を簡明ならしむ

る方法としては組合強罰主義（Org乱n三saも三〇nsgw翻9）を取るか、

或は協約強翻主義（田為鍍ZW蝕g）を取るか．立法論としては、二者

その一を選ぶよう外に途はない（註一〇）。

（一）今、若し通説に絞りて協約債灌説を取るものとせば、協約

上の債権債務は、その第一的たると將た第二的泥るとを問はす、

必ずや團駿（即ち趙合）そのものを以て其主髄とするの外ない。

固より爲めに組合答員は直接に協約土の罐利義務に關係を有せ

ざることとなるべしと錐も同時に綴合の統欄ノ∫に依りて一・切を

包括的に虜理することを得のごく、　さすれを翼假イ｝闘接自｛貝こはあれ

ど、一層有敷に協約の目的を蓬成し得らる、二とになる（註一二）。

その代はり同業者は甲乙の差霧なく組合に痴入するに非ざれ
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ぱ、蕾に協約上の利盆を享有し得ざるのみならす、協約の目的そ

のものも十分に實現し得ざるべきが故に、立法上．勢ひ組合彊鋼

主義を探るべきものとする。

（二）之に反して、協約自働説を探ることにすれぱ兎も角も、

當事者及び闘係人に付いて協約上の債務を課するに及ばざるが

故に、協約法律關係は極めて簡明となる。而かも協約は爾ほ形

式上法規にあらす、依然として當事者間の契約關係に遇ぎざる

が故に、當事者を超えてi其敷力を及ぼすぺ：きものでない（註一

二）。されぱ、此立揚よりすれば、協約を一の法源化し、以て営事

：者以外の同業者にも之を普及する必要を生する。これ協約張制

i主義の由て來る所以である。

　以上二主義の長短は各國の事情叉職業の状勇に依りて決すべ

きもので、必すしも純理に訴ふべからざるは勿論である。但、

假らに理論上之を評せば、組合強制主義は勢働組合の登蓬せる

國時又は事業欺魂には適合すべけんも、然らざる場合には實行

上の困難を俘ふ。之に反して協約強制主義は必すしも組合の登

達を前提としないので、廣く採用し得べきが如くなるも、動もす

れば少敷者の意思を多敷者の上に課するに至る虞れがある（註

一三）。若し夫れ協約の實施に付いていは㌧・、協約強制主義は必

すしも規合の後援を有せざるが故に、協約の搬保は勢ひ國穰に

求むるの外なきこと、なる（註一四）・之に反して組合強劒主義に

依れば組合が擾大し輩固となるに從ひ盆す協約の實施は自治的
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に完全となるべき可能性を含む、但、國灌の威力を假らざる代り

に、團結の威力は協約の携保として必須のものとなる。

　協約運動の大勢に付て見れぱ、イギソス、アメリカにては組合

彊制主義を以て特色とすべく、ヨーロツパにては協約張醐主義

に依齢る立法例、草案が常態をなすやうである。蓋し職業纏合

蓮動の熟否と驕係して居るのである。今、我國の事情に照して

二、者いづれを是とすべきかは弦に判断すべき限りでないが、結

局は二者の折衷に從ふことになるのであらう、現にヨー・ツパ

にても多くは二者の折衷に依るので、唯、協約強鋼主義に傾ける

大勢に在りていひ得るに過ぎぬ。要するに此等立法敦策上の問

題は本研究の直接に關知せざるところである。

（駐一）不作爲債務が可分なりや不可分なりやはド、イツ普通法上嘗

　　て議論の存したりしところなるも（Ubbe1面d，Die　Lehre　vo取

　　den　unteilb＆ren　Obligationen，1862；Rtimelin，Die　Teilung

　　der　Rech七，1883参照）今やその不可分なることは疑ふに由ない。

　　されば私法上、可分債務に付き多轍諮事者ある揚合に關する規

　　定は、不作爲債務の揚合には適用なきものと解すぺきである

　　（Wendt，Arc強。ziv．Pr．92S．70凱，insbesondere　S．763工£hmann

　　U蝕亡erlassungsp丑1ch古，S．197，313運）、從て不作爲債務に付いて

　　多籔営事者の蓮帯闘係をも認め得ない（日民、四三二條以下）。

（駐二）協約中の勢働契約に闘する共同的連帯的規定に付ては不可分

　　闘係を認めなければならぬが、個別的規定に付ては鯛罰的全部

　　債務と解するの外ない（前L、協約の内容に關する読明を参照さ
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　　れナこい）。

（註三）蓋し不可分債務に付ては當然分割債務に關する規定（日民、四

　　二七條）の適用なきに由る。

（註三a）されば各人は相手方との合意に依りて任意に協約の現歌を

　　憂更し叉は之を慶止し得ることとならざるを得ぬ、されども斯

　　の如きは一毅に他の営事者が協約一ヒ有する共同利盆を著しく脅

　　かすに至るべきが故に・當事者間に反封の定めなき限り・地の

　　當事者は亦豊口時の告知罐を有すとしなければなるまい（日民、六

　　二八條準用）、さもなれば他の當事者は無意義に協約の拘束を受

　　ける結果となるであらう（Schall，S。1193Sinzheimer，S．235－

　　236）。

（註圏）　この黙はSinzheimer，11｝S．44が夙に論明せるところであ

　　る。通俗には此間の匠別を蕎過し、勢働契約の違反を以て直ち

　　に協約違反なりと噺するのは不當である。爾ほSch我11，S・156

　　滲照Q

（駐五）例へば工揚主が努働組合に銚戦する目的を以て日本民法第六

　　ご八條の理由なきに拘はらす一時に多藪の職工を解雇する如き

　　（M蹴ellk荘ndigung）は、一：方4に於ては其職工に封する雰働契約

　　上の違反となると同時に他方に於ては協約上軍和義務の違反と

　　なるであらう（Sillzheimer，IL　S1123Vg：L　H登91in，鼠228f巳

　　insbe鼠S．231－232）。

（註汽）依て或は之を協約の前提たる各富事者測に於ける團結の契約

　　の一部と爲し、是れ畢寛、傭主働叉は募働者側に於て良好なる

　　就勢條件を獲得保持する目的に出づと爲す（S曲我11，S・97－98）

　　或は是れ勢働者側が傭主側に封して約束せる協約上の義務の反

　　射作用（ReHex）となす、蓋し相手方に野する協約上の約束は同

　　時に同業者に關しても與へらる・爲めである乏（Rullds七ein，A3



ユ“2 勢働協約の法學的概成

　S25Anm・34）威は嘗事者聞の意思を鰻して相互の間に一

　の蓮帯義務（Solidari蹴spHichむ）なるものを認め、一種の團結的

　約束に基く敷：果とする（KoepPe，S・1123Wsscher，P。334－340）。

　要するに、協約違反の行動は同時に亦團結違反となるといふに

　外ならぬ。多激債務者が封外的に債樺者に勤して義務を員ふと

　同時に・勤内的にも互ひに求憤樺を有するの獣態は現に連帯債

　務關係に於て見るところであるから特に異例に屡するわけでは

　　ない。併し蓮帯債務者の求償穰の由來は自己の負謄部分を超え

　て鮮濟を爲せる錨に存するが故に固と當然の理に屡すと難も、

　　協約の揚合に在ては、各鍔働者は既に傭主（一入又は多敷）に封

　　して協約違反の責に任じて居るに掬はらす更に重聾的に又同業

　　努働者に鋤しても責に任すぺきものとするのは明かに責任過重

　　である。協約上の責任と團結上の責任との競合は、容易に解決

　　し得ざること、、思ふ○

（註七）　ドイツ職業條例一五二條二項、イギリスー八七一年法第四條

　　四號等は團結の法的拘束力を認めてゐないので、假令、協約違反

　　に封する團結上の責任を約したにしても法的強制手段がない。

（註八）　これ一種のactio　pOPular1s，叉は縦ui　tam乱cもionなどを或る

　　程度範園に於て認めることにならう、斯かる不特定、無制限なる

　　責任観念は固より現行公私法の精紳と相容れざるや多言を要し

　　ない（Windscheid－KipP，1）翫ndekte11，：LS．46，2C・，ES326，6）o

（註九）ShlzLeimer，IL　S．220猛参照。されば或は此揚合には組合弊

　　働者の爲めに組合の訴訟滲加橦を認めんとする案もある（フラ

　　ンスDoumerg“e案二〇條、粒法醗究協會第一草案九條、同第

　　二草案五四條等）。

（註一〇）此黙に付ては特にHtiglil1，S。76－77，92登1175飢；KoepPo

　　鼠336驚Run耐ein（A），S・182滲照Q
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（註・一一）SihzLeimer（Verha・・dlungendes29D・」。瓜：Bd・5，1ste

　　H蕊lfteフ鼠71瓶）の極めて鮮かに主1張せるところo

（註一二）　Gessler（Verhalld1．des29D．」。T．Bd．5，1ste　H：りS・79f£）

　　の極力主張するところ。

（註鳳三）　されば或る立法例には協約加入者が過孚数を占むるに至れ

　　　る事を以て、協約纏張宣言の一要件としてゐる（ドィツ法二條）。

1註一四）例へば協約存綾中、勢働組合の實力施用に封して課遡する

　　が如し（例へばニユージランドー九〇八年第二改正法、第五條

　　以下、ジユネーブ法第一八條の如し）。


